
第５５号議案 

安城市税条例等の一部を改正する条例の制定について 

上記の条例を次のとおり制定するものとする。 

令和元年６月７日提出 

安城市長 神 谷  学 

安城市税条例等の一部を改正する条例 

（安城市税条例の一部改正） 

第１条 安城市税条例（昭和４４年条例第１９号）の一部を次のように改正する。 

 第３５条の２中第９項を第１０項とし、第８項を第９項とし、第７項を第８項

とし、第６項の次に次の１項を加える。 

７ 第１項又は第５項の場合において、前年において支払を受けた給与で所得税

法第１９０条の規定の適用を受けたものを有する者で市内に住所を有するもの

が、第１項の申告書を提出するときは、法第３１７条の２第１項各号に掲げる

事項のうち施行規則で定めるものについては、施行規則で定める記載によるこ

とができる。 

第３５条の３の２の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」に改

め、同条第１項中「同項の」を「同項に規定する」に改め、同項第３号を同項第

４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。 

（３）当該給与所得者が単身児童扶養者に該当する場合には、その旨

第３５条の３の３の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」に改

め、同条第１項中「第２０３条の５第１項」を「第２０３条の６第１項」に改め、

「ならない者」の次に「又は法の施行地において同項に規定する公的年金等（所

得税法第２０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。以下この項において「

公的年金等」という。）の支払を受ける者であって、扶養親族（控除対象扶養親

族を除く。）を有する者若しくは単身児童扶養者である者」を加え、「同項の」

を「所得税法第２０３条の６第１項に規定する」に、「同項に規定する公的年金

-1-



等」を「公的年金等」に改め、同項第３号を同項第４号とし、同項第２号の次に

次の１号を加える。 

（３）当該公的年金等受給者が単身児童扶養者に該当する場合には、その旨 

第３５条の３の３第２項中「第２０３条の５第２項」を「第２０３条の６第２

項」に改め、同条第４項中「第２０３条の５第５項」を「第２０３条の６第６項

」に改める。 

第３５条の４第１項中「によって」を「により」に、「同条第８項」を「同条

第９項」に、「第９項」を「第１０項」に、「においては」を「には」に改める。 

附則第１０条の２中第１９項を第２０項とし、第１６項から第１８項までを１

項ずつ繰り下げ、第１５項の次に次の１項を加える。 

１６ 法附則第１５条第４０項に規定する市町村の条例で定める割合は、５分の

４とする。 

附則第１５条の２に次の３項を加える。 

２ 県知事は、当分の間、前項の規定により行う軽自動車税の環境性能割の賦課

徴収に関し、３輪以上の軽自動車が法第４４６条第１項（同条第２項において

準用する場合を含む。）又は法第４５１条第１項若しくは第２項（これらの規

定を同条第４項において準用する場合を含む。）の適用を受ける３輪以上の軽

自動車に該当するかどうかの判断をするときは、国土交通大臣の認定等（法附

則第２９条の９第３項に規定する国土交通大臣の認定等をいう。次項において

同じ。）に基づき当該判断をするものとする。 

３ 県知事は、当分の間、第１項の規定により賦課徴収を行う軽自動車税の環境

性能割につき、その納付すべき額について不足額があることを附則第１５条の

４の規定により読み替えられた第７３条の７第１項の納期限（納期限の延長が

あったときは、その延長された納期限）後において知った場合において、当該

事実が生じた原因が、国土交通大臣の認定等の申請をした者が偽りその他不正

の手段（当該申請をした者に当該申請に必要な情報を直接又は間接に提供した

者の偽りその他不正の手段を含む。）により国土交通大臣の認定等を受けたこ

とを事由として国土交通大臣が当該国土交通大臣の認定等を取り消したことに

よるものであるときは、当該申請をした者又はその一般承継人を当該不足額に

係る３輪以上の軽自動車について法附則第２９条の１１の規定によりその例に

よることとされた法第１６１条第１項に規定する申告書を提出すべき当該３輪

以上の軽自動車の取得者とみなして、軽自動車税の環境性能割に関する規定を
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適用する。 

４ 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の環境性能割の

額は、同項の不足額に、これに１００分の１０の割合を乗じて計算した金額を

加算した金額とする。 

附則第１５条の２を附則第１５条の２の２とし、附則第１５条の次に次の１条

を加える。 

（軽自動車税の環境性能割の非課税） 

第１５条の２ 法第４５１条第１項第１号（同条第４項において準用する場合を

含む。）に掲げる３輪以上の軽自動車（自家用のものに限る。以下この条にお

いて同じ。）に対しては、当該３輪以上の軽自動車の取得が令和元年１０月１

日から令和２年９月３０日までの間（附則第１５条の６第３項において「特定

期間」という。）に行われたときに限り、第７３条第１項の規定にかかわらず、

軽自動車税の環境性能割を課さない。 

附則第１５条の６に次の１項を加える。 

３ 自家用の３輪以上の軽自動車であって乗用のものに対する第７３条の５（第

２号に係る部分に限る。）及び前項の規定の適用については、当該軽自動車の

取得が特定期間に行われたときに限り、これらの規定中「１００分の２」とあ

るのは、「１００分の１」とする。 

附則第１６条第１項中「附則第３０条」を「附則第３０条第１項」に改め、「

指定」の次に「（次項から第４項までにおいて「初回車両番号指定」という。）

」を加え、同条第２項中「平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで」

を「平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで」に、「平成３０年度分」

を「令和２年度分」に改め、「軽自動車税」の次に「の種別割」を加え、「平成

３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで」を「令和２年４月１日から令和

３年３月３１日まで」に、「平成３１年度分」を「令和３年度分」に改め、同項

の表を次のように改める。 

第２号ア（イ） ３，９００円 １，０００円 

第２号ア（ウ）ａ 
６，９００円 １，８００円 

１０，８００円 ２，７００円 

第２号ア（ウ）ｂ 
３，８００円 １，０００円 

５，０００円 １，３００円 

  附則第１６条第３項中「３輪以上の軽自動車（ガソリンを内燃機関の燃料とし
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て用いるものに限る。以下この項及び次項において同じ。）」を「法第４４６条

第１項第３号に規定するガソリン軽自動車（以下この項及び次項において「ガソ

リン軽自動車」という。）のうち３輪以上のもの」に、「当該軽自動車」を「当

該ガソリン軽自動車」に、「平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで

」を「平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで」に、「平成３０年度分

」を「令和２年度分」に改め、「軽自動車税」の次に「の種別割」を加え、「平

成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで」を「令和２年４月１日から令

和３年３月３１日まで」に、「平成３１年度分」を「令和３年度分」に改め、同

項の表を次のように改める。 

第２号ア（イ） ３，９００円 ２，０００円 

第２号ア（ウ）ａ 
６，９００円 ３，５００円 

１０，８００円 ５，４００円 

第２号ア（ウ）ｂ 
３，８００円 １，９００円 

５，０００円 ２，５００円 

附則第１６条第４項中「３輪以上の軽自動車」を「ガソリン軽自動車のうち３

輪以上のもの」に、「当該軽自動車」を「当該ガソリン軽自動車」に、「平成２

９年４月１日から平成３０年３月３１日まで」を「平成３１年４月１日から令和

２年３月３１日まで」に、「平成３０年度分」を「令和２年度分」に改め、「軽

自動車税」の次に「の種別割」を加え、「平成３０年４月１日から平成３１年３

月３１日まで」を「令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで」に、「平成

３１年度分」を「令和３年度分」に改め、同項の表を次のように改める。 

第２号ア（イ） ３，９００円 ３，０００円 

第２号ア（ウ）ａ 
６，９００円 ５，２００円 

１０，８００円 ８，１００円 

第２号ア（ウ）ｂ 
３，８００円 ２，９００円 

５，０００円 ３，８００円 

附則第１６条の２を次のように改める。 

（軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） 

第１６条の２ 市長は、軽自動車税の種別割の賦課徴収に関し、３輪以上の軽自

動車が前条第２項から第４項までの規定の適用を受ける３輪以上の軽自動車に

該当するかどうかの判断をするときは、国土交通大臣の認定等（法附則第３０

条の２第１項に規定する国土交通大臣の認定等をいう。次項において同じ。）
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に基づき当該判断をするものとする。 

２ 市長は、納付すべき軽自動車税の種別割の額について不足額があることを第

７６条第２項の納期限（納期限の延長があったときは、その延長された納期限

）後において知った場合において、当該事実が生じた原因が、国土交通大臣の

認定等の申請をした者が偽りその他不正の手段（当該申請をした者に当該申請

に必要な情報を直接又は間接に提供した者の偽りその他不正の手段を含む。）

により国土交通大臣の認定等を受けたことを事由として国土交通大臣が当該国

土交通大臣の認定等を取り消したことによるものであるときは、当該申請をし

た者又はその一般承継人を賦課期日現在における当該不足額に係る３輪以上の

軽自動車の所有者とみなして、軽自動車税の種別割に関する規定（第７８条及

び第７９条の規定を除く。）を適用する。 

３ 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の種別割の額は、

同項の不足額に、これに１００分の１０の割合を乗じて計算した金額を加算し

た金額とする。 

第２条 安城市税条例の一部を次のように改正する。 

  第２６条第１項第２号中「又は寡夫」を「、寡夫又は単身児童扶養者」に改め

る。 

  附則第１６条第１項中「第４項」を「第５項」に改め、同条に次の１項を加え

る。 

５ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車のうち、

自家用の乗用のものに対する第７５条の規定の適用については、当該軽自動車

が令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受

けた場合には令和４年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該軽自動車が令和

４年４月１日から令和５年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場

合には令和５年度分の軽自動車税の種別割に限り、第２項の表の左欄に掲げる

同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句と

する。 

附則第１６条の２第１項中「第４項」を「第５項」に改める。 

（安城市税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第３条 安城市税条例等の一部を改正する条例（平成３０年安城市条例第６号）の

一部を次のように改正する。 

第１条のうち、安城市税条例附則第１５条の次に５条を加える改正規定（同条
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例附則第１５条の６第２項に係る部分に限る。）中「については」の次に「、当

分の間」を加え、同条例附則第１６条第１項の改正規定中「初めて道路運送車両

法第６０条第１項後段の規定による」を「最初の法第４４４条第３項に規定する

」を「平成１８年３月３１日までに初めて道路運送車両法第６０条第１項後段の

規定による車両番号の指定（次項から第４項までにおいて「初回車両番号指定」

という。）を受けた法附則第３０条第１項」を「法附則第３０条」に、「平成３

１年度分」を「当該軽自動車が最初の法第４４４条第３項に規定する車両番号の

指定を受けた月から起算して１４年を経過した月の属する年度以後の年度分」に

改める。 

附則第１条中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月１日」に改める。 

附則第３条第２項中「平成３２年度」を「令和２年度」に改める。 

第４条 安城市税条例等の一部を改正する条例（平成３０年安城市条例第３３号）

の一部を次のように改正する。 

  第１条のうち、安城市税条例第４６条第１項の改正規定中「及び第１１項」を

「、第１１項及び第１３項」に改め、同条に３項を加える改正規定中「３項」を

「８項」に改め、同改正規定（同条第１０項に係る部分に限る。）中「次項」の

次に「及び第１２項」を加え、「その他施行規則で定める方法」を削り、同改正

規定（同条第１２項に係る部分に限る。）中「申告は、」の次に「申告書記載事

項が」を加え、同改正規定に次のように加える。 

 １３ 第１０項の内国法人が、電気通信回線の故障、災害その他の理由により地

方税関係手続用電子情報処理組織を使用することが困難であると認められる場

合で、かつ、同項の規定を適用しないで納税申告書を提出することができると

認められる場合において、同項の規定を適用しないで納税申告書を提出するこ

とについて市長の承認を受けたときは、当該市長が指定する期間内に行う同項

の申告については、前３項の規定は、適用しない。法人税法第７５条の４第２

項の申請書を同項に規定する納税地の所轄税務署長に提出した第１０項の内国

法人が、当該税務署長の承認を受け、又は当該税務署長の却下の処分を受けて

いない旨を記載した施行規則で定める書類を、納税申告書の提出期限の前日ま

でに、又は納税申告書に添付して当該提出期限までに、市長に提出した場合に

おける当該税務署長が指定する期間内に行う同項の申告についても、同様とす

る。 

 １４ 前項前段の承認を受けようとする内国法人は、同項前段の規定の適用を受
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けることが必要となった事情、同項前段の規定による指定を受けようとする期

間その他施行規則で定める事項を記載した申請書に施行規則で定める書類を添

付して、当該期間の開始の日の１５日前までに、これを市長に提出しなければ

ならない。 

 １５ 第１３項の規定の適用を受けている内国法人は、第１０項の申告につき第

１３項の規定の適用を受けることをやめようとするときは、その旨その他施行

規則で定める事項を記載した届出書を市長に提出しなければならない。 

 １６ 第１３項前段の規定の適用を受けている内国法人につき、法第３２１条の

８第５１項の処分又は前項の届出書の提出があったときは、これらの処分又は

届出書の提出があった日の翌日以後の第１３項前段の期間内に行う第１０項の

申告については、第１３項前段の規定は適用しない。ただし、当該内国法人が、

同日以後新たに同項前段の承認を受けたときは、この限りでない。 

 １７ 第１３項後段の規定の適用を受けている内国法人につき、第１５項の届出

書の提出又は法人税法第７５条の４第３項若しくは第６項（同法第８１条の２

４の３第２項において準用する場合を含む。）の処分があったときは、これら

の届出書の提出又は処分があった日の翌日以後の第１３項後段の期間内に行う

第１０項の申告については、第１３項後段の規定は適用しない。ただし、当該

内国法人が、同日以後新たに同項後段の書類を提出したときは、この限りでな

い。 

  附則第１条第４号中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月１日」に改

め、同条第５号中「３項を」を「８項を」に、「平成３２年４月１日」を「令和

２年４月１日」に改め、同条第６号中「平成３２年１０月１日」を「令和２年１

０月１日」に改め、同条第７号中「平成３３年１月１日」を「令和３年１月１日

」に改め、同条第８号中「平成３３年１０月１日」を「令和３年１０月１日」に

改め、同条第９号中「平成３４年１０月１日」を「令和４年１０月１日」に改め

る。 

  附則第２条第２項中「平成３３年度」を「令和３年度」に、「平成３２年度分

」を「令和２年度分」に改め、同条第３項中「第１２項」を「第１７項」に改め

る。 

  附則第７条中「平成３１年９月３０日」を「令和元年９月３０日」に改める。 

  附則第９条第１項中「平成３２年１０月１日」を「令和２年１０月１日」に改

め、同条第２項中「平成３２年１１月２日」を「令和２年１１月２日」に改め、
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同条第３項中「平成３３年３月３１日」を「令和３年３月３１日」に改める。 

  附則第１１条第１項中「平成３３年１０月１日」を「令和３年１０月１日」に

改め、同条第２項中「平成３３年１１月１日」を「令和３年１１月１日」に改め、

同条第３項中「平成３４年３月３１日」を「令和４年３月３１日」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施行

する。 

（１）第３条及び第４条の規定 公布の日 

（２）第１条（次号に掲げる改正規定を除く。）及び附則第５条の規定 令和元年

１０月１日 

（３）第１条中安城市税条例第３５条の２中第９項を第１０項とし、第８項を第９

項とし、第７項を第８項とし、第６項の次に１項を加える改正規定、第３５条

の３の２、第３５条の３の３及び第３５条の４第１項の改正規定並びに附則第

１０条の２中第１９項を第２０項とし、第１６項から第１８項までを１項ずつ

繰り下げ、第１５項の次に１項を加える改正規定並びに次条及び附則第４条の

規定 令和２年１月１日 

（４）第２条中安城市税条例第２６条の改正規定及び附則第３条の規定 令和３年

１月１日 

（５）第２条（前号に掲げる改正規定を除く。）及び附則第６条の規定 令和３年

４月１日 

 （市民税に関する経過措置） 

第２条 附則第１条第３号に掲げる規定による改正後の安城市税条例（次項及び第

３項並びに附則第４条において「２年新条例」という。）第３５条の２第７項の

規定は、同号に掲げる規定の施行の日以後に令和２年度以後の年度分の個人の市

民税に係る申告書を提出する場合について適用し、同日前に当該申告書を提出し

た場合及び同日以後に平成３１年度分までの個人市民税に係る申告書を提出する

場合については、なお従前の例による。 

２ ２年新条例第３５条の３の２第１項（第３号に係る部分に限る。）の規定は、

附則第１条第３号に掲げる規定の施行の日以後に支払を受けるべき安城市税条例

第３５条の２第１項に規定する給与について提出する２年新条例第３５条の３の

２第１項及び第２項に規定する申告書について適用する。 
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３ ２年新条例第３５条の３の３第１項の規定は、附則第１条第３号に掲げる規定

の施行の日以後に支払を受けるべき所得税法等の一部を改正する法律（平成３１

年法律第６号）第１条の規定による改正後の所得税法（昭和４０年法律第３３号。

以下この項において「新所得税法」という。）第２０３条の６第１項に規定する

公的年金等（新所得税法第２０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。）に

ついて提出する２年新条例第３５条の３の３第１項に規定する申告書について適

用する。 

第３条 附則第１条第４号に掲げる規定による改正後の安城市税条例第２６条第１

項（第２号に係る部分に限る。）の規定は、令和３年度以後の年度分の個人の市

民税について適用し、令和２年度分までの個人の市民税については、なお従前の

例による。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第４条 ２年新条例の規定中固定資産税に関する部分は、令和２年度以後の年度分

の固定資産税について適用し、平成３１年度分までの固定資産税については、な

お従前の例による。 

 （軽自動車税に関する経過措置） 

第５条 別段の定めがあるものを除き、附則第１条第２号に掲げる規定による改正

後の安城市税条例（以下「元年１０月新条例」という。）の規定中軽自動車税の

環境性能割に関する部分は、同号に掲げる規定の施行の日以後に取得された３輪

以上の軽自動車に対して課する軽自動車税の環境性能割について適用する。 

２ 元年１０月新条例の規定中軽自動車税の種別割に関する部分は、令和２年度以

後の年度分の軽自動車税の種別割について適用する。 

第６条 附則第１条第５号に掲げる規定による改正後の安城市税条例の規定は、令

和３年度以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用し、令和２年度分まで

の軽自動車税の種別割については、なお従前の例による。 

 

－提案理由－ 

この案を提出したのは、地方税法の改正等に伴い、必要があるため。 
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第５６号議案 

安城市都市計画税条例の一部を改正する条例の制定について 

上記の条例を次のとおり制定するものとする。 

令和元年６月７日提出 

安城市長 神 谷  学 

安城市都市計画税条例の一部を改正する条例 

安城市都市計画税条例（昭和４４年条例第２０号）の一部を次のように改正する。 

附則第５項の前の見出し及び同項から第９項まで、第１０項（見出しを含む。）、

第１２項並びに第１３項中「平成３２年度」を「令和２年度」に改める。 

附則第１６項中「第３６項」の次に「、第４０項」を加える。 

附則第１７項（見出しを含む。）中「平成３２年度」を「令和２年度」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年１月１日から施行する。ただし、附則第５項の前の見出

し及び同項から第９項まで、第１０項（見出しを含む。）、第１２項並びに第１

３項の改正規定並びに附則第１７項（見出しを含む。）の改正規定は、公布の日

から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例（前項ただし書に規定する改正規定を除く。）による改正後の安城市

都市計画税条例の規定は、令和２年度以後の年度分の都市計画税について適用し、

平成３１年度分までの都市計画税については、なお従前の例による。 

－提案理由－ 

この案を提出したのは、認定誘導事業者が認定誘導事業により新たに取得した公

共施設等の用に供する一定の家屋について課税標準の特例を設ける等する上で、必

要があるため。 
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第５７号議案 

安城市行政財産目的外使用料条例の一部を改正する条例の制定につい

て 

上記の条例を次のとおり制定するものとする。 

令和元年６月７日提出 

安城市長 神 谷  学 

安城市行政財産目的外使用料条例の一部を改正する条例 

安城市行政財産目的外使用料条例（平成１３年安城市条例第３８号）の一部を次

のように改正する。 

別表中「１９，４４０円」を「１９，８００円」に改め、同表安城市立中学校体

育館の項中「７５０円」を「７６０円」に、「１，２９０円」を「１，３１０円」

に、「１，５１０円」を「１，５３０円」に、「８６０円」を「８７０円」に改め、

同表安城市立中学校夜間運動場の項中「２，４７０円」を「２，５１０円」に、「

１，２３０円」を「１，２５０円」に改め、同表三河安城駅連絡通路広告物掲示場

の項中「７７，２５０円」を「７８，６８０円」に、「１０７，１２０円」を「１

０９，１００円」に、「１１４，３３０円」を「１１６，４４０円」に、「１１７

，４２０円」を「１１９，５９０円」に、「４８４，１００円」を「４９３，０６

０円」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の別表の規定は、この条例の施行の日以後に行政財産の目的外使用の許

可を受けた者について適用し、同日前に行政財産の目的外使用の許可を受けた者

については、なお従前の例による。 
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－提案理由－ 

この案を提出したのは、消費税及び地方消費税の税率の引上げを勘案し、使用料

を改定する必要があるため。 
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第５８号議案 

安城市福祉センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条

例の制定について 

上記の条例を次のとおり制定するものとする。 

令和元年６月７日提出 

安城市長 神 谷  学 

安城市福祉センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条  

例 

安城市福祉センターの設置及び管理に関する条例（平成３年安城市条例第１４号

）の一部を次のように改正する。 

「 

３８０円 ４５０円 ５７０円 １，１４０円 

１，９８０円 ２，３００円 ２，９４０円 ５，８７０円 

１，４４０円 １，６７０円 ２，１３０円 ４，２６０円 

２９０円 ３４０円 ４５０円 ９００円 

２９０円 ３４０円 ４５０円 ９００円 

８１０円 ９５０円 １，２１０円 ２，４４０円 

別表第２中 
６１０円 ７３０円 ９２０円 １，８６０円 

を 

１，０３０円 １，２１０円 １，５５０円 ３，０８０円 
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 １９０円 ２３０円 ２９０円 ５７０円  

 ８２０円 ９５０円 １，２２０円 ２，４５０円  

 

９６０円 １，１３０円 １，４４０円 ２，９００円 

 

 ４６０円 ５３０円 ６８０円 １，３７０円  

                                   」 

「 

 ３８０円 ４５０円 ５８０円 １，１６０円  

 ２，０１０円 ２，３４０円 ２，９９０円 ５，９７０円  

 
１，４６０円 １，７００円 ２，１６０円 ４，３３０円 

 

 
２９０円 ３４０円 ４５０円 ９１０円 

 

 
２９０円 ３４０円 ４５０円 ９１０円 

 

 
８２０円 ９６０円 １，２３０円 ２，４８０円 

     

 

 
６２０円 ７４０円 ９３０円 １，８９０円 

に、 

 

１，０４０円 １，２３０円 １，５７０円 ３，１３０円 

 

 １９０円 ２３０円 ２９０円 ５８０円  

 ８３０円 ９６０円 １，２４０円 ２，４９０円  

 

９７０円 １，１５０円 １，４６０円 ２，９５０円 

 

 ４６０円 ５３０円 ６９０円 １，３９０円  

                          」 

「    「   
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１，０２０円 １，０２０円 １，０２０円   を １，０３０円 １，０ 

    」   

   

３０円 １，０３０円  に改める。 

  」 

      「 

別表第３中 

７７０円 ８９０円 １，１４０円 ２，２８０円 

を 
６８０円 ７９０円 １，０００円 ２，０００円 

１，０２０円 １，０２０円 １，０２０円  

                                    」 

「 

 

７８０円 ９００円 １，１６０円 ２，３２０円 

に改める。 
６９０円 ８００円 １，０１０円 ２，０３０円 

１，０３０円 １，０３０円 １，０３０円  

                             」 

      「 

別表第４中 

８２０円 ９５０円 １，２２０円 ２，４６０円 

を 
２５０円 ２８０円 ３７０円 ７６０円 

１，０２０円 １，０２０円 １，０２０円  

                                    」 

「 

 ８３０円 ９６０円 １，２４０円 ２，５００円  

 

に改める。 
 ２５０円 ２８０円 ３７０円 ７７０円 
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１，０３０円 １，０３０円 １，０３０円  

                             」 

      「 

別表第５中 

６９０円 ８００円 １，０２０円 ２，０６０円 

を 
４６０円 ５３０円 ６８０円 １，３７０円 

１，０２０円 １，０２０円 １，０２０円 
 

                                   」 

「 

 ７００円 ８１０円 １，０３０円 ２，０９０円 

に改める。 
 ４６０円 ５３０円 ６９０円 １，３９０円 

 
１，０３０円 １，０３０円 １，０３０円  

                             」 

      「 

 

 

別表第６中 

３１０円 ３６０円 ４７０円 ９５０円 

 

 

を 

２７０円 ３１０円 ４１０円 ８３０円 

３３０円 ３９０円 ５１０円 １，０２０円 

６００円 ７００円 ９００円 １，８２０円 

１５０円 １８０円 ２４０円 ４９０円 

５４０円 ６２０円 ８００円 １，６２０円 

１００円 １００円 １００円  
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１，０２０円 １，０２０円 １，０２０円 
 

                                   」 

「 

 
３１０円 ３６０円 ４７０円 ９６０円  

 
２７０円 ３１０円 ４１０円 ８４０円  

 
３３０円 ３９０円 ５１０円 １，０３０円  

 
６１０円 ７１０円 ９１０円 １，８５０円 

に改める。 

 １５０円 １８０円 ２４０円 ４９０円  

 
５５０円 ６３０円 ８１０円 １，６５０円 

  １００円 １００円 １００円  

 
１，０３０円 １，０３０円 １，０３０円 

 

                             」 

      「 

 ９４０円 １，１００円 １，３９０円 ２，８１０円 

を 

 

別表第７中 

７４０円 ８７０円 １，１１０円 ２，２３０円 

５５０円 ６５０円 ８３０円 １，６７０円 

 
１，０２０円 １，０２０円 １，０２０円  

                                   」 

「 

 ９５０円 １，１２０円 １，４１０円 ２，８６０円  
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７５０円 ８８０円 １，１３０円 ２，２７０円 
 

に改める。 
５６０円 ６６０円 ８４０円 １，７００円 

 
１，０３０円 １，０３０円 １，０３０円  

 

                             」 

      「 

 ９６０円 １，１３０円 １，４２０円 ２，８８０円  

 
２６０円 ３００円 ３９０円 ７９０円 

 

別表第８中 ３７０円 ４３０円 ５５０円 １，１２０円 を 

 ３７０円 ４３０円 ５５０円 １，１２０円  

 
１，０２０円 １，０２０円 １，０２０円 

  

                                    」 

「 

 ９７０円 １，１５０円 １，４４０円 ２，９３０円  

 ２６０円 ３００円 ３９０円 ８００円 
 

 ３７０円 ４３０円 ５６０円 １，１４０円 に改める。 

 ３７０円 ４３０円 ５６０円 １，１４０円  

 
１，０３０円 １，０３０円 １，０３０円  

 

                             」 

      「 

 ４１０円 ４８０円 ６００円 １，２３０円  

 

を 別表第９中 

４００円 ４６０円 ５９０円 １，２００円 

５２０円 ６１０円 ７８０円 １，５７０円 
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１，０２０円 １，０２０円 １，０２０円  

                                    」 

「 

 ４１０円 ４８０円 ６１０円 １，２５０円  

 
４００円 ４６０円 ６００円 １，２２０円 

に改める。 ５２０円 ６２０円 ７９０円 １，５９０円 

 
１，０３０円 １，０３０円 １，０３０円  

 

                             」 

附 則 

（施行期日） 

１  この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の別表第２から別表第９までの規定は、この条例の施行の日以後に福祉

センターの利用の許可を受けた者について適用し、同日前に福祉センターの利用

の許可を受けた者については、なお従前の例による。 

 

－提案理由－ 

この案を提出したのは、消費税及び地方消費税の税率の引上げを勘案し、使用料

を改定する必要があるため。 
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第５９号議案 

安城市社会福祉会館の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条

例の制定について 

上記の条例を次のとおり制定するものとする。 

令和元年６月７日提出 

安城市長 神 谷  学 

安城市社会福祉会館の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条

例 

安城市社会福祉会館の設置及び管理に関する条例（平成１７年安城市条例第３７

号）の一部を次のように改正する。 

第１１条第２項ただし書、第１２条及び第１３条ただし書中「指定管理者」を「

市長」に改める。 

「 

３７０円 ４４０円 ８１０円 

別表中 １，０３０円 １，２１０円 ２，２５０円 

１，２５０円 １，４６０円 ２，７１０円 

」 

「 

３７０円 ４４０円 ８２０円 

を １，０４０円 １，２３０円 ２，２９０円 に改め 

１，２７０円 １，４８０円 ２，７６０円 

  」 

る。 

附 則 

（施行期日） 

１  この条例は、令和元年１０月１日から施行する。ただし、第１１条第２項ただ
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し書、第１２条及び第１３条ただし書の改正規定は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の別表の規定は、この条例の施行の日以後に安城市社会福祉会館の利用

の許可を受けた者について適用し、同日前に安城市社会福祉会館の利用の許可を

受けた者については、なお従前の例による。 

 

－提案理由－ 

この案を提出したのは、消費税及び地方消費税の税率の引上げを勘案し、使用料

を改定するほか、使用料に係る所要の規定の整理をする必要があるため。 
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第６０号議案 

安城市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例の制定について 

上記の条例を次のとおり制定するものとする。 

令和元年６月７日提出 

安城市長 神 谷  学 

安城市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める 

条例の一部を改正する条例 

安城市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成

２６年安城市条例第２９号）の一部を次のように改正する。 

第１０条第３項中「都道府県知事」の次に「又は地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２５２条の１９第１項の指定都市の長」を加える。 

附則第２条中「平成３２年３月３１日」を「令和２年３月３１日」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

－提案理由－ 

この案を提出したのは、放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準の

改正等に伴い、必要があるため。 
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第６１号議案 

 

安城市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例の一部を改正する条例

の制定について 

 

上記の条例を次のとおり制定するものとする。 

 

令和元年６月７日提出 

 

安城市長 神 谷  学 

 

安城市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例の一部を改正する条例 

 

安城市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例（昭和４７年条例第１２号）の一

部を次のように改正する。 

別表第１（その２）し尿（定額制）の項中「６３０円」を「６４０円」に、「５

８０円」を「５９０円」に改め、同表し尿（従量制）の項中「１，０３０円」を「

１，０４０円」に改める。 

附 則 

１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 

２ 改正後の別表第１の規定は、この条例の施行の日以後に収集するし尿に係る手

数料について適用し、同日前に収集したし尿に係る手数料については、なお従前

の例による。  

 

－提案理由－ 

この案を提出したのは、消費税及び地方消費税の税率の引上げを勘案し、手数料

を改定する必要があるため。 
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第６２号議案 

 

安城市休日夜間急病診療所の設置及び管理に関する条例の一部を改正

する条例の制定について 

 

上記の条例を次のとおり制定するものとする。 

 

令和元年６月７日提出 

 

安城市長 神 谷  学 

 

安城市休日夜間急病診療所の設置及び管理に関する条例の一部を改正 

する条例 

 

安城市休日夜間急病診療所の設置及び管理に関する条例（昭和５２年条例第１８

号）の一部を次のように改正する。 

別表第２診断書の項中「１，０８０円」を「１，１００円」に改め、同表死亡診

断書の項中「１，６１０円」を「１，６３０円」に改める。 

附 則 

この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 

 

－提案理由－ 

この案を提出したのは、消費税及び地方消費税の税率の引上げを勘案し、文書料

を改定する必要があるため。 
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第６３号議案 

 

安城市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について 

 

上記の条例を次のとおり制定するものとする。 

 

令和元年６月７日提出 

 

安城市長 神 谷  学 

 

安城市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

安城市国民健康保険税条例（昭和３３年条例第４号）の一部を次のように改正す

る。 

第２条第２項ただし書中「５８万円」を「６１万円」に改める。 

第２７条中「５８万円」を「６１万円」に改め、同条第２号中「２７万５，００

０円」を「２８万円」に改め、同条第３号中「５０万円」を「５１万円」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （適用区分） 

２ 改正後の安城市国民健康保険税条例の規定は、平成３１年度以後の年度分の国

民健康保険税について適用し、平成３０年度分までの国民健康保険税については、

なお従前の例による。 

 

－提案理由－ 

この案を提出したのは、地方税法施行令の改正に伴い、必要があるため。 
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第６４号議案 

 

安城市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について 

 

上記の条例を次のとおり制定するものとする。 

 

令和元年６月７日提出 

 

安城市長 神 谷  学 

 

安城市介護保険条例の一部を改正する条例 

 

安城市介護保険条例（平成１２年安城市条例第２５号）の一部を次のように改正

する。 

第３条第１項中「平成３２年度」を「令和２年度」に改め、同条第２項中「平成

３０年度から平成３２年度まで」を「平成３１年度及び令和２年度」に、「２２，

２１８円」を「１７，４５７円」に改め、同条に次の２項を加える。 

３ 前項の規定は、第１項第２号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減額

賦課に係る平成３１年度及び令和２年度の各年度における保険料率について準用

する。この場合において、前項中「１７，４５７円」とあるのは、「３０，１５

３円」と読み替えるものとする。 

４ 第２項の規定は、第１項第３号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減

額賦課に係る平成３１年度及び令和２年度の各年度における保険料率について準

用する。この場合において、第２項中「１７，４５７円」とあるのは、「３９，

６７５円」と読み替えるものとする。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （適用区分） 

２ 改正後の第３条第２項から第４項までの規定は、平成３１年度以後の年度分の

保険料について適用し、平成３０年度分までの保険料については、なお従前の例

による。 
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－提案理由－ 

この案を提出したのは、介護保険法施行令の改正に伴い保険料の軽減措置を拡充

するほか、所要の規定の整理をする必要があるため。 
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第６５号議案 

 

安城市総合斎苑の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の

制定について 

 

上記の条例を次のとおり制定するものとする。 

 

令和元年６月７日提出 

 

安城市長 神 谷  学 

 

安城市総合斎苑の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

 

安城市総合斎苑の設置及び管理に関する条例（平成１０年安城市条例第４３号）

の一部を次のように改正する。 

「    「  

 ５３０円 ３，２４０円  ５３０円 

別表中 

２，１６０円 ４，３２０円 

 を 

２，２００円 

１，６１０円 ３，２４０円 １，６３０円 

 ２，１６０円 ４，３２０円  ２，２００円 

   」  

 「     「 

  
５６，１６０円 ２２４，６４０円 

 

  
４７，５２０円 １９０，０８０円 

 

  
３４，５６０円 １３８，２４０円 

 

  ２５，９２０円 １０３，６８０円  
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３，３００円  
４７，５２０円 １９０，０８０円 

 

４，４００円 
  

に、 ３８，８８０円 １５５，５２０円  を 

３，３００円 
 

２５，９２０円 １０３，６８０円 
 

４，４００円   

 」 １７，２８０円 ６９，１２０円  

  ２，１６０円 ８，６４０円  

  
１，０８０円 ４，３２０円 

 

   

  ２，６９０円 １０，８００円  

  
１，３４０円 ５，４００円 

 

   

  ３，２４０円 ６，４８０円  

    」 

   

５７，２００円 ２２８，８００円 
 

 

４８，４００円 １９３，６００円 
 

 

３５，２００円 １４０，８００円 
 

 

２６，４００円 １０５，６００円  

４８，４００円 １９３，６００円 
 

 

３９，６００円 １５８，４００円  に改める。 

２６，４００円 １０５，６００円 
 

 

１７，６００円 ７０，４００円  

２，２００円 ８，８００円  
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１，１００円 ４，４００円 
 

 

２，７３０円 １１，０００円  

１，３６０円 ５，５００円 
 

 

３，３００円 ６，６００円  

  」 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の別表の規定は、この条例の施行の日以後に安城市総合斎苑の利用の許

可を受けた者について適用し、同日前に安城市総合斎苑の利用の許可を受けた者

については、なお従前の例による。 

 

－提案理由－ 

この案を提出したのは、消費税及び地方消費税の税率の引上げを勘案し、使用料

を改定する必要があるため。 
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第６６号議案 

 

安城市民交流センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正する

条例の制定について 

 

上記の条例を次のとおり制定するものとする。 

 

令和元年６月７日提出 

 

安城市長 神 谷  学 

 

安城市民交流センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正する 

条例 

 

安城市民交流センターの設置及び管理に関する条例（平成２１年安城市条例第２

２号）の一部を次のように改正する。 

別表中多目的ホールの項を次のように改める。 

多目的ホール 

半面 

２，６３０円 ３，５１０円 ３，１５０円 ７，４５０円 

「       「 

 ８２０円 １，０９０円 ９８０円 ２，３００円   

別表中 
３７０円 ４９０円 ４５０円 １，０４０円 

 を 
６３０円 ８６０円 ７８０円 １，８１０円 

 １，１３０円 １，５００円 １，３５０円 ３，１８０円  

     」 

       

８３０円 １，１１０円 ９９０円 ２，３４０円   

３７０円 ４９０円 ４５０円 １，０５０円 
に改める。 

６４０円 ８７０円 ７９０円 １，８４０円 

１，１５０円 １，５２０円 １，３７０円 ３，２３０円  

    」 
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附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の別表の規定は、この条例の施行の日以後に安城市民交流センターの利

用の許可を受けた者について適用し、同日前に安城市民交流センターの利用の許

可を受けた者については、なお従前の例による。 

 

－提案理由－ 

この案を提出したのは、消費税及び地方消費税の税率の引上げを勘案し、利用料

金を改定する必要があるため。 
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第６７号議案 

 

安城市中心市街地拠点施設条例の一部を改正する条例の制定について 

 

上記の条例を次のとおり制定するものとする。 

 

令和元年６月７日提出 

 

安城市長 神 谷  学 

 

安城市中心市街地拠点施設条例の一部を改正する条例 

 

安城市中心市街地拠点施設条例（平成２８年安城市条例第２７号）の一部を次の

ように改正する。 

「              

 
３，９５０円 ６，４５０円 ８，３００円 

１５，８００

円 

 

 

４，９００円 ７，９９０円 
１０，２７０

円 

１９，５６０

円 

 

 別表第１中 を 
５４０円 ６８０円 ８９０円 １，８００円 

 ５５０円 ６９０円 ９００円 １，８２０円  

 ６００円 ７５０円 ９９０円 １，９９０円  

 ８２０円 １，０３０円 １，３５０円 ２，７２０円  

 ６４０円 ８１０円 １，０６０円 ２，１４０円  

     」 

「              

 
４，０００円 ６，６００円 ８，４００円 

１６，１００

円 

 

  

５，０００円 

 

８，２００円 
１０，５００

円 

２０，１００

円 
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に改める。 
 ５５０円 ６９０円 ９１０円 １，８３０円 

 ５６０円 ７００円 ９２０円 １，８５０円  

 ６１０円 ７７０円 １，０１０円 ２，０４０円  

 ８３０円 １，０５０円 １，３８０円 ２，７８０円  

 ６６０円 ８３０円 １，０８０円 ２，１８０円  

     」 

同表エントランス及び屋外施設の項中「あたり」を「当たり」に改める。 

「  「    

 
１，６２０円 

 
１，６５０円 

  

    

 １，０８０円  １，１００円   

 ５３０円  ５５０円   

 ７４０円  ７５０円   

 ７４０円  ７５０円   

 ７４０円  ７５０円   

 １５０円  １６０円   

 

２，５９０円 

 

２，６４０円 

  

    

    

    

 
１，０８０円 

 
１，１００円 

  

    

 ５３０円  ５５０円   

 ５３０円   ５５０円   

 
１，０８０円 

 
１，１００円 

  

別表第２中 を に改める。  

 ２６０円  ２８０円   

 １００円  １１０円   

 １５０円  １６０円   

 １，２２０円  １，２４０円   
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５２０円 

 
５６０円 

  

    

 ２６０円  ２８０円   

 
１，０８０円 

 
１，１００円 

  

    

 ５３０円  ５５０円   

 
５３０円 

 
５５０円 

  

    

 ５３０円  ５５０円   

 ２４０円  ２５０円   

 ３０円  ３０円   

 
１５０円 

 
１６０円 

  

    

  」  」  

 別表第３専用利用しない場合の項中「１，０８０円」を「１，１００円」に改め

る。 

「  「    

 ３，２４０円  ３，３００円   

 １，４７０円  １，５００円   

 １，９６０円  ２，０００円   

別表第４中 
１，４７０円 

 を 
１，５００円 

に改める。 
 

１，４７０円 １，５００円 
 

    

 
１５０円 

 
１６０円 

  

    

  」  」  

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の別表第１から別表第４までの規定は、この条例の施行の日以後に安城
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市中心市街地拠点施設の利用の許可を受けた者について適用し、同日前に安城市

中心市街地拠点施設の利用の許可を受けた者については、なお従前の例による。 

 

－提案理由－ 

この案を提出したのは、消費税及び地方消費税の税率の引上げを勘案し、利用料

金を改定等する必要があるため。 
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第６８号議案 

 

安城市図書館の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の制

定について 

 

上記の条例を次のとおり制定するものとする。 

 

令和元年６月７日提出 

 

安城市長 神 谷  学 

 

安城市図書館の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

 

安城市図書館の設置及び管理に関する条例（昭和６０年安城市条例第３８号）の

一部を次のように改正する。 

「      

 ３４０円 ３５０円 ４９０円 １，１７０円  

 ３４０円 ３５０円 ４９０円 １，１７０円  

 ３４０円 ３５０円 ４９０円 １，１７０円  

 ３４０円 ３５０円 ４９０円 １，１７０円  

  ３４０円 ３５０円 ４９０円 １，１７０円  

別表第１中 
３４０円 ３５０円 ４９０円 １，１７０円  

４８０円 ５００円 ６９０円 １，６６０円 
 

  

 
４８０円 ５００円 ６９０円 １，６６０円 

 

  

 
１，２００円 １，２６０円 １，７３０円 ４，１７０円 

 

  

     」 

「     「  

 ３５０円 ３６０円 ５００円 １，２００円   
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 ３５０円 ３６０円 ５００円 １，２００円   

 ３５０円 ３６０円 ５００円 １，２００円   

 ３５０円 ３６０円 ５００円 １，２００円   

 ３５０円 ３６０円 ５００円 １，２００円   

を 
３５０円 ３６０円 ５００円 １，２００円 

  に、 
 

４９０円 ５１０円 ７００円 １，６８０円 
 

  

 
４９０円 ５１０円 ７００円 １，６８０円 

  

  

 
１，２３０円 １，２８０円 １，７６０円 ４，２３０円 

 
１ 

  

     」  

      「  

３４０円 ２４０円 ３３０円 ９００円  ３５０円 

３４０円 ２４０円 ３３０円 ９００円  ３５０円 

３４０円 ２４０円 ３３０円 ９００円  ３５０円 

３４０円 ２４０円 ３３０円 ９００円  ３５０円 

３４０円 ２４０円 ３３０円 ９００円  ３５０円 

３４０円 ２４０円 ３３０円 ９００円 
  を 

３５０円 

４８０円 ３３０円 ４６０円 １，２７０円 ４９０円 
 

４８０円 ３３０円 ４６０円 １，２７０円 
 

４９０円 
 

，  ２００円 ８４０円 １，１５０円 ３，１８０円 
 

１，２３０円 
 

    」  

      

２４０円 ３３０円 ９１０円    

２４０円 ３３０円 ９１０円    

２４０円 ３３０円 ９１０円    

２４０円 ３３０円 ９１０円    
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２４０円 ３３０円 ９１０円    

２４０円 ３３０円 ９１０円 
に改める。  

 

３４０円 ４７０円 １，２９０円 
 

  

３４０円 ４７０円 １，２９０円  
  

 

８５０円 １，１７０円 ３，２２０円  
  

 

   」   

 別表第２大判プリンターの項中「４，０００円」を「４，０７０円」に改め、同

表３Ｄプリンターの項中「１，０００円」を「１，０１０円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の別表第１及び別表第２の規定は、この条例の施行の日以後に安城市図

書情報館の利用の許可を受けた者について適用し、同日前に安城市図書情報館の

利用の許可を受けた者については、なお従前の例による。 

 

－提案理由－ 

この案を提出したのは、消費税及び地方消費税の税率の引上げを勘案し、使用料

を改定する必要があるため。 
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第６９号議案 

 

安城市公民館の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の制

定について 

 

上記の条例を次のとおり制定するものとする。 

 

令和元年６月７日提出 

 

安城市長 神 谷  学 

 

安城市公民館の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

 

安城市公民館の設置及び管理に関する条例（昭和５５年安城市条例第７号）の一

部を次のように改正する。 

別表第１（その１）中備考以外の部分を次のように改める。 

別表第１（その１）（第６条関係） 

    中央公民館 ホール、楽屋、会議室等使用料 

区分 

金額 

午前 午後 夜間 全日 

午前９時～ 

正午 

午後１時～ 

午後４時３０分 

午後５時３０分

～ 

午後９時 

午前９時～ 

午後９時 

ホール 平日 １３，２００円 １８，７００円 ２７，５００円 ５０，６００円 

土曜日、

日曜日及

び祝日 

１６，５００円 ２６，４００円 ３１，９００円 ６４，９００円 

楽屋１ ５３０円 ７００円 ９２０円 １，９１０円 

楽屋２ ６５０円 ８４０円 １，１２０円 ２，３００円 

和室１ ６５０円 ８４０円 １，１２０円 ２，３００円 

和室２ ８７０円 １，１３０円 １，４６０円 ３，１７０円 

展示室１ １，２００円 １，５３０円 １，９７０円 ４，３００円 
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展示室２ ２，４１０円 ３，０７０円 ４，２７０円 ９，０１０円 

講座室 １，６３０円 ２，２００円 ２，６３０円 ５，９３０円 

１０１会議室 ４３０円 ５３０円 ７６０円 １，６３０円 

１０２会議室 ７６０円 ９７０円 １，２００円 ２，６３０円 

２０１会議室 ５８０円 ７１０円 １，０００円 ２，１７０円 

２０２会議室 ９２０円 １，１４０円 １，６１０円 ３，４８０円 

３０１会議室 ５８０円 ７１０円 １，０００円 ２，１７０円 

３０２会議室 ９２０円 １，１４０円 １，６１０円 ３，４８０円 

３０３会議室 ５３０円 ６５０円 ８７０円 １，８６０円 

３０４会議室 ７６０円 ９７０円 １，２００円 ２，６３０円 

音楽室 １，２００円 １，５３０円 １，９７０円 ４，３００円 

創作活動室 ８７０円 １，１３０円 １，４６０円 ３，１７０円 

クッキングルー

ム 
１，２００円 １，５３０円 １，９７０円 ４，３００円 

大会議室 ３，８３０円 ４，９３０円 ５，９３０円 １３，６３０円 

別表第１（その２）１時間の項中「７，０００円」を「７，１２０円」に改める。 

別表第１（その４）ホール照明設備の項中「６４０円」を「６５０円」に、「７

５０円」を「７６０円」に、「９１０円」を「９２０円」に、「６，８９０円」を

「７，０１０円」に、「３，３１０円」を「３，３７０円」に改め、同表ホール音

響設備の項中「２，５９０円」を「２，６３０円」に、「１，０８０円」を「１，

１００円」に、「８６０円」を「８７０円」に改め、同表ホール舞台備品の項中「

３，２４０円」を「３，３００円」に、「５，０００円」を「５，０９０円」に、

「１，９４０円」を「１，９７０円」に、「６４０円」を「６５０円」に改める。 

別表第２（その１）第１会議室の項中「５９０円」を「６００円」に、「７００

円」を「７１０円」に、「９１０円」を「９２０円」に、「１，８３０円」を「１

，８６０円」に改め、同表第２会議室の項中「６１０円」を「６２０円」に、「７

５０円」を「７６０円」に、「１，５１０円」を「１，５３０円」に改め、同表第

３会議室の項中「６２０円」を「６３０円」に、「１，２６０円」を「１，２８０

円」に改め、同表第４会議室の項中「６２０円」を「６３０円」に、「１，２６０

円」を「１，２８０円」に改め、同表第５会議室の項中「７５０円」を「７６０円

」に改め、同表第６会議室の項中「９００円」を「９１０円」に改め、同表第１和

室の項及び第２和室の項中「９４０円」を「９５０円」に改め、同表実習室の項中
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「７３０円」を「７４０円」に、「８３０円」を「８４０円」に、「１，０５０円

」を「１，０６０円」に、「２，１２０円」を「２，１５０円」に改め、同表多目

的ホールの項中「１，９７０円」を「２，０００円」に、「２，３００円」を「２

，３４０円」に、「２，９６０円」を「３，０１０円」に、「５，９３０円」を「

６，０３０円」に改める。 

別表第３（その１）第１会議室の項中「６１０円」を「６２０円」に、「１，２

４０円」を「１，２６０円」に改め、同表第２会議室の項中「５８０円」を「５９

０円」に、「１，１８０円」を「１，２００円」に改め、同表研修室の項中「５６

０円」を「５７０円」に、「６６０円」を「６７０円」に、「８４０円」を「８５

０円」に、「１，６９０円」を「１，７２０円」に改め、同表和室の項中「５８０

円」を「５９０円」に、「７６０円」を「７７０円」に、「１，５３０円」を「１

，５５０円」に改め、同表実習室の項中「６９０円」を「７００円」に、「８１０

円」を「８２０円」に、「１，０３０円」を「１，０４０円」に、「２，０８０円

」を「２，１１０円」に改め、同表視聴覚室の項中「５９０円」を「６００円」に、

「７００円」を「７１０円」に、「９００円」を「９１０円」に、「１，８１０円

」を「１，８４０円」に改め、同表大会議室の項中「８９０円」を「９００円」に、

「１，０２０円」を「１，０３０円」に、「１，３２０円」を「１，３４０円」に、

「２，６５０円」を「２，６９０円」に改め、同表多目的ホールの項中「１，８４

０円」を「１，８７０円」に、「２，１３０円」を「２，１６０円」に、「２，７

３０円」を「２，７８０円」に、「５，４８０円」を「５，５８０円」に改める。 

別表第３（その２）舞台設備の項中「１，６１０円」を「１，６３０円」に改め

る。 

別表第４（その１）大会議室兼体育室の項中「９３０円」を「９４０円」に、「

１，０９０円」を「１，１１０円」に、「１，３８０円」を「１，４００円」に、

「２，７７０円」を「２，８２０円」に改め、同表会議室の項中「５９０円」を「

６００円」に、「７００円」を「７１０円」に、「９１０円」を「９２０円」に、

「１，８３０円」を「１，８６０円」に改め、同表第１和室の項中「５５０円」を

「５６０円」に、「１，１２０円」を「１，１４０円」に改め、同表第２和室の項

中「９４０円」を「９５０円」に改め、同表実習室の項中「６２０円」を「６３０

円」に、「７４０円」を「７５０円」に、「９３０円」を「９４０円」に、「１，

８７０円」を「１，９００円」に改める。 

別表第５（その１）大会議室兼体育室の項中「９５０円」を「９６０円」に、「
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１，１２０円」を「１，１４０円」に、「１，４２０円」を「１，４４０円」に、

「２，８６０円」を「２，９１０円」に改め、同表第１会議室の項中「５９０円」

を「６００円」に、「７００円」を「７１０円」に、「９１０円」を「９２０円」

に、「１，８３０円」を「１，８６０円」に改め、同表第２会議室の項中「９００

円」を「９１０円」に改め、同表第１和室の項及び第２和室の項中「９４０円」を

「９５０円」に改め、同表実習室の項中「７３０円」を「７４０円」に、「８３０

円」を「８４０円」に、「１，０５０円」を「１，０６０円」に、「２，１２０円

」を「２，１５０円」に改め、同表談話室の項中「９００円」を「９１０円」に改

め、同表料理実習室の項中「５５０円」を「５６０円」に、「６４０円」を「６５

０円」に、「８３０円」を「８４０円」に、「１，６７０円」を「１，７００円」

に改める。 

別表第６大会議室兼体育室の項中「７６０円」を「７７０円」に、「８８０円」

を「８９０円」に、「１，１２０円」を「１，１４０円」に、「２，２４０円」を

「２，２８０円」に改め、同表第１会議室の項中「６２０円」を「６３０円」に、

「１，２６０円」を「１，２８０円」に改め、同表第２会議室の項中「７７０円」

を「７８０円」に、「８９０円」を「９００円」に、「１，１４０円」を「１，１

６０円」に、「２，２８０円」を「２，３２０円」に改め、同表第３会議室の項中

「５８０円」を「５９０円」に、「１，１８０円」を「１，２００円」に改め、同

表多目的室の項中「５５０円」を「５６０円」に、「 ６４０円」を「 ６５０円

」に、「８２０円」を「８３０円」に、「１，６４０円」を「１，６７０円」に改

め、同表第１和室の項中「５８０円」を「５９０円」に、「７３０円」を「７４０

円」に、「１，４６０円」を「１，４８０円」に改め、同表第２和室の項中「５５

０円」を「５６０円」に、「１，１２０円」を「１，１４０円」に改め、同表陶芸

実習室の項中「６１０円」を「６２０円」に、「７２０円」を「７３０円」に、「

９００円」を「９１０円」に、「１，８１０円」を「１，８４０円」に改める。 

別表第７（その１）大会議室兼体育室の項中「９１０円」を「９２０円」に、「

１，０５０円」を「１，０６０円」に、「１，３６０円」を「１，３８０円」に、

「２，７３０円」を「２，７８０円」に改め、同表第１会議室の項中「６５０円」

を「６６０円」に、「７６０円」を「７７０円」に、「９６０円」を「９７０円」

に、「１，９４０円」を「１，９７０円」に改め、同表第２会議室の項中「９８０

円」を「９９０円」に改め、同表第１和室の項中「５５０円」を「５６０円」に、

「１，１２０円」を「１，１４０円」に改め、同表第２和室の項中「５５０円」を
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「５６０円」に、「１，１２０円」を「１，１４０円」に改め、同表実習室の項中

「５５０円」を「５６０円」に、「６４０円」を「６５０円」に、「８３０円」を

「８４０円」に、「１，６７０円」を「１，７００円」に改め、同表料理実習室の

項中「６００円」を「６１０円」に、「８００円」を「８１０円」に、「１，６１

０円」を「１，６３０円」に改め、同表芸能室の項中「５５０円」を「５６０円」

に、「７３０円」を「７４０円」に、「１，４６０円」を「１，４８０円」に改め

る。 

別表第８（その１）第１会議室の項中「７７０円」を「７８０円」に改め、同表

第２会議室の項中「  ９９０円」を「１，０００円」に改め、同表第３会議室の

項中「６２０円」を「６３０円」に、「７２０円」を「７３０円」に、「９４０円

」を「９５０円」に、「１，８９０円」を「１，９２０円」に改め、同表第４会議

室の項中「５５０円」を「５６０円」に、「７３０円」を「７４０円」に、「１，

４６０円」を「１，４８０円」に改め、同表文化室の項中「６７０円」を「６８０

円」に、「７８０円」を「７９０円」に、「  ９９０円」を「１，０００円」に、

「２，０００円」を「２，０３０円」に改め、同表和室の項中「６１０円」を「６

２０円」に、「７７０円」を「７８０円」に、「１，５６０円」を「１，５８０円

」に改め、同表芸能室の項中「６５０円」を「６６０円」に、「７６０円」を「７

７０円」に、「９５０円」を「９６０円」に、「１，９１０円」を「１，９４０円

」に改め、同表実習室の項中「７６０円」を「７７０円」に、「８７０円」を「８

８０円」に、「１，１２０円」を「１，１４０円」に、「２，２５０円」を「２，

２９０円」に改め、同表多目的ホールの項中「１，８５０円」を「１，８８０円」

に、「２，１４０円」を「２，１７０円」に、「２，７４０円」を「２，７９０円

」に、「５，５１０円」を「５，６１０円」に改める。 

別表第８（その２）舞台設備の項中「１，６１０円」を「１，６３０円」に改め

る。 

別表第９大会議室兼体育室の項中「９３０円」を「９４０円」に、「１，０９０

円」を「１，１１０円」に、「１，３９０円」を「１，４１０円」に、「２，８１

０円」を「２，８６０円」に改め、同表第１会議室の項中「７８０円」を「７９０

円」に、「９００円」を「９１０円」に、「１，１４０円」を「１，１６０円」に、

「２，２８０円」を「２，３２０円」に改め、同表第２会議室の項中「１，０８０

円」を「１，１００円」に改め、同表第３会議室の項中「５４０円」を「５５０円

」に、「６２０円」を「６３０円」に、「８２０円」を「８３０円」に、「１，６
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５０円」を「１，６８０円」に改め、同表第４会議室の項中「６２０円」を「６３

０円」に、「１，２６０円」を「１，２８０円」に改め、同表第１和室の項中「５

５０円」を「５６０円」に、「１，１２０円」を「１，１４０円」に改め、同表第

２和室の項中「５５０円」を「５６０円」に、「１，１２０円」を「１，１４０円

」に改め、同表実習室の項中「６２０円」を「６３０円」に、「７４０円」を「７

５０円」に、「９３０円」を「９４０円」に、「１，８７０円」を「１，９００円

」に改める。 

別表第１０大会議室の項中「６００円」を「６１０円」に、「７００円」を「７

１０円」に、「９１０円」を「９２０円」に、「１，８３０円」を「１，８６０円

」に改め、同表第１会議室の項中「７２０円」を「７３０円」に、「８３０円」を

「８４０円」に、「１，０４０円」を「１，０５０円」に、「２，１００円」を「

２，１３０円」に改め、同表第２会議室の項中「５５０円」を「５６０円」に、「

６４０円」を「６５０円」に、「８３０円」を「８４０円」に、「１，６７０円」

を「１，７００円」に改め、同表第３会議室の項中「５７０円」を「５８０円」に、

「７３０円」を「７４０円」に、「１，４６０円」を「１，４８０円」に改め、同

表第４会議室の項中「５９０円」を「６００円」に、「１，２００円」を「１，２

２０円」に改め、同表第１和室の項中「５５０円」を「５６０円」に、「１，１２

０円」を「１，１４０円」に改め、同表第２和室の項中「９００円」を「９１０円

」に改め、同表第１実習室の項中「５５０円」を「５６０円」に、「１，１２０円

」を「１，１４０円」に改め、同表第２実習室の項中「５５０円」を「５６０円」

に、「１，１２０円」を「１，１４０円」に改める。 

別表第１１（その１）ホールの項中「３，８１０円」を「３，８８０円」に、「

４，３５０円」を「４，４３０円」に、「５，４３０円」を「５，５３０円」に、

「１０，８６０円」を「１１，０６０円」に改め、同表第１音楽室の項中「７５０

円」を「７６０円」に、「８６０円」を「８７０円」に、「１，０８０円」を「１

，１００円」に、「２，１６０円」を「２，２００円」に改め、同表第２音楽室の

項中「６２０円」を「６３０円」に、「１，２６０円」を「１，２８０円」に改め、

同表大会議室の項中「７８０円」を「７９０円」に、「９００円」を「９１０円」

に、「１，１４０円」を「１，１６０円」に、「２，２８０円」を「２，３２０円

」に改め、同表第１会議室の項中「５９０円」を「６００円」に、「１，２００円

」を「１，２２０円」に改め、同表第２会議室の項中「９８０円」を「９９０円」

に改め、同表第１和室の項中「５５０円」を「５６０円」に、「１，１２０円」を
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「１，１４０円」に改め、同表第２和室の項中「９００円」を「９１０円」に改め、

同表実習室の項中「７６０円」を「７７０円」に、「８８０円」を「８９０円」に、

「１，１２０円」を「１，１４０円」に、「２，２４０円」を「２，２８０円」に

改める。 

別表第１１（その２）ホール設備・備品の項中「１，１８０円」を「１，２００

円」に改め、同表その他備品の項中「７８０円」を「７９０円」に、「７３０円」

を「７４０円」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の別表第１（その１）、別表第１（その２）、別表第１（その４）、別

表第２（その１）、別表第３（その１）から別表第４（その１）まで、別表第５

（その１）、別表第６、別表第７（その１）、別表第８（その１）、別表第８（

その２）及び別表第９から別表第１１（その２）までの規定は、この条例の施行

の日以後に公民館の利用の許可を受けた者について適用し、同日前に公民館の利

用の許可を受けた者については、なお従前の例による。 

 

－提案理由－ 

この案を提出したのは、消費税及び地方消費税の税率の引上げを勘案し、使用料

を改定する必要があるため。 
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第７０号議案 

 

安城市青少年の家の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

の制定について 

 

上記の条例を次のとおり制定するものとする。 

 

令和元年６月７日提出 

 

安城市長 神 谷  学 

 

安城市青少年の家の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

 

安城市青少年の家の設置及び管理に関する条例（昭和５８年安城市条例第１４号

）の一部を次のように改正する。 

別表第１会議室の項中「６４０円」を「６５０円」に、「１，０８０円」を「１

，１００円」に改め、同表第２会議室の項中「７５０円」を「７６０円」に改め、

同表視聴覚室の項中「９１０円」を「９２０円」に、「１，５１０円」を「１，５

３０円」に改め、同表第１研修室の項中「６４０円」を「６５０円」に、「１，０

８０円」を「１，１００円」に改め、同表第２研修室の項から和室の項までの規定

中「７５０円」を「７６０円」に改め、同表体育室の項中「６４０円」を「６５０

円」に、「１，０８０円」を「１，１００円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の別表の規定は、この条例の施行の日以後に安城市青少年の家の利用の

許可を受けた者について適用し、同日前に安城市青少年の家の利用の許可を受け

た者については、なお従前の例による。 

 

－提案理由－ 

この案を提出したのは、消費税及び地方消費税の税率の引上げを勘案し、使用料
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を改定する必要があるため。 
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第７１号議案 

 

安城市民ギャラリーの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条

例の制定について 

 

上記の条例を次のとおり制定するものとする。 

 

令和元年６月７日提出 

 

安城市長 神 谷  学 

 

安城市民ギャラリーの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条 

例 

 

安城市民ギャラリーの設置及び管理に関する条例（平成１５年安城市条例第２４

号）の一部を次のように改正する。 

別表展示室Ａの項中「２，２６０円」を「２，３００円」に改め、同表展示室Ｂ

の項及び展示室Ｃの項中「３，６００円」を「３，６６０円」に改め、同表展示室

Ｄの項及び展示室Ｅの項中「３，７００円」を「３，７６０円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の別表の規定は、この条例の施行の日以後に安城市民ギャラリーの利用

の許可を受けた者について適用し、同日前に安城市民ギャラリーの利用の許可を

受けた者については、なお従前の例による。 

 

－提案理由－ 

この案を提出したのは、消費税及び地方消費税の税率の引上げを勘案し、利用料

金を改定する必要があるため。 
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第７２号議案 

丈山苑の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の制定につ

いて 

上記の条例を次のとおり制定するものとする。 

令和元年６月７日提出 

安城市長 神 谷  学 

丈山苑の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

丈山苑の設置及び管理に関する条例（平成８年安城市条例第１０号）の一部を次

のように改正する。 

別表第２東和室の項中「８９０円」を「９００円」に、「  ９９０円」を「１

，０００円」に、「１，２１０円」を「１，２３０円」に、「２，６４０円」を「

２，６８０円」に改め、同表西和室の項中「８９０円」を「９００円」に、「  

９９０円」を「１，０００円」に、「１，２１０円」を「１，２３０円」に、「２

，６４０円」を「２，６８０円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の別表第２の規定は、この条例の施行の日以後に丈山苑の利用の許可を

受けた者について適用し、同日前に丈山苑の利用の許可を受けた者については、

なお従前の例による。 

－提案理由－ 

この案を提出したのは、消費税及び地方消費税の税率の引上げを勘案し、利用料

金を改定する必要があるため。 
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第７３号議案 

 

安祥閣の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の制定につ

いて 

 

上記の条例を次のとおり制定するものとする。 

 

令和元年６月７日提出 

 

安城市長 神 谷  学 

 

安祥閣の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

 

安祥閣の設置及び管理に関する条例（昭和５４年安城市条例第１９号）の一部を

次のように改正する。 

別表茶室に係る項中「１，８３０円」を「１，８６０円」に、「２，１６０円」

を「２，２００円」に、「３，９９０円」を「４，０６０円」に改め、同表茶室控

室の項中「７５０円」を「７６０円」に、「８６０円」を「８７０円」に、「１，

６１０円」を「１，６３０円」に改め、同表楓の間の項中「８００円」を「８１０

円」に、「９６０円」を「９７０円」に、「１，７６０円」を「１，７８０円」に

改め、同表欅の間の項中「７７０円」を「７８０円」に、「９１０円」を「９２０

円」に、「１，６８０円」を「１，７００円」に改め、同表桜の間の項中「９１０

円」を「９２０円」に、「１，０１０円」を「１，０２０円」に、「１，９３０円

」を「１，９４０円」に改め、同表松の間の項中「６９０円」を「７００円」に改

める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の別表の規定は、この条例の施行の日以後に安祥閣の利用の許可を受け

た者について適用し、同日前に安祥閣の利用の許可を受けた者については、なお

従前の例による。 
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－提案理由－ 

この案を提出したのは、消費税及び地方消費税の税率の引上げを勘案し、利用料

金を改定する必要があるため。 
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第７４号議案 

 

安城市民会館条例の一部を改正する条例の制定について 

 

上記の条例を次のとおり制定するものとする。 

 

令和元年６月７日提出 

 

安城市長 神 谷  学 

 

安城市民会館条例の一部を改正する条例 

 

安城市民会館条例（昭和４７年条例第６号）の一部を次のように改正する。 

 別表第１中備考以外の部分を次のように改める。 

別表第１（第９条、第１２条関係） 

 施設利用料金 

区分 

金額 

午前 午後 夜間 全日 

午前９時～ 

正午 

午後１時～ 

午後４時３０分 

午後５時３０分

～ 

午後９時 

午前９時～ 

午後９時 

ホール

（ホワ

イエを

含む。

） 

平日 ２３，１００円 ３７，４００円 ４８，４００円 ９２，４００円 

土曜日、

日曜日及

び祝日 
２８，６００円 ４７，３００円 ５６，１００円 

１１４，４００

円 

ホワイ

エ 

平日 ６，９１０円 ９，２３０円 １１，５３０円 ２３，１００円 

土曜日、

日曜日及

び祝日 

９，４５０円 １２，６３０円 １５，７１０円 ３１，４５０円 

楽屋 楽屋応接

室 
８１０円 ９７０円 １，３１０円 ２，７３０円 
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 １号室 ４３０円 ４８０円 ７００円 １，３１０円 

 ２号室 ８１０円 ９７０円 １，３１０円 ２，７３０円 

 ３号室 ８１０円 ９７０円 １，３１０円 ２，７３０円 

 ５号室 ８１０円 ９７０円 １，３１０円 ２，７３０円 

 ６号室 ９２０円 １，１５０円 １，５３０円 ３，０７０円 

７号室 ９２０円 １，１５０円 １，５３０円 ３，０７０円 

８号室 ２６０円 ３１０円 ４３０円 ８７０円 

リハーサ

ル室 
１，４７０円 １，８００円 ２，３００円 ４，９３０円 

シャワー

室（１室

につき） 

３４０円 ４２０円 ５６０円 １，１９０円 

会議室

等 

第１会議

室 
１，２００円 １，５３０円 １，９７０円 ４，１７０円 

第３会議

室 
７００円 ９２０円 １，２００円 ２，５１０円 

第４会議

室 
１，２００円 １，５３０円 １，９７０円 ４，１７０円 

第５会議

室 
５３０円 ７００円 ９７０円 １，９７０円 

大会議室 ４，７１０円 ５，９３０円 ７，２５０円 １４，６１０円 

講座室 １，５８０円 １，９７０円 ２，５１０円 ５，１６０円 

視聴覚室 １，９７０円 ２，５１０円 ３，０７０円 ６，３７０円 

和室 ９２０円 １，１５０円 １，５３０円 ３，０７０円 

展示室 １，２００円 １，５３０円 １，９７０円 ４，１７０円 

別表第２ホール楽器の項中「３，２４０円」を「３，３００円」に、「２，８０

０円」を「２，８５０円」に改め、同表ホール映像設備の項中「２，６９０円」を

「２，７３０円」に、「１，０８０円」を「１，１００円」に、「 ６９０円」を

「 ７００円」に改め、同表ホール照明設備の項中「１，０８０円」を「１，１０

０円」に、「２，６９０円」を「２，７３０円」に、「２，１６０円」を「２，２

００円」に、「８６０円」を「８７０円」に、「９１０円」を「９２０円」に、「

１，７２０円」を「１，７５０円」に、「３，８８０円」を「３，９５０円」に、
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「２５，９２０円」を「２６，４００円」に、「２１，６００円」を「２２，００

０円」に、「１０，８００円」を「１１，０００円」に改め、同表ホール音響設備

の項中「５，９３０円」を「６，０３０円」に、「２，１６０円」を「２，２００

円」に、「１，０８０円」を「１，１００円」に、「８６０円」を「８７０円」に

改め、同表ホール舞台備品の項中「２，６９０円」を「２，７３０円」に、「５，

４００円」を「５，５００円」に、「３，７７０円」を「３，８３０円」に、「３

，２４０円」を「３，３００円」に、「２，１６０円」を「２，２００円」に、「

６４０円」を「６５０円」に、「１，０８０円」を「１，１００円」に改め、同表

大会議室備品の項中「１，０８０円」を「１，１００円」に改め、同表リハーサル

室備品の項中「１，６１０円」を「１，６３０円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の別表第１及び別表第２の規定は、この条例の施行の日以後に安城市民

会館の利用の許可を受けた者について適用し、同日前に安城市民会館の利用の許

可を受けた者については、なお従前の例による。 

 

－提案理由－ 

この案を提出したのは、消費税及び地方消費税の税率の引上げを勘案し、利用料

金を改定する必要があるため。 
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第７５号議案 

 

安城市体育施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の

制定について 

 

上記の条例を次のとおり制定するものとする。 

 

令和元年６月７日提出 

 

安城市長 神 谷  学 

 

安城市体育施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

 

安城市体育施設の設置及び管理に関する条例（昭和５３年安城市条例第３４号）

の一部を次のように改正する。 

別表第１安城市西部グラウンドゴルフ場の項の次に次のように加える。 

秋葉公園テニスコート 安城市大山町１丁目７番地１ 

別表第２（その１）安城市陸上競技場（以下「陸上競技場」という。）の項中「

３，０８０円」を「３，１３０円」に改め、同表安城市野球場（以下「野球場」と

いう。）の項中「１，１６０円」を「１，１８０円」に、「９６０円」を「９７０

円」に、「２，９１０円」を「２，９６０円」に改め、同表安城市テニスコート（

以下「テニスコート」という。）の項中「（以下「テニスコート」という。）」を

削り、「６４０円」を「６５０円」に、「１，６１０円」を「１，６３０円」に改

め、同表安城市ソフトボール場（以下「ソフトボール場」という。）の項中「１，

３５０円」を「１，３７０円」に、「１，１６０円」を「１，１８０円」に、「５

７０円」を「５８０円」に、「２，９１０円」を「２，９６０円」に改め、同表安

城市多目的グラウンド（以下「多目的グラウンド」という。）の項を次のように改

める。 

安城市多目的グラウン

ド（以下「多目的グラ

ウンド」という。） 

半面 ２時間 ４７０円 

別表第２（その１）和泉公園運動広場の項中「９６０円」を「９７０円」に改め、
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同項の次に次のように加える。 

秋葉公園テニスコート 
Ａ・Ｂ面 

（１面につき） 
１時間 ２３０円 

別表第２（その１）備考第１項中「テニスコート」を「安城市テニスコート及び

秋葉公園テニスコート」に改め、同表備考第２項中「テニスコート」を「安城市テ

ニスコート」に改め、同表備考中第１４項を第１５項とし、第１１項から第１３項

までを１項ずつ繰り下げ、同表備考第１０項中「第３項」を「第４項」に改め、同

項を同表備考第１１項とし、同表備考第９項中「テニスコート」を「安城市テニス

コート」に改め、同項を同表備考第１０項とし、同表備考第８項中「テニスコート

」を「安城市テニスコート」に改め、同項を同表備考第９項とし、同表備考中第７

項を第８項とし、第３項から第６項までを１項ずつ繰り下げ、第２項の次に次の１

項を加える。 

３ 秋葉公園テニスコートの利用時間の単位は、次のとおりとする。 

（１）午前９時から午前１０時まで 

（２）午前１０時から午前１１時まで 

（３）午前１１時から正午まで 

（４）正午から午後１時まで 

（５）午後１時から午後２時まで 

（６）午後２時から午後３時まで 

（７）午後３時から午後４時まで 

（８）午後４時から午後５時まで 

（９）午後５時から午後６時まで 

（１０）午後６時から午後７時まで 

（１１）午後７時から午後８時まで 

（１２）午後８時から午後９時まで 

別表第２（その２）陸上競技場の項中「１，２７０円」を「１，２９０円」に改

め、同表野球場の項中「２，３１０円」を「２，３５０円」に、「２，０００円」

を「２，０３０円」に改め、同表多目的グラウンドの項中「１，７２０円」を「１

，７５０円」に、「１，１４０円」を「１，１６０円」に改め、同表ソフトボール

場の項中「１，５８０円」を「１，６００円」に改め、同表和泉公園運動広場の項

中「１，５１０円」を「１，５３０円」に、「１，７２０円」を「１，７５０円」

に改め、同項の次に次のように加える。 
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秋葉公園テニスコート 
Ａ・Ｂ面 

（１面につき） 
３０分 ３７０円 

別表第２（その３）陸上競技場放送設備の項中「１，６１０円」を「１，６３０

円」に改め、同表陸上競技用器具に係る項中「５，４００円」を「５，５００円」

に改め、同表野球場放送設備の項及びソフトボール場放送設備の項中「１，２９０

円」を「１，３１０円」に改め、同表ソフトボール場電光得点表示装置の項中「５

４０円」を「５５０円」に改め、同表多目的グラウンド放送設備の項中「１，２９

０円」を「１，３１０円」に改め、同表ロッカーの項を削る。 

別表第３（その１）体育場の項から柔道場の項までを次のように改める。 

体育場（１２分の１） ４１０円 ６６０円 

卓球場（１６分の１） １７０円 ２４０円 

剣道場（半面） ９３０円 １，５６０円 

柔道場（半面） ９３０円 １，５６０円 

別表第３（その１）弓道場の項中「１，０８０円」を「１，１００円」に、「１

，７２０円」を「１，７５０円」に改め、同表第４会議室の項中「５４０円」を「

５５０円」に、「７００円」を「７１０円」に改め、同表大会議室の項中「１，５

９０円」を「１，６１０円」に、「２，０７０円」を「２，１００円」に改め、同

表備考第８項中「体育場を」を「体育場の全面を」に改め、「場合の」の次に「体

育場の１２分の１の面積に係る」を加え、同表備考第９項を削り、同表備考第１０

項を同表備考第９項とし、同表備考第１１項ただし書を削り、同項を同表備考第１

０項とし、同表備考第１２項中「個人で」を「弓道場及びランニングコース（体育

場内）を個人で」に改め、同項を同表備考第１１項とし、同表備考第１３項を同表

備考第１２項とし、同表備考第１４項を同表備考第１３項とし、同表備考第１５項

中「体育場及び卓球場以外で」を「大会議室において専用利用することなく」に改

め、同項に後段として次のように加える。 

この場合において、大会議室の使用料は徴収しないものとする。 

 別表第３（その１）備考第１５項を同表備考第１４項とする。 

別表第３（その２）体育場照明の項中「７３０円」を「７４０円」に、「１，１

００円」を「１，１２０円」に、「１，８８０円」を「１，９１０円」に改め、同

表舞台設備の項中「７８０円」を「７９０円」に改め、同表放送設備の項中「１，

６１０円」を「１，６３０円」に改め、同表天がい昇降装置の項を削る。 

別表第４専用利用の項中「２，４６０円」を「２，５００円」に、「１，６４０
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円」を「１，６７０円」に、「１，１３０円」を「１，１５０円」に改め、同表備

考第３項中「２，１６０円」を「２，２００円」に改め、同表備考第５項中「いず

れか一の区分」を「区分（２以上の区分に該当する場合にあっては、これらのうち

最も高い率であるいずれか１つの区分）」に改め、同表備考第７項を次のように改

める。 

７ 個人が一般利用する場合の利用料金は、ＩＣカード型前払式利用券により

納付することができる。ＩＣカード型前払式利用券に１回当たり入金するこ

とができる額は、次の各号に掲げる額とし、当該各号に定める率で割り引い

た額の入金をもって当該各号に定める額の入金があったものとし、入金され

た後は返金しないものとする。 

（１）１５，０００円 ３０パーセント 

（２）５，０００円 １０パーセント 

（３）２，０００円 １０パーセント 

別表第４備考に次の１項を加える。 

８ 個人が一般利用する場合であって、法人が利用料金を納付するときは、次

の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める回数分の料金でプールを当該

各号に定める回数利用することのできるレジャープール回数利用券を購入す

ることにより利用料金を納付することができる。 

（１）大人 ２１回分 ３０回 

（２）小人 ２１回分 ３０回 

別表第５（その１）アリーナの項を次のように改める。 

アリーナ（８分の１） ４１０円 ６６０円 

別表第５（その１）エアロビクスルームの項中「２，１６０円」を「２，２００

円」に、「２，８００円」を「２，８５０円」に改め、同表研修室の項中「６９０

円」を「７００円」に改め、同表備考第８項中「アリーナを」を「アリーナの全面

を」に改め、「場合の」の次に「アリーナの８分の１の面積に係る」を加え、同表

備考第９項を削り、同表備考第１０項を同表備考第９項とし、同表備考第１１項た

だし書を削り、同項を同表備考第１０項とする。 

別表第５（その２）専用利用の項中「２，４６０円」を「２，５００円」に、「

１，６４０円」を「１，６７０円」に、「４１，１４０円」を「４１，９００円」

に、「３０，８５０円」を「３１，４２０円」に、「１０，２８０円」を「１０，

４７０円」に、「６，８５０円」を「６，９７０円」に、「２，３６０円」を「２
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，４００円」に改め、同表備考第５項中「いずれか一の区分」を「区分（２以上の

区分に該当する場合にあっては、これらのうち最も高い率であるいずれか１つの区

分）」に改め、同表備考第７項中「前払式利用券」を「磁気カード型前払式利用券

」に改め、同表備考に次の１項を加える。 

８ 個人が一般利用する場合であって、法人が使用料を納付するときは、次の

各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める回数分の料金でプール又はトレ

ーニングルームを当該各号に定める回数利用することのできるスポーツセン

ター回数利用券を購入することにより使用料を納付することができる。 

（１）大人 ２１回分 ３０回 

（２）小人 ２１回分 ３０回 

別表第５（その３）本部席に係る項中「１，６１０円」を「１，６３０円」に改

め、同表放送設備の項中「１，０８０円」を「１，１００円」に改め、同表電光得

点表示装置の項中「７５０円」を「７６０円」に改め、同表アリーナ及びプールの

照明の項中「７３０円」を「７４０円」に、「１，１００円」を「１，１２０円」

に改め、同表自動審判計測装置の項中「７５０円」を「７６０円」に改め、同表ペ

ースメーカーの項中「１，０８０円」を「１，１００円」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規

定は、当該各号に定める日から施行する。 

（１）別表第２（その３）ロッカーの項を削る改正規定及び別表第３（その２）天

がい昇降装置の項を削る改正規定並びに附則第４項の規定 公布の日 

（２）別表第４備考第７項の改正規定、同表備考に第８項を加える改正規定、別表

第５（その２）備考第７項の改正規定及び同表備考に第８項を加える改正規定

並びに附則第３項の規定 令和元年７月２０日 

（３）別表第１安城市西部グラウンドゴルフ場の項の次に秋葉公園テニスコートの

項を加える改正規定、別表第２（その１）安城市テニスコート（以下「テニス

コート」という。）の項の改正規定（「（以下「テニスコート」という。）」

を削る部分に限る。）、同表和泉公園運動広場の項の次に秋葉公園テニスコー

トの項を加える改正規定、同表備考の改正規定及び別表第２（その２）和泉公

園運動広場の項の次に秋葉公園テニスコートの項を加える改正規定 公布の日

から起算して１年を超えない範囲内において規則で定める日 
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（経過措置） 

２ この条例（前項各号に掲げる改正規定を除く。）による改正後の別表第２（そ

の１）から別表第５（その３）までの規定は、この条例の施行の日以後に安城市

体育施設の利用の許可を受けた者について適用し、同日前に安城市体育施設の利

用の許可を受けた者については、なお従前の例による。 

３ 附則第１項第２号に掲げる規定の施行の際現に同号に掲げる規定による改正前

の別表第４備考第７項及び別表第５（その２）備考第７項の規定により発行され

ている前払式利用券並びに同号に掲げる規定による改正後の別表第５（その２）

備考第７項の規定により発行される磁気カード型前払式利用券は、当分の間、同

号に掲げる規定による改正後の別表第４及び別表第５（その２）に規定する利用

料金及び使用料の納付に使用し、又は同号に掲げる規定による改正後の別表第４

備考第７項に規定するＩＣカード型前払式利用券に残額を移し替えることができ

る。 

４ 附則第１項第３号に掲げる規定の施行の日前においても、秋葉公園テニスコー

トの利用に必要な行為をすることができる。 

 

－提案理由－ 

この案を提出したのは、消費税及び地方消費税の税率の引上げ等を勘案し、使用

料及び利用料金を改定し、レジャープールにＩＣカード型前払式利用券を導入し、

並びに秋葉公園テニスコートを新設するほか、所要の規定の整理をする上で必要が

あるため。 
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第７６号議案 

 

   安城市有料駐車場の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

の制定について 

 

 上記の条例を次のとおり制定するものとする。 

 

  令和元年６月７日提出 

 

安城市長 神 谷  学     

 

   安城市有料駐車場の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

 

 安城市有料駐車場の設置及び管理に関する条例（昭和４８年条例第１０号）の一

部を次のように改正する。 

 別表第６タクシー以外の車両の項中「６，４８０円」を「６，６００円」に、「

５，４００円」を「５，５００円」に、「９，７２０円」を「９，９００円」に、

「７，５６０円」を「７，７００円」に、「８，６４０円」を「８，８００円」に

改め、同表タクシーの項中「５４，０００円」を「５５，０００円」に改める。 

 別表第７定期駐車料金の項中「１，６１０円」を「１，６３０円」に、「２，６

９０円」を「２，７３０円」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の別表第６及び別表第７の規定は、この条例の施行の日以後に自動車駐

車場又は自転車駐車場の定期駐車券を発行された者について適用し、同日前に自

動車駐車場又は自転車駐車場の定期駐車券を発行された者については、なお従前

の例による。 

 

 －提案理由－ 

この案を提出したのは、消費税及び地方消費税の税率の引上げを勘案し、使用料
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を改定する必要があるため。 
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第７７号議案 

 

安城市道路占用料条例の一部を改正する条例の制定について 

 

上記の条例を次のとおり制定するものとする。 

 

令和元年６月７日提出 

 

安城市長 神 谷  学 

 

安城市道路占用料条例の一部を改正する条例 

 

安城市道路占用料条例（昭和５６年安城市条例第１６号）の一部を次のように改

正する。 

第２条第２項中「１００分の１０８」を「１００分の１１０」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第２条第２項の規定は、この条例の施行の日以後に占用の許可を受け

た者について適用し、同日前に占用の許可を受けた者については、なお従前の例

による。 

 

－提案理由－ 

この案を提出したのは、消費税及び地方消費税の税率の引上げを勘案し、占用料

を改定する必要があるため。 
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第７８号議案 

安城市法定外公共用物の管理に関する条例の一部を改正する条例の制

定について 

上記の条例を次のとおり制定するものとする。 

令和元年６月７日提出 

安城市長 神 谷  学 

安城市法定外公共用物の管理に関する条例の一部を改正する条例 

安城市法定外公共用物の管理に関する条例（平成５年安城市条例第３３号）の一

部を次のように改正する。 

第７条第３項中「１００分の１０８」を「１００分の１１０」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第７条第３項の規定は、この条例の施行の日以後に占用の許可を受け

た者について適用し、同日前に占用の許可を受けた者については、なお従前の例

による。 

－提案理由－ 

この案を提出したのは、消費税及び地方消費税の税率の引上げを勘案し、占用料

を改定する必要があるため。 
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第７９号議案 

 

安城市都市公園条例の一部を改正する条例の制定について 

 

上記の条例を次のとおり制定するものとする。 

 

令和元年６月７日提出 

 

安城市長 神 谷  学 

 

安城市都市公園条例の一部を改正する条例 

 

安城市都市公園条例（昭和５２年安城市条例第３８号）の一部を次のように改正

する。 

別表第２中「７３０円」を「７４０円」に、「１，０５０円」を「１，０６０円

」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の別表第２の規定は、この条例の施行の日以後に公園の使用の許可を受

けた者について適用し、同日前に公園の使用の許可を受けた者については、なお

従前の例による。  

 

－提案理由－ 

この案を提出したのは、消費税及び地方消費税の税率の引上げを勘案し、使用料

を改定する必要があるため。 
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第８０号議案 

 

安城市公共下水道条例の一部を改正する条例の制定について 

 

上記の条例を次のとおり制定するものとする。 

 

令和元年６月７日提出 

 

安城市長 神 谷  学 

 

安城市公共下水道条例の一部を改正する条例 

 

安城市公共下水道条例（平成４年安城市条例第２３号）の一部を次のように改正

する。 

第１７条第３項中「１００分の１０８」を「１００分の１１０」に改める。 

附 則 

１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 

２ 改正後の第１７条第３項の規定にかかわらず、この条例の施行の日（以下「施

行日」という。）前から継続されている公共下水道の使用で、施行日から令和元

年１０月３１日までの間に使用料の支払を受ける権利が確定されるものに係る使

用料（施行日以後初めて使用料の支払を受ける権利が確定される日が同月３１日

後である公共下水道の使用にあっては、当該確定されたもののうち、施行日以後

初めて支払を受ける権利が確定される使用料を前回確定日（その直前の使用料の

支払を受ける権利が確定した日をいう。以下同じ。）から施行日以後初めて使用

料の支払を受ける権利が確定される日までの期間の月数で除し、これに前回確定

日から同月３１日までの期間の月数を乗じて計算した金額に係る部分に限る。）

については、なお従前の例による。 

３ 前項の月数は、暦に従って計算し、１月に満たない端数が生じた場合は、これ

を１月とする。 

 

－提案理由－ 

この案を提出したのは、消費税及び地方消費税の税率の引上げを勘案し、使用料

を改定する必要があるため。 
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第８１号議案 

安城市水道事業給水条例の一部を改正する条例の制定について 

上記の条例を次のとおり制定するものとする。 

令和元年６月７日提出 

安城市長 神 谷  学 

安城市水道事業給水条例の一部を改正する条例 

安城市水道事業給水条例（昭和４２年条例第４号）の一部を次のように改正する。 

第２１条第３項及び第２５条第１項中「１００分の１０８」を「１００分の１１

０」に改める。 

第３３条第１項中「第５条」を「第６条」に改める。 

附 則 

１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 

２ 改正後の第２５条第１項の規定にかかわらず、この条例の施行の日（以下「施

行日」という。）前から継続して供給している水道の使用で、施行日から令和元

年１０月３１日までの間に料金の支払を受ける権利が確定されるものに係る料金

（施行日以後初めて料金の支払を受ける権利が確定される日が同月３１日後であ

る水道の使用にあっては、当該確定されたもののうち、施行日以後初めて支払を

受ける権利が確定される料金を前回確定日（その直前の料金の支払を受ける権利

が確定した日をいう。以下同じ。）から施行日以後初めて料金の支払を受ける権

利が確定される日までの期間の月数で除し、これに前回確定日から同月３１日ま

での期間の月数を乗じて計算した金額に係る部分に限る。）については、なお従

前の例による。 

３ 前項の月数は、暦に従って計算し、１月に満たない端数が生じた場合は、これ

を１月とする。 

－提案理由－ 
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この案を提出したのは、消費税及び地方消費税の税率の引上げを勘案し、料金等

を改定するほか、所要の規定の整理をする必要があるため。 
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第８２号議案 

 

安城市上水道布設費分担金徴収条例の一部を改正する条例の制定につ

いて 

 

上記の条例を次のとおり制定するものとする。 

 

令和元年６月７日提出 

 

安城市長 神 谷  学 

 

安城市上水道布設費分担金徴収条例の一部を改正する条例 

 

安城市上水道布設費分担金徴収条例（昭和４１年条例第６号）の一部を次のよう

に改正する。 

第３条第１項中「１００分の１０８」を「１００分の１１０」に改める。 

附 則 

１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 

２ 改正後の第３条第１項の規定は、この条例の施行の日以後に給水装置の新設又

は改造の申込みをする受益者について適用し、同日前に給水装置の新設又は改造

の申込みをした受益者については、なお従前の例による。 

 

－提案理由－ 

この案を提出したのは、消費税及び地方消費税の税率の引上げを勘案し、分担金

を改定する必要があるため。 
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第８６号議案 

 

   工事請負契約の締結について 

 

次のとおり工事請負契約を締結するものとする。 

 

令和元年６月７日提出 

 

安城市長 神 谷  学     

 

記 

１ 契 約 の 目 的  安城市スポーツセンター非構造部材等耐震化及び保全改修

主体工事 

２ 工 事 の 場 所  安城市新田町地内 

３ 契約工事の概要 

（１）構造  鉄筋コンクリート造（一部鉄骨造）３階建 

（２）内容 

  ア 外部保全改修  屋根 外壁ほか 

  イ 特定天井改修  プール アリーナ 

  ウ 内部改修    プール アリーナ 玄関ホールほか 

  エ 外構工事     

４ 契 約 金 額  金４３７，８００，０００円 

５ 契約の相手方  安城市三河安城南町１丁目１１番地１０ 

           植村産業株式会社 

            代表取締役 植 村 真 一 

６ 契 約 の 方 法  総合評価方式による条件付一般競争入札 

 

 －提案理由－ 

 この案を提出したのは、安城市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処

分に関する条例第２条の規定に基づき、必要があるため。 
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第８７号議案 

 

   工事請負契約の締結について 

 

次のとおり工事請負契約を締結するものとする。 

 

令和元年６月７日提出 

 

安城市長 神 谷  学     

 

記 

１ 契 約 の 目 的  安城市スポーツセンター非構造部材等耐震化及び保全改修

管及び空調工事 

２ 工 事 の 場 所  安城市新田町地内 

３ 契約工事の概要  給水設備 空調機器設備 空調配管設備ほか 

４ 契 約 金 額  金４３４，５００，０００円 

５ 契約の相手方  安城市今本町８丁目９番地１２ 

三神設備株式会社 

            代表取締役  神 谷 順 二 

６ 契 約 の 方 法  総合評価方式による条件付一般競争入札 

 

 －提案理由－ 

 この案を提出したのは、安城市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処

分に関する条例第２条の規定に基づき、必要があるため。 
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第８８号議案 

 

   工事請負契約の締結について 

 

次のとおり工事請負契約を締結するものとする。 

 

令和元年６月７日提出 

 

安城市長 神 谷  学     

 

記 

１ 契 約 の 目 的  安城市スポーツセンター非構造部材等耐震化及び保全改修

電気工事 

２ 工 事 の 場 所  安城市新田町地内 

３ 契約工事の概要  電灯設備 非常用発電機設備ほか 

４ 契 約 金 額  金１７０，５００，０００円 

５ 契約の相手方  安城市福釜町鴻ノ巣２番地３ 

           株式会社晴電舎 

            代表取締役 加 藤 泰 司 

６ 契 約 の 方 法  総合評価方式による条件付一般競争入札 

 

 －提案理由－ 

 この案を提出したのは、安城市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処

分に関する条例第２条の規定に基づき、必要があるため。 
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第８９号議案 

工事請負契約の締結について 

次のとおり工事請負契約を締結するものとする。 

令和元年６月７日提出 

安城市長 神 谷  学

記 

１ 契 約 の 目 的  歴史博物館非構造部材等耐震化及び保全等改修主体工事 

２ 工 事 の 場 所  安城市安城町地内 

３ 契約工事の概要 

（１）構造  鉄骨鉄筋コンクリート造３階建 

（２）内容

ア 特定天井改修 エントランスホール

イ 内部改修 昇降機 床ほか 

ウ 外部保全改修  外壁ほか 

４ 契 約 金 額  金１８０，４００，０００円 

５ 契約の相手方  安城市三河安城南町１丁目１１番地１０ 

 植村産業株式会社 

  代表取締役 植 村 真 一 

６ 契 約 の 方 法  総合評価方式による条件付一般競争入札 

－提案理由－ 

 この案を提出したのは、安城市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処

分に関する条例第２条の規定に基づき、必要があるため。 
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第９０号議案 

 

   工事協定の締結について 

 

次のとおり工事協定を締結するものとする。 

 

令和元年６月７日提出 

 

安城市長 神 谷  学     

 

記 

１ 協 定 の 目 的  名鉄南桜井駅改修事業 

２ 工 事 の 場 所  安城市小川町地内 

３ 工 事 の 概 要 

（１）工事内容 

  ア プラットホームの上家の増設 

イ 自動改札機の増設 

（２）業務内容  設計、施工及び監理 

４ 協 定 の 金 額  金２２０，０００，０００円 

５ 協定の相手方  名古屋市中村区名駅一丁目２番４号 

           名古屋鉄道株式会社 

            取締役社長 安 藤 隆 司 

６ 協 定 の 方 法  随意 

 

 －提案理由－ 

 この案を提出したのは、安城市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処

分に関する条例第２条の規定に基づき、必要があるため。 
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報告第１号 

 

   継続費の逓次繰越しについて 

 

 平成３０年度安城市の一般会計継続費については、別表繰越計算書のとおり繰越

しした。 

 上記地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４５条第１項の規定に基

づき、報告する。 

 

  令和元年６月７日提出 

 

安城市長 神 谷  学     
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別表 

平 成 ３０ 年 度 安 城 市 

 

款 項 事業名 継続費の総額 

平成３０年度継続費予算現額  

予算計上額 
前 年 度 

逓次繰越額 
計 

 

 

50 

教育費 

 

30 

保健体

育費 

レジャープ

ール改修事

業 

円 

 

555,000,000 

円 

 

222,000,000 

円 

 

0 

円 

 

222,000,000 
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継 続 費 繰 越 計 算 書 

 

 支 出 済 額 

及 び 

支出見込額 

残   額 
翌 年 度 

逓次繰越額 

左 の 財 源 内 訳 

 
繰 越 金  

特 定 財 源 

国県支出金 地 方 債 そ の 他  

 円 

 

3,106,000 

円 

 

218,894,000 

円 

 

218,894,000 

円 

 

218,894,000 

円 

 

0 

円 

 

0 

円 

 

0 
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報告第２号 

 

   繰越明許費の繰越しについて 

 

 平成３０年度安城市の一般会計繰越明許費については、別表繰越計算書のとおり

繰越しした。 

 上記地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４６条第２項の規定に基

づき、報告する。 

 

  令和元年６月７日提出 

 

安城市長 神 谷  学     
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別表 

平 成 ３０ 年 度 安 城 市 

 

    

款 項 事   業   名 金   額 

    

   円 

30 農林水産業費  5 農 業 費 
フローラルプレイス  

改 修 事 業 
1,116,000,000 

35 商 工 費  5 商 工 費 

企 業 立 地 推 進 事 業  350,000,000 

プレミアム付商品券事業 9,000,000 

40 土 木 費 

10 道路橋りょう費 

道 路 施 設 管 理 事 業  13,000,000 

橋りょう維持管理事業 8,000,000 

道 路 新 設 改 良 事 業  876,540,000 

交通安全施設整備事業 15,350,000 

橋りょう新設改良事業 61,762,000 

15 河 川 費 河 川 維 持 管 理 事 業  40,000,000 

20 都 市 計 画 費 

交通結節点整備促進事業 240,600,000 

緑のネットワーク事業 32,000,000 

土 地 区 画 整 理 事 業 95,177,000 

南 明 治 第 一 

土 地 区 画 整 理 事 業 
221,000,000 
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繰 越 明 許 費 繰 越 計 算 書 

 

 
翌 年 度 

繰 越 額 

左   の   財   源   内   訳 

既 収 入 

特定財源 

未 収 入 特 定 財 源 
一般財源 

国県支出金 地 方 債 そ の 他 

 円 円 円 円 円 円 

 

1,116,000,000 0 185,700,000 0 240,000,000 690,300,000 

 350,000,000 0 0 0 0 350,000,000 

 

8,766,000 0 8,766,000 0 0 0 

 

6,600,000 0 0 0 0 6,600,000 

 

8,000,000 0 2,448,000 0 0 5,552,000 

 

629,000,000 0 45,813,000 40,700,000 0 542,487,000 

 

7,197,000 0 0 0 0 7,197,000 

 

61,700,000 0 12,448,000 0 0 49,252,000 

 

40,000,000 0 0 0 0 40,000,000 

 

240,600,000 0 0 0 0 240,600,000 

 

21,000,000 0 0 0 0 21,000,000 

 

95,177,000 0 0 85,000,000 0 10,177,000 

 

218,000,000 0 53,770,000 130,000,000 0 34,230,000 
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款 項 事   業   名 金   額 

    

   円 

40 土 木 費 20 都 市 計 画 費 

住宅市街地総合整備事業 21,000,000 

南 明 治 第 三 

土 地 区 画 整 理 事 業 
3,000,000 

50 教  育  費 

05 教 育 総 務 費 野外センター管理事業 4,000,000 

10 小 学 校 費 小学校空調設備設置事業 2,387,000,000 

15 中 学 校 費 中学校空調設備設置事業 1,158,000,000 

20 幼 稚 園 費 幼稚園空調設備設置事業 170,000,000 
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翌 年 度 

繰 越 額 

左   の   財   源   内   訳 

既 収 入 

特定財源 

未 収 入 特 定 財 源 
一般財源 

国県支出金 地 方 債 そ の 他 

 円 円 円 円 円 円 

 

21,000,000 0 9,810,000 8,000,000 0 3,190,000 

 

3,000,000 0 0 0 0 3,000,000 

 

4,000,000 0 0 0 0 4,000,000 

 

2,332,000,000 0 296,250,000 1,100,000,000 0 935,750,000 

 

1,158,000,000 0 173,966,000 500,000,000 0 484,034,000 

 

100,500,000 0 13,500,000 67,000,000 0 20,000,000 
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報告第３号 

 

   繰越明許費の繰越しについて 

 

 平成３０年度安城市の下水道事業特別会計繰越明許費については、別表繰越計算

書のとおり繰越しした。 

 上記地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４６条第２項の規定に基

づき、報告する。 

 

  令和元年６月７日提出 

 

安城市長 神 谷  学     
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別表 

平 成 ３０ 年 度 安 城 市 

 

    

款 項 事   業   名 金   額 

    

   円 

5 下水道事業費 10 下水道建設費 下 水 道 耐 震 化 事 業 24,000,000 
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繰 越 明 許 費 繰 越 計 算 書 

 

 
翌 年 度 

繰 越 額 

左   の   財   源   内   訳 

既 収 入 

特定財源 

未 収 入 特 定 財 源 
一般財源 

国県支出金 地 方 債 そ の 他 

 円 円 円 円 円 円 

 

23,900,000 17,470,000 6,430,000 0 0 0 
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報告第４号 

 

   繰越明許費の繰越しについて 

 

 平成３０年度安城市の安城桜井駅周辺特定土地区画整理事業特別会計繰越明許費

については、別表繰越計算書のとおり繰越しした。 

 上記地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４６条第２項の規定に基

づき、報告する。 

 

  令和元年６月７日提出 

 

安城市長 神 谷  学     
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別表 

平 成 ３０ 年 度 安 城 市 

 

    

款 項 事   業   名 金   額 

    

   円 

安城桜井駅 

5  周辺特定土地 

区画整理費 

5 土地区画整理費 土 地 区 画 整 理 事 業 273,000,000 
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繰 越 明 許 費 繰 越 計 算 書 

 

 
翌 年 度 

繰 越 額 

左   の   財   源   内   訳 

既 収 入 

特定財源 

未 収 入 特 定 財 源 
一般財源 

国県支出金 地 方 債 そ の 他 

 円 円 円 円 円 円 

 

261,000,000 94,572,000 71,251,000 0 95,177,000 0 
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報告第５号 

予算の繰越しについて 

 平成３０年度安城市の水道事業会計予算については、別表繰越計算書のとおり繰

越しした。 

 上記地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第３項の規定に基づ

き、報告する。 

  令和元年６月７日提出 

安城市長 神 谷  学
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別表

平 成 ３０ 年 度 安 城 市 

地方公営企業法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額

項 予 算 計 上 額 支払義務発生額

円 円

 水道施設拡張事業 145,592,000 63,592,000

4 資本的支出 10 建設改良費  配水設備増補改良事業 300,675,000 72,675,000

 取水浄水増補改良事業 9,000,000 0

款 事　 　業　 　名
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        水 道 事 業 会 計 予 算 繰 越 計 算 書

円 円 円 円 円

82,000,000 0 82,000,000 0 0

228,000,000 5,304,120 222,695,880 0 0

9,000,000 0 9,000,000 0 0

給水申込みに基づく施工及
び土地区画整理事業等と同
調しての施工のため、並び
に関係機関等との協議など
に期間を要したため。

工事負担金
過 年 度 損 益
勘定留保資金

関係機関と工事実施時期に
ついて調整したところ、年
度内に線路保守人員等を確
保することが不可能となっ
たため。

対象機器の製作に時間を要
し、年度内の完了が不可能
であるため。

翌年度繰越額

翌年度繰越額
に係る繰越し
を要するたな
卸資産の購入
限 度 額

説　　　　　明

左　の　財　源　内　訳
不

用

額
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報告第６号 

 

   安城市土地開発公社の経営状況の報告について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定に基づき、

安城市土地開発公社の平成３０年度事業報告及び決算並びに令和元年度事業計画及

び予算を別添のとおり報告する。 

 

  令和元年６月７日提出 

 

安城市長 神 谷  学     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



平成３０年度事業報告及び決算書

令和元年度事業計画及び予算書

並びに

 

安城市土地開発公社
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平成３０年度

事業報告及び決算書

　

 

安城市土地開発公社
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決 算 審 査 意 見 書

　安城市土地開発公社定款第２４条の規定により、平成３０年度安城市土地開発公社の

決算及び証書類を審査した結果、正確かつ適正なことを認めます。

令和元年５月１５日

　　　　　　　　　　　安城市土地開発公社

　　　　　　　監事　　　　大　　見　　　孝

　　　　　　　監事　　　　宮　　川　　　守　
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140.86

-

140.86

-

-

その他公共用地 2,147.99

-

2,147.99

-

先買用地 258.63

安城南明治土地区画整理事業 258.63

2,547.48

237.98

2,785.46

28,712,035

小　　　　　　計

古井町地内公園用地取得事業 196,753,342

市道西林中隠２号線用地取得事業

75,522

1,499,159

40,907,336

北部学校給食施設用地取得事業 0

　公有地
　取得事業

道路用地（榎前地区工業団地関連道路）

52,179

196,828,864

5,385,984

勢井前第一排水区ポンプ場用地取得事業

3,542,928

和泉町北交差点用地取得事業

市道榎前松原１号線用地取得事業

市道榎前松原３号線用地取得事業

区　分

１　事業報告書

（１）　事業の概要

平成３０年度事業別執行状況

取得用地

面　積
（㎡）

金  額
（円）

事　　業　　名

 　平成３０年度の土地の取得については、公有地取得事業では市道榎前松原１号線

用地取得事業、古井町地内公園用地取得事業及び安城南明治土地区画整理事業

の用地として面積２，５４７．４８㎡を取得し、用地費ほか諸経費等を含め金額２億３，０９

２万６，８８３円を要し、また土地造成事業では榎前地区工業団地造成事業の用地とし

て面積２３７．９８㎡を取得し、用地費ほか諸経費等を含め金額４，０９０万７，３３６円を

要した。

　 一方、土地の処分については、公有地取得事業の和泉町北交差点用地取得事

業、市道榎前松原１号線用地取得事業、市道榎前松原３号線用地取得事業、市道西

林中隠２号線用地取得事業、勢井前第一排水区ポンプ場用地取得事業及び安城南

明治土地区画整理事業の用地として面積３，９３９．９８㎡を金額４億４０９万８，５１２円

で処分した。

291,718

271,834,219合　　　　　　計

28,712,035

備考　金額には用地費のほか諸経費、支払利息を含む。なお、面積に記載のない
　　　　ものは、平成２９年度以前に取得した用地に係るものである。

土地造成事業  　榎前地区工業団地造成事業

230,926,883
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2,762.09

1,417.80

140.86

620.26

583.17

その他公共用地 954.27

954.27

先買用地 223.62

223.62

3,939.98

勢井前第一排水区ポンプ場用地取得事業 82,039,626

市道西林中隠２号線用地取得事業

市道榎前松原３号線用地取得事業

市道榎前松原１号線用地取得事業

13,060,704

面　積
（㎡）

82,039,626

和泉町北交差点用地取得事業

道路用地（榎前地区工業団地関連道路） 296,937,318

147,117,666

合　　　　　　計

処分用地

安城南明治土地区画整理事業

区　分

133,216,020

3,542,928

404,098,512

25,121,568

25,121,568

　公有地
　取得事業

事　　業　　名
金  額
（円）
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#REF! #REF!

　（２）　用地明細表（概要）

（平成３１年３月３１日現在）

面積 合計金額 面積 合計金額

道路用地
（榎前地区工業団地関連道路）

 和泉町北交差点用地取得事業 1,417.80 146,825,948 0.00 291,718

 市道榎前松原１号線用地取得事業 0.00 0 140.86 3,542,928

 市道榎前松原３号線用地取得事業 620.26 131,716,861 0.00 1,499,159

 市道西林中隠２号線用地取得事業 583.17 13,008,525 0.00 52,179

その他公共用地

 勢井前第一排水区ポンプ場用地取得事業 954.27 81,964,104 0.00 75,522

 古井町地内公園用地取得事業 0.00 0 2,147.99 196,753,342

 北部学校給食施設用地取得事業 0.00 0 0.00 0

先買用地

 安城南明治土地区画整理事業 223.62 25,082,239 258.63 28,712,035

　　　　公有地取得事業計 3,799.12 398,597,677 2,547.48 230,926,883

開発中土地

 榎前地区工業団地造成事業 29,575.21 1,072,039,002 237.98 40,907,336

　　　　　土地造成事業計 29,575.21 1,072,039,002 237.98 40,907,336

合　　計 33,374.33 1,470,636,679 2,785.46 271,834,219

　※なお、合計金額の詳細は、用地明細表(１９・２０ページ）に記載。

　　　　　　事　　　業　　　名　　　　　　
期 首 残 高 当 期 増 加 高
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#REF! #REF!

面積 合計金額 面積 合計金額

1,417.80 147,117,666 0.00 0

140.86 3,542,928 0.00 0

620.26 133,216,020 0.00 0

583.17 13,060,704 0.00 0

954.27 82,039,626 0.00 0

0.00 0 2,147.99 196,753,342

0.00 0 0.00 0

223.62 25,121,568 258.63 28,672,706

3,939.98 404,098,512 2,406.62 225,426,048

0.00 0 29,813.19 1,112,946,338

0.00 0 29,813.19 1,112,946,338

3,939.98 404,098,512 32,219.81 1,338,372,386

（面積：㎡、金額：円）  

期 末 残 高当 期 減 少 高
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（３）　役員会に関する事項

① 理事会議決事項

 平成３０年度補正予算について

 平成３０年度事業計画の変更について

 平成３０年度補正予算について

② 監事会

         第１回　平成３０年５月１６日

   議案第３号

   議案第７号

   議案第８号

 榎前地区工業団地（東工区）の再募集の要件について

         第２回　平成３０年６月２９日

         第４回　平成３１年３月１４日

   議案第９号

 理 事   竹内　清晴

平 成 ３ １ 年 ３ 月 ３ １ 日  理 事   杉浦　英彦

平 成 ３ １ 年 ３ 月 ３ １ 日

 平成３１年度事業計画について

役　員　名役　員　名

 平成３１年度予算について

③ 理事・監事の異動（再任は除く）

辞　　任

平 成 ３ ０ 年 ４ 月 １ 日  理 事   宮地　正史

異 動 年 月 日

平 成 ３ １ 年 ３ 月 ３ １ 日

   議案第１号  平成２９年度決算の承認について

 常務理事 清水　信行

就　　任

   議案第２号  榎前地区工業団地（東工区）の申込企業について

         第３回　平成３１年２月５日

 理事長   浜田　実

異 動 年 月 日

   議案第４号  榎前地区工業団地（東工区）の申込企業について

 平成３０年度事業計画の変更について   議案第５号

   議案第６号

平 成 ３ １ 年 ３ 月 ３ １ 日

   議案第１０号

         平成３０年５月１０日　平成２９年度決算監査
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平 成 ３ １ 年 ３ 月 ３ １ 日  監 事   竹内　泰夫

平 成 ３ １ 年 ３ 月 ３ １ 日  監 事   早川　智光

平 成 ３ １ 年 ３ 月 ３ １ 日  理 事   深津　隆

平 成 ３ １ 年 ３ 月 ３ １ 日  理 事   近藤　芳永

就　　任 辞　　任

異 動 年 月 日 役　員　名 異 動 年 月 日 役　員　名
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収　入

区　　分 当初予算額 補正予算額 合計

第１款　事業収益 1,940,850,000 △ 1,532,584,000 408,266,000

　第１項　公有地取得事業収益 408,265,000 0 408,265,000

　第２項　土地造成事業収益 1,532,584,000 △ 1,532,584,000 0

　第３項　附帯等事業収益 1,000 0 1,000

第２款　事業外収益 237,000 0 237,000

　第１項　受取利息 235,000 0 235,000

　第２項　受取配当金 1,000 0 1,000

　第３項　雑収益 1,000 0 1,000

第３款　特別利益 329,722,000 0 329,722,000

　第１項　その他の特別利益 329,722,000 0 329,722,000

合　　計 2,270,809,000 △ 1,532,584,000 738,225,000

支　出

区　　分 当初予算額 補正予算額 合計

第１款　事業原価 1,606,658,000 △ 1,198,393,000 408,265,000

　第１項　公有地取得事業原価 408,265,000 0 408,265,000

　第２項　土地造成事業原価 1,198,393,000 △ 1,198,393,000 0

第２款　販売費及び一般管理費 330,236,000 △ 328,833,000 1,403,000

　第１項　販売費及び一般管理費 330,236,000 △ 328,833,000 1,403,000

合　　計 1,936,894,000 △ 1,527,226,000 409,668,000

２　決算報告書

　（１）収益的収入及び支出
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（単位：円）

決算額
予算額に比べ
決算額の増減

404,098,512 △ 4,167,488

404,098,512 △ 4,166,488

0 0

0 △ 1,000

294,236 57,236

293,536 58,536

700 △ 300

0 △ 1,000

329,722,326 326

329,722,326 326

734,115,074 △ 4,109,926

（単位：円）

決算額 不用額

404,098,512 △ 4,166,488

404,098,512 △ 4,166,488

0 0

1,124,945 △ 278,055

1,124,945 △ 278,055

405,223,457 △ 4,444,543

和泉町北交差点用地取得事業等

和泉町北交差点用地取得事業等

理事会報酬、公社経理システム改修費等

（榎前地区工業団地の売却はＨ３１年度に繰越し）

公社保有土地の貸付等収益

特別修繕引当金の取崩し益

備　　考

備　　考

（榎前地区工業団地の売却はＨ３１年度に繰越し）

碧海信用金庫、豊田信用金庫、岡崎信用金庫、ＪＡあいち中央

碧海信用金庫、岡崎信用金庫への出資配当金

明祥工業団地： 74,114,526円
北部工業団地：255,607,800円
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収　入

区　　分 当初予算額 補正予算額 合計

第１款　資本的収入 1,006,196,000 269,450,000 1,275,646,000

　第１項　前受金 306,517,000 0 306,517,000

　第２項　借入金 699,679,000 269,450,000 969,129,000

合　　計 1,006,196,000 269,450,000 1,275,646,000

支　出

区　　分 当初予算額 補正予算額 合計

第１款　資本的支出 1,161,740,000 △ 141,320,000 1,020,420,000

　第１項　公有地取得事業費 357,228,000 186,102,000 543,330,000

　第２項　土地造成事業費 89,730,000 △ 20,905,000 68,825,000

　第３項　借入金償還金 714,782,000 △ 306,517,000 408,265,000

合　　計 1,161,740,000 △ 141,320,000 1,020,420,000

　（２）資本的収入及び支出

資本的収入額174,810,000円（前受金306,490,000円及び過年度事業未払金に係る借入金173,850,000円を
除いた額。）が資本的支出額553,081,679円（当年度事業未払金103,892,540円を除いた額。）に対して不足す
る額378,271,679円は、当年度損益勘定留保資金378,271,679円で補填した。
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（単位：円）

決算額
予算額に比べ
決算額の増減

655,150,000 △ 620,496,000

306,490,000 △ 27,000

348,660,000 △ 620,469,000
当年度事業に係る借入金
過年度事業未払金に係る借入金

174,810,000円
173,850,000円

655,150,000 △ 620,496,000

（単位：円）

決算額 不用額

656,974,219 △ 363,445,781

230,926,883 △ 312,403,117 うち当年度事業未払金 67,691,048円

40,907,336 △ 27,917,664 うち当年度事業未払金 36,201,492円

385,140,000 △ 23,125,000

656,974,219 △ 363,445,781

榎前地区工業団地分譲に係る契約保証金

備　　考

備　　考
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款 項 目 節 金額 備考

  １　事業収益 404,098,512

１　公有地取得事業収益 404,098,512

１　公有用地売却収益 404,098,512 和泉町北交差点用地取得事業等

２　附帯等事業収益 0

1　保有土地賃貸等収益 0

  ２　事業外収益 294,236

１　受取利息 293,536

１　受取利息 293,536 碧海信用金庫、豊田信用金庫等

２　受取配当金 700

１　受取配当金 700 碧海信用金庫、岡崎信用金庫への出資配当金

３　雑収益 0

１　その他の雑収益 0

  ３　特別利益 329,722,326

１　その他特別利益 329,722,326

１　その他特別利益 329,722,326 特別修繕引当金取崩益

734,115,074

款 項 目 節 金額 備考

  １　事業原価 404,098,512

１　公有地取得事業原価 404,098,512

１　公有用地売却原価 404,098,512 和泉町北交差点用地取得事業等

  ２　販売費及び一般管理費 1,124,945

１　販売費及び一般管理費 1,124,945

１　人件費 180,000

報酬 180,000 理事会（４回）・監事会（１回）報酬

２　経費 944,945

需用費 5,409 理事会お茶代、事務用品等

役務費 8,856 残高証明書発行手数料

委託料 859,680 経理システム改修費等

公租公課 71,000 法人市県民税

405,223,457

支　出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

３　決算説明書

　（１）収益的収入及び支出明細書

収　入                                                                                                          （単位：円）

合　　計

合　　計
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款 項 目 節 金額 備考

  １　資本的収入 655,150,000

１　前受金 306,490,000

１　前受金 306,490,000 榎前地区工業団地分譲契約保証金

２　借入金 348,660,000

１　長期借入金 348,660,000

655,150,000

款 項 目 節 金額 備考

  １　資本的支出 656,974,219

１　公有地取得事業費 230,926,883

１　公有用地取得事業費 230,926,883

用地費 228,509,968 古井町地内公園用地取得事業等

諸経費 1,979,181 　

　　需用費 16,400 収入印紙代

　　役務費 1,940,907 測量、分筆、登記手数料等

　　負担金補助及び交付金 21,874 明治用水決済金

支払利息 437,734 　

２　土地造成事業費 40,907,336

１　土地造成事業費 40,907,336

用地費 5,326,406

工事費 24,129,684 造成工事、調整池整備工事等

諸経費 10,219,541

　　役務費 1,817,501 測量、分筆、登記手数料等

　　委託料 4,139,640 造成設計業務委託

　　公租公課 4,262,400 固定資産税、不動産取得税

支払利息 1,231,705 　

３　借入金償還金 385,140,000

１　長期借入金償還金 385,140,000

656,974,219合　　計

合　　計

　（２）資本的収入及び支出明細書

収　入                                                                                                            （単位：円）

支　出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
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　（３）現金及び預金明細表

　（４）投資有価証券明細表

出資総額
貸借対照表

計上額

10,000 10,000 

10,000 10,000 

20,000 20,000 

　（５）長期借入金明細表

利　率 期首残高 当期増加高 入札により借換 当期減少高 期末残高

1,092,510,000 348,660,000 1,045,550,000 △ 385,140,000 1,056,030,000

 

　（６）資本金明細表

区  分 出資額 摘　　要

基本財産 10,000,000 

10,000,000 

預　　　金 定　期 10,000,000 碧海信用金庫

碧海信用金庫

東海労働金庫

－

金　　　　額

848,503,969 

328,503,969 

0 

定　期 510,000,000 

普　通

合　　　　　計

（単位:円）

科　　　目 種　　　類 摘　　　　要

現　　　金

（単位:円）

碧海信用金庫

出資団体名

１年未満
1.375％

入札
0.125％
～0.200%

摘　　　　要

合　　　　　計

出 資 証 券

その他の有価証券

岡崎信用金庫

種類及び銘柄

出 資 証 券

碧海信用金庫 １口500円で20口

同上

借入先

合　　　　計

安  城  市

（単位:円）

（単位:円）

合　　　　　計

1,056,030,000△ 385,140,0001,045,550,000348,660,0001,092,510,000
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　（７）引当金明細表

目的使用 取崩し

74,114,526 0 0 74,114,526 0 

255,607,800 0 0 255,607,800 0 

329,722,326 0 0 329,722,326 0 

＜摘要＞

　（８）事業収益明細表

　（９）事業原価明細表

　（１０）事業未払金明細表

金　額

59,083,342 

8,607,706 

67,691,048 

201,751,560 

201,751,560 

269,442,608 合　　計

公有地取得事業原価 公 有 用 地 売 却 原 価

合    計

区    分

特別修繕引当金（北部）

特別修繕引当金（明祥）

期首残高

（単位:円）

摘　　　　要

404,098,512 

科　　　　　目

合　　　　　計

公有地取得事業収益

合　　　　　計

（単位:円）

404,098,512 

0 

金　　額

404,098,512 

附 帯 等 事 業 収 益 保有土地賃貸等収益

摘　　　　要

当期減少額
当期増加額

404,098,512 

金　　　　額科　　　　　目

造成した各工業団地の修繕又は整備補修に要する将来の費用を計上するもの
 

公 有 用 地 売 却 収 益

小　　計

期末残高

（単位:円）

事業名

 公 有 地 取 得 事 業  安城南明治土地区画整理事業

小　　計

 土 地 造 成 事 業

 古井町地内公園用地取得事業

区　分

 榎前地区工業団地造成事業

（単位:円）
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#REF! #REF! #REF!

（平成３１年３月３１日現在） 　　　　　（面積：㎡、金額：円）

面積 合計金額 面積 用地費 補償費 工事費 諸経費 支払利息 合計

道路用地（榎前地区工業団地関連道路）

和泉町北交差点用地取得事業 1,417.80 146,825,948 0.00 0 0 0 177,574 114,144 291,718

市道榎前松原１号線用地取得事業 0.00 0 140.86 3,098,920 0 0 435,832 8,176 3,542,928

市道榎前松原３号線用地取得事業 620.26 131,716,861 0.00 0 0 0 1,350,775 148,384 1,499,159

市道西林中隠２号線用地取得事業 583.17 13,008,525 0.00 0 0 0 0 52,179 52,179

その他公共用地

勢井前第一排水区ポンプ場用地取得事業 954.27 81,964,104 0.00 0 0 0 0 75,522 75,522

古井町地内公園用地取得事業 0.00 0 2,147.99 196,753,342 0 0 0 0 196,753,342

北部学校給食施設用地取得事業 0.00 0 0.00 0 0 0 0 0 0

先買用地

安城南明治土地区画整理事業 223.62 25,082,239 258.63 28,657,706 0 0 15,000 39,329 28,712,035

　　　　　　　　　　公有地取得事業計 3,799.12 398,597,677 2,547.48 228,509,968 0 0 1,979,181 437,734 230,926,883

土地造成事業

榎前地区工業団地造成事業 29,575.21 1,072,039,002 237.98 5,326,406 0 24,129,684 10,219,541 1,231,705 40,907,336

　　　　　　　　　　　土地造成事業計 29,575.21 1,072,039,002 237.98 5,326,406 0 24,129,684 10,219,541 1,231,705 40,907,336

33,374.33 1,470,636,679 2,785.46 233,836,374 0 24,129,684 12,198,722 1,669,439 271,834,219

　　（１１）用地明細表

合　　計

公
有
用
地
明
細
表

開
発
中
土
地

明
細
表

　　　　　　事　　　業　　　名　　　　　　
期 首 残 高 当 期 増 加 高
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#REF! #REF! #REF! #REF!

（平成３１年３月３１日現在）

面積 用地費 補償費 工事費 諸経費 支払利息 合計 面積 用地費 補償費 工事費 諸経費 支払利息 合計

道路用地（榎前地区工業団地関連道路）

和泉町北交差点用地取得事業 1,417.80 97,448,766 47,379,491 0 1,839,296 450,113 147,117,666 0.00 0 0 0 0 0 0

市道榎前松原１号線用地取得事業 140.86 3,098,920 0 0 435,832 8,176 3,542,928 0.00 0 0 0 0 0 0

市道榎前松原３号線用地取得事業 620.26 27,366,158 102,109,806 0 3,380,825 359,231 133,216,020 0.00 0 0 0 0 0 0

市道西林中隠２号線用地取得事業 583.17 12,829,740 0 0 178,785 52,179 13,060,704 0.00 0 0 0 0 0 0

その他公共用地

勢井前第一排水区ポンプ場用地取得事業 954.27 81,465,075 0 0 30,000 544,551 82,039,626 0.00 0 0 0 0 0 0

古井町地内公園用地取得事業 0.00 0 0 0 0 0 0 2,147.99 196,753,342 0 0 0 0 196,753,342

北部学校給食施設用地取得事業 0.00 0 0 0 0 0 0 0.00 0 0 0 0 0 0

先買用地

安城南明治土地区画整理事業 223.62 25,001,830 0 0 15,000 104,738 25,121,568 258.63 28,657,706 0 0 15,000 0 28,672,706

　　　　　　　　　　公有地取得事業計 3,939.98 247,210,489 149,489,297 0 5,879,738 1,518,988 404,098,512 2,406.62 225,411,048 0 0 15,000 0 225,426,048

土地造成事業

榎前地区工業団地造成事業 0.00 0 0 0 0 0 0 29,813.19 710,771,088 26,777,314 286,924,680 85,201,811 3,271,445 1,112,946,338

　　　　　　　　　　　土地造成事業計 0.00 0 0 0 0 0 0 29,813.19 710,771,088 26,777,314 286,924,680 85,201,811 3,271,445 1,112,946,338

3,939.98 247,210,489 149,489,297 0 5,879,738 1,518,988 404,098,512 32,219.81 936,182,136 26,777,314 286,924,680 85,216,811 3,271,445 1,338,372,386合　　計

公
有
用
地
明
細
表

開
発
中
土
地

明
細
表

　　　　　　事　　　業　　　名　　　　　　

（面積：㎡、金額：円）

期 末 残 高当 期 減 少 高
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財　　　務　　　諸　　　表
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（単位：円）

金　　額

現金及び預金 普通預金(碧海信用金庫) 328,503,969 848,503,969

定期預金(碧海信用金庫) 10,000,000

定期預金(東海労働金庫) 510,000,000

公有用地 古井町地内公園用地取得事業ほか 225,426,048

開発中土地 榎前地区工業団地造成事業 1,112,946,338

その他の流動資産 3,000,000

2,189,876,355

投資その他の資産出資金（碧海信用金庫） 10,000 20,000

出資金（岡崎信用金庫） 10,000

20,000

2,189,896,355

未払金 事業未払金 269,442,608 270,302,288

その他未払金（公社経理システム保守費等） 859,680

前受金 前受金（榎前地区工業団地契約保証金） 306,490,000

その他の流動負債預り定期預金証書（出納事務取扱金融機関差入担保品） 3,000,000

579,792,288

長期借入金 1,056,030,000

1,056,030,000

1,635,822,288

554,074,067

４　財産目録

負
債
の
部

(固定資産合計)

(負債の部合計)

(資産の部合計)

区　　分

(流動資産合計)

摘　　要

榎前地区工業団地造成事業　ほか２事業

固
定
資
産

差引純財産

(固定負債合計)

固
定
負
債

(流動負債合計)

定期預金証書（出納事務取扱金融機関差入担保品）

流
動
資
産資

産
の
部

流
動
負
債
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５　損益計算書

（単位：円）

１ 事業収益

(１) 公有地取得事業収益 404,098,512

(２) 附帯等事業収益 0 404,098,512

２ 事業原価

(１) 公有地取得事業原価 404,098,512 404,098,512

事業総利益 0

３ 販売費及び一般管理費

(１) 人件費 180,000

(２) 経費 944,945 1,124,945

事業損失 1,124,945

４ 事業外収益

(１) 受取利息 293,536

(２) 受取配当金 700 294,236

経常損失 830,709

５ 特別利益

(１) その他の特別利益 329,722,326 329,722,326

当期純利益 328,891,617

（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）
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６　 貸借対照表

（単位：円）

１ 流動資産

(１) 現金及び預金 848,503,969

(２) 公有用地 ※個別法及び原価法による 225,426,048

(３) 開発中土地 ※個別法及び原価法による 1,112,946,338

(４) その他の流動資産 3,000,000

流動資産合計 2,189,876,355

２ 固定資産

(１) 投資その他の資産

ア 出資金 20,000

投資その他の資産合計 20,000

固定資産合計 20,000

資産合計 2,189,896,355

（平成３１年３月３１日現在）

資　　産　　の　　部
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（単位：円）

１ 流動負債

(１) 未払金 270,302,288

(２) 前受金 306,490,000

(３) その他の流動負債 3,000,000

流動負債合計 579,792,288

２ 固定負債

(１) 長期借入金 1,056,030,000

固定負債合計 1,056,030,000

負債合計 1,635,822,288

１ 資本金

(１) 基本財産 10,000,000

資本金合計 10,000,000

２ 準備金

(１) 前期繰越準備金 215,182,450

(２) 当期純利益 328,891,617

準備金合計 544,074,067

資本合計 554,074,067

負債資本合計 2,189,896,355

資　　本　　の　　部

負　　債　　の　　部
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７　キャッシュ・フロー計算書

（単位：円）

Ⅰ　事業活動によるキャッシュ・フロー

公有地取得事業収入 404,098,512
公有用地売却収入 404,098,512

前受金の増加額 306,490,000
公有地取得事業支出 221,181,310
土地造成事業支出 138,183,913
販売費及び一般管理費支出 368,944

人件費に係る支出 180,000

経費に係る支出 188,944

350,854,345

利息の受取額 294,236
利息の支払額 0
事業活動によるキャッシュ・フロー計 351,148,581

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 0
投資有価証券の売却による収入 0
有形固定資産の取得による支出 0
有形固定資産の売却による収入 0
投資活動によるキャッシュ・フロー計 0

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入による収入 1,394,210,000
長期借入金の返済による支出 1,430,690,000
財務活動によるキャッシュ・フロー計 △ 36,480,000

現金及び現金同等物増加額(減少額） 314,668,581

現金及び現金同等物期首残高 533,835,388

現金及び現金同等物期末残高 848,503,969

（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

小　　計
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令和元年度

事業計画及び予算書

安城市土地開発公社
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取　得

 公有地 その他公共用地 11,880 509,480 

 取得事業  　古井町地内公園用地取得事業 2,148 198,942 

 　北部学校給食施設用地取得事業 9,732 310,538 

先買用地 1,495 217,604 

  　安城南明治土地区画整理事業 1,495 217,604 

13,375 727,084 

土地造成事業   　榎前地区工業団地造成事業 0 365,205 

13,375 1,092,289 

備考　金額には、用地費のほか諸経費、支払利息を含む。

令 和 元 年 度 　事 業 計 画

金　額
（千円）

合　計

事  業  名区分
面　積
（㎡）

小計
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処　分

 公有地 その他公共用地 11,880 509,480 

 取得事業 　古井町地内公園用地取得事業 2,148 198,942 

　北部学校給食施設用地取得事業 9,732 310,538 

先買用地 959 137,969 

 　安城南明治土地区画整理事業 959 137,969 

12,839 647,449 

土地造成事業   　榎前地区工業団地造成事業 29,826 1,532,584 

42,665 2,180,033 

備考　土地造成事業　榎前地区工業団地造成事業の処分面積は、売却面積２７，１７４㎡と、

　　　　都市計画法第４０条第２項により市へ帰属させる調整池２，６５２㎡を含む。

金　額
（千円）

　

合　計

事  業  名区分
面　積
（㎡）

小計
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　（総則）

　（業務の予定量）

（１）　用地取得面積 13,375 ㎡

（２）　用地処分面積 42,665 ㎡

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

（１）収入

第１款 事業収益 2,180,034 千円

　第１項 　公有地取得事業収益 647,449 千円

　第２項 　土地造成事業収益 1,532,584 千円

　第３項 　附帯等事業収益 1 千円

第２款 事業外収益 62 千円

　第１項 　受取利息 60 千円

　第２項 　受取配当金 1 千円

　第３項 　雑収益 1 千円

2,180,096 千円

（２）支出

第１款 事業原価 2,153,519 千円

　第１項 　公有地取得事業原価 647,449 千円

　第２項 　土地造成事業原価 1,506,070 千円

第２款 販売費及び一般管理費 592 千円

　第１項 　販売費及び一般管理費 592 千円

2,154,111 千円

25,985 千円 ）

令 和 元 年 度  予 算

第１条　令和元年度安城市土地開発公社の予算は、次に定めるところによる。

第２条　業務の予定量は、次のとおりと定める。

収　入　合　計

支　出　合　計

（収益的収入支出差引額
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　（資本的収入及び支出）

（１）収入 

第１款 資本的収入 1,291,984 千円

　借入金 　 　 1,291,984 千円

1,291,984 千円

（２）支出

第１款 資本的支出 3,245,808 千円

　第１項 　公有地取得事業費 727,084 千円

　第２項 　土地造成事業費 365,205 千円

　第３項 　借入金償還金 2,153,519 千円

3,245,808 千円

　（借入金）

第５条　借入金の目的、限度額、借入方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

公有地取得等事業資金

8,000,000 千円

手形借入又は証書借入の方法による。

用地売却代金の収納の都度償還する。

　第１項

収　入　合　計

支　出　合　計

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。資本的収入額(過年度未
　払金に係る借入金199,695千円を除いた1,092,289千円）が資本的支出額に対して不足
　する額2,153,519千円は、当年度損益勘定留保資金で補填するものとする。

年利4.0％以内

（１） 目的

（２） 限度額

（３） 借入方法

（４） 利率

（５） 償還方法
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収益的収入及び支出

収　入 （単位：千円）

款 項 目 節 予定額 備考

１ 事業収益 2,180,034
１ 公有地取得
 　事業収益 647,449

１ 公有用地
　 売却収益 647,449 北部学校給食施設用地取得事業ほか

２ 土地造成
　 事業収益 1,532,584

１ 完成土地等
　 売却収益 1,532,584 榎前地区工業団地造成事業

３ 附帯等事業
　 収益 1

１ 保有土地
　 賃貸等収益 1 　

２ 事業外収益 62

１ 受取利息 60

１ 受取利息 60

２ 受取配当金 1

１ 受取配当金 1

３ 雑収益 1
１ その他の
　 雑収益 1

2,180,096

支　出 （単位：千円）

款 項 目 節 予定額 備考

１ 事業原価 2,153,519
１ 公有地取得
　 事業原価 647,449

１ 公有用地
　 売却原価 647,449 和泉町北交差点用地取得事業ほか

２ 土地造成
   事業原価 1,506,070

１ 完成土地等
　 売却原価 1,506,070 榎前地区工業団地造成事業

592
１ 販売費及び
　 一般管理費 592

１ 人件費 270

報酬 270 理事・監事報酬（理事会５回・監事会１回）

２ 経費 322

旅費 20

需用費 100 消耗品費等

役務費 21 残高証明書発行手数料

委託料 110 公社経理システム保守委託料

公租公課 71 法人市県民税

2,154,111

令 和 元 年 度  実 施 計 画

合　　計

合　　計

２ 販売費及び
　 一般管理費
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資本的収入及び支出

収　入 （単位：千円）

款 項 目 節 予定額 備考

１ 資本的収入 1,291,984

１ 借入金 1,291,984

当該事業年度に係る借入金

1,092,289千円

過年度未払金に係る借入金

199,695千円

1,291,984

支　出 （単位：千円）

款 項 目 節 予定額 備考

１ 資本的支出 3,245,808

１ 公有地
   取得事業費 727,084

１ 公有用地
　 取得事業費 727,084 北部学校給食施設用地取得事業ほか

用地費 722,384

諸経費 615

   需用費 615 収入印紙代

支払利息 4,085

２ 土地
　 造成事業費 365,205

１ 土地
　 造成事業費 365,205

工事費 20,000

諸経費 342,001

   需用費 1 収入印紙代

   役務費 6,000 確定測量手数料、登記手数料

   負担金補助
   及び交付金 330,500 工事補償負担金

   公租公課 5,500 固定資産税

支払利息 3,204

３ 借入金
　 償還金 2,153,519

１ 長期借入金
　 償還金 2,153,519

3,245,808

１ 長期借入金

合　　計

合　　計

1,291,984
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区　　　　分 前年度決算見込額 当該年度予定額 比較増減額 備　　　考

１　受入資金 2,217,984 4,004,647 1,786,663

（１）事業収益 408,266 2,180,034 1,771,768

（２）事業外収益 237 62 △ 175

（３）前受金 306,517 △ 306,517 △ 613,034

（４）借入金 969,129 1,291,984 322,855

（５）前年度繰越金 533,835 839,084 305,249

２　支払資金 1,378,900 3,446,199 2,067,299

（１）公有地取得事業費 543,330 727,084 183,754

（２）土地造成事業費 68,825 365,205 296,380

（３）借入金償還金 408,265 2,153,519 1,745,254

（４）販売費及び一般管理費 1,403 592 △ 811

（５）前年度未払金 357,077 199,799 △ 157,278

差　　　　引 839,084 558,448 △ 280,636

令 和 元 年 度 資 金 計 画
（単位：千円）
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（単位：千円）

1 事業収益

（１）公有地取得事業収益 647,449

（２）土地造成事業収益 1,532,584

（３）附帯等事業収益 1 2,180,034

2 事業原価

（１）公有地取得事業原価 647,449

（２）土地造成事業原価 1,506,070 2,153,519

事業総利益 26,515

3 販売費及び一般管理費

（１）人件費 270

（２）経費 322 592

事業利益 25,923

4 事業外収益

（１）受取利息 60

（２）受取配当金 1

（３）雑収益 1 62

経常利益 25,985

当期純利益 25,985

令 和 元 年 度　予 定 損 益 計 算 書
（ 平 成 ３１ 年 ４ 月 １ 日 か ら 令 和 ２ 年 ３ 月 ３１ 日 ま で ）
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（単位：千円）

1 流動資産

（１）現金及び預金 558,448

（２）公有用地 613,298

（３）完成土地 0

（４）その他の流動資産 3,000

流動資産合計 1,174,746

　

2 固定資産

（１)投資その他の資産

ア　出資金 20

投資その他の資産合計 20

固定資産合計 20

資産合計 1,174,766

令 和 元 年 度　予 定 貸 借 対 照 表

資　　産　　の　　部

（ 令 和 ２ 年 ３ 月 ３１ 日 ）
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　（単位：千円）

1 流動負債

（1）未払金 110

（２）その他の流動負債 3,000

流動負債合計 3,110

2 固定負債

（１）長期借入金 591,931

固定負債合計 591,931

負債合計 595,041

1 資本金

（１）基本財産 10,000

資本金合計 10,000

2 準備金

（１）前期繰越準備金 543,740

（２）当期純利益 25,985

準備金合計 569,725

資本合計 579,725

負債資本合計 1,174,766

負　　債　　の　　部

資　　本　　の　　部
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令和元年度 予定公有用地等原価計算書
（平成 ３１ 年 ４ 月 １ 日 から 令和 ２ 年 ３ 月 ３１ 日まで）

3,204

公有地取得事業

諸 経 費当 年 度 取 得 原 価

365,205

615

4,085

区　　　分

722,384用 地 費

工 事 費

        （単位：千円）

土地造成事業

0

342,001

0 20,000

1,506,070

0

647,449

613,298

1,140,865

当 年 度 用 地 等 売 却 原 価

当 年 度 末 未 処 分 用 地 等 売 却 原 価

727,084

533,663

支 払 利 息

計

前 年 度 末 未 処 分 用 地 等 売 却 原 価
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報告第７号 

 

   公益財団法人安城都市農業振興協会の経営状況の報告について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定に基づき、

公益財団法人安城都市農業振興協会の平成３０年度事業報告及び決算並びに令和元

年度事業計画及び予算を別添のとおり報告する。 

 

  令和元年６月７日提出 

 

安城市長 神 谷  学 



 

経営状況報告書 

 

 

 

平成３０年度事業報告書及び決算報告書 

令和元年度事業計画書及び収支予算書 
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平成３０年度 
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及び 

決算報告書 

自 平成３０年 ４月 １日 

至 平成３１年 ３月３１日 

公益財団法人安城都市農業振興協会 
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１ 総 括 

平成３０年度は、風車の広場や子ども広場のリニューアル、特に、子ども用

屋内遊戯施設「あそボーネ」や大型木製遊具「リーチ・フォー・ザ・スカイ」

が好評で、入園者数を伸ばし、愛知県主催の「あいち花フェスタ２０１８」等

の開催もありましたので、年間入園者数は、目標の５５万人を大きく上回る６

３万４千人余りとなりました。また、１０月にはデンパーク入園者累計が１，

２００万人を達成しました。 

公益目的事業では、花の大温室フローラルプレイスで、アーリーサマーフラ

ワーショーをはじめ、計５回のフラワーショーを開催しました。ガーデンルー

ムでは、シザンサスやコリウスなど企画展を８回実施しました。その他に、デ

ンパークの開園２０周年記念誌を作成し、デンパークにある花木を紹介するだ

けでなく、この間に培ってきた栽培・植栽技術等を広く周知しました。 

四季イベントは、４回開催しました。秋穫祭では、恒例のハロウィーンカー

ニバルの開催だけでなく、安城市が主催する「ケンサチウォーキング in デンパ

ーク」の会場となり、多くの方に来園していただきました。ウィンターフェス

ティバルでは、５０万球のイルミネーションや花火ショーにより幻想的な冬の

夜を演出しました。また、その他のイベントとして、９月には仲秋のあかり祭

を開催し、幻想的な竹灯りを多くの方に楽しんでいただきました。 

体験講座では、定例のソーセージ作りやクッキー作りに加え、フラワーギャ

ザリングや料理教室を開催しました。 

収益事業では、マーケット内にある直営店舗の一つをキャラクターショップ

に転換し、売上増加に繋げました。また、「猫のダヤン展」、「スヌーピー

展」のキャラクターグッズ販売を実施しました。 

以上の結果、経常収益では、そのキャラクターショップ等の売上実績が好調

なこともあり、前年度に比べ１，９４０万円余増の７億３,３０１万円余となり

ました。 

経常費用は、経費節減に努めた結果、前年度に比べ、１，３００万円余減の

７億１，２０５万円余となりました。 

合計致しますと、平成３０年度は２，０９５万円余の増益となり、正味財産

期末残高は、２億３，７０２万円余となりました。 

以上を踏まえ、令和元年度は、フローラルプレイスの大改修を行いますが、

関係諸機関の協力を得ながら、職員一丸となり、デンパークがさらに魅力あふ

れる公園となるよう取り組んでまいります。 
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２ 理事会の開催 

開催年月日 議    事 備考 

平成３０年 ５月１１日 

第１号議案 

平成２９年度事業報告及び決算について 

第２号議案 

平成３０年度第１回評議員会招集について 

 

可決 

 

可決 

 

 

平成３０年 ９月２８日 

第３号議案 

平成３０年度補正予算（第１号）について 

第４号議案 

公益財団法人安城都市農業振興協会就業規則 

の一部を改正する規則の制定について 

第５号議案 

公益財団法人安城都市農業振興協会再雇用職 

員に関する規程の制定について 

第６号議案 

平成３０年度第２回評議員会招集について 

 

可決 

 

可決 

 

 

可決 

 

 

可決 

 

 

平成３０年１２月２０日 

第７号議案 

公益財団法人安城都市農業振興協会職員給与 

規程の一部を改正する規程の制定について 

 

可決 

 

 

 

平成３１年 ２月２２日 

第８号議案 

平成３０年度補正予算（第２号）について 

第９号議案 

安城産業文化公園デンパーク第５次中期計画 

について 

第１０号議案 

平成３１年度事業計画及び収支予算等について 

 第１１号議案 

  平成３０年度第３回評議員会招集について 

 

可決 

 

可決 

 

 

可決 

 

可決 
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３ 評議員会の開催 

開催年月日 議    事 備考 

平成３０年 ５月２９日 

第１号議案 

平成２９年度事業報告及び決算について 

第２号議案 

理事の選任について 

 第３号議案 

  評議員の選任について 

 

可決 

 

可決 

 

可決 

 

 

平成３０年１０月 ９日 
第４号議案 

  評議員の選任について 

 

可決 

 

 

平成３１年 ３月１８日 

第５号議案 

理事の選任について 

 第６号議案 

  評議員の選任について 

 

可決 

 

可決 
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４ 事業実績 

  

事業体系図  

 

公
益

目
的
事
業 

(公益目的事業１) 

公の施設を活用して、都市と農村と

の交流の場と機会及び憩いと安らぎ

の場と機会を提供するとともに、農

業を始めとする産業の振興に寄与す

るための機会を提供する事業 

(1)都市と農村との交流及び憩

いと安らぎの場の提供事業 

(公益目的事業２) 

地域の環境、特性に合う植物の育

成研究及び品種改良に関する事業 

(2)都市と農村との交流の機会

の提供事業 

(3)憩いと安らぎの機会の提供

事業 

(4)農業を始めとする産業の振

興に寄与するための機会の

提供事業 

(9)直営店舗での販売事業 

(5)地域の環境・特性に合う新

品種導入に関する研究 

(6)地域の環境・特性に合う植

物の改良・保存 

(7)希少品種及びオリジナル品

種の育成・研究 

(8)特定植物保全拠点園として

の植物収集・保全 

(10)販売委託事業 

（収益事業） 

物品販売に関する事業 

収
益
事
業 
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(1)　都市と農村との交流及び憩いと安らぎの場の提供事業(公益目的事業１）

区 分 担当 主な計画や取組等
※新たな取組には下線あり

実　績

・ロマンチックガーデンエリア、ふるさと
館周辺の改修

・ロマンチックガーデンにガマズミ属13品
種を植栽。
・ふるさと館周辺に植栽。

・エリア毎に植物名の調査及びラベル作
成、取付け
　（年間200枚）

・計画どおり実施（261枚取付け）

・施設の保守点検、樹木及び芝生の適正管
理等

・計画どおり実施

・建物及び設備の老朽化対策
　　花の大温室耐震改修及びリニューアル
  の実施設計に参画
　　不点灯照明器具の更新

・計画どおり実施設計に参画
・マーケット吊下げ照明3台更新、園路足元
灯4台更新

・不思議の森エリア（鉄砲山）の保全
　　高木剪定

・北エリア区域121本の高木剪定を実施
・4年間（H27～H30）で不思議の森エリアの
高木剪定を完了

・ジャブジャブ池改修工事に係る工程等の
調整及び安全対策

・改修工事の工程に合わせ、進入車両調整
や仮囲い等の安全対策を施工者と協議し、
工事期間内に事故やトラブルなく工事を完
了
・お客様向けに完成予想図看板を設置

　道の駅の管理 施設係 ・施設の保守点検等 ・計画どおり実施

【見本園の管理】
・見本園（ナシ、ギボウシ、カンナ等）の
維持管理
・トピアリーの作成管理

【計画どおり実施】
・見本園（ナシ、ギボウシ、カンナ等）の
維持管理
・トピアリーの設計、管理

【花の大温室でのフラワーショーの開催】
・アーリーサマーフラワーショー
　　 4/ 7～ 5/28
・トロピカルフラワーショー
　　 6/ 2～10/ 1
・ハロウィンフラワーショー
　　10/ 6～11/19
・クリスマスフラワーショー
　　12/ 1～ 1/14
・スプリングフラワーショー
　　 1/24～ 4/ 1

【計画どおり実施】
・アーリーサマーフラワーショー
　　 4/ 7～ 5/28   52日間
・トロピカルフラワーショー
     6/ 2～10/ 1  122日間
・ハロウィンフラワーショー
  　10/ 6～11/19   45日間
・クリスマスフラワーショー
  　12/ 1～ 1/14   45日間
・スプリングフラワーショー
  　 1/24～ 4/ 1   68日間

　屋外花壇、見
本園及び大温室
等の花展示の設
計施工管理 緑地係

  指定管理者として受託した安城産業文化公園及び道の駅デンパーク安城を広く市民に
提供し、都市と農村との交流及び憩いと安らぎの場を安定的に確保して、潤いとゆとり
のある快適な社会環境を体感、体験することによって、地域社会の健全な発展を目指
す。

目  的

緑地係

　公園内の樹
木、芝生及び建
物等の管理

施設係
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区 分 担当 主な計画や取組等
※新たな取組には下線あり

実　績

・ガーデンルームの企画展示等（8回）
　　シザンサス・オリジナルコレクショ
  ン、アマリリス、アジサイとギボウシ、
　サトイモの仲間、秋色に染まるコリウ
　ス・コレクション、シルバーリーフとウ
　ィンターガーデン、バレンタインフラワ
　ーショー、華やかな春のツバキ展

・計画どおり8回実施

・植物の見ごろに合わせた植物情報の提供
　　見ごろの植物説明パネル設置：40回

・計画を上回る植物情報の提供を実施
　　パネル設置：44回

・花壇や温室展示のコンセプトを伝える現
地表示
　　屋外花壇：12回、温室：13回

・計画どおり実施

・風車の広場一帯リニューアルと連動した
ＰＲ実施
　　「子どもも楽しいデンパーク」に関す
　る情報発信の強化

・年間を通して風車の広場一帯をＰＲ実施
（広報あんじょう、イベント毎のチラシ、
ホームページ、各メディアへの掲載）

・広報宣伝方法の見直し（愛知県内全域を
カバーできるＰＲ方法）
　　新聞折込広告中心から低コストな情報
　誌等への転換

・H31.3より宣伝方法の見直し実施（情報
誌、フリーペーパーを活用）

・企業、各種団体の積極的な誘致
　　企業等の周年・福利厚生イベント及び
　展示会等での利用を提案

・安城市と連携し、愛知県スポーツ少年大
会西三河支部大会の開催（9/1）

・メルヘン号年間売上を5％向上させるため
運行方法等の実施
　　繁忙期待ち時間短縮及び停車場所の見
　直し等の取組み

・繁忙期の随時運行実施。停車場所の見直
しは未実施
　　年間売上13,677千円

事業係
・子ども用屋内遊戯施設「あそボ～ネ」の
運営
　　円滑な運営と利用促進に向けた取組み

・あそボ～ネ実績：利用者数43,220人
・円滑な運営…利用者が多い時は入場制限
し安全に運営。冬に向けて床面にカーペッ
ト敷き、空気清浄器設置。
・利用促進に向けた取り組み…冬季イベン
ト花火ショー実施日には営業時間を延長。

　屋外花壇、見
本園及び大温室
等の花展示の設
計施工管理

  緑地係

運営企
画係

　公園の運営
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(2)  都市と農村との交流の機会の提供事業(公益目的事業１）

区 分 担当 主な計画や取組等
※新たな取組には下線あり

実　績

【四季イベントの開催】
・フラワーフェスティバル
　　 4/ 1～ 5/27   目標集客：127,600人
・サマーフェスティバル
　　 7/14～ 9/ 2   目標集客： 58,600人
・秋穫祭
　　 9/29～11/25   目標集客：122,500人
・ウインターフェスティバル
　　12/ 1～ 1/14　 目標集客：103,800人
・フラワーフェスティバル
　　 3/16～ 3/31 　目標集客： 42,000人

【計画どおり開催】
・フラワーフェスティバル
　　50日間　　入園者数：145,833人
・サマーフェスティバル
　　45日間　　入園者数： 52,347人
・秋穫祭
　　50日間　　入園者数：138,244人
・ウインターフェスティバル
　　39日間　　入園者数：102,298人
・フラワーフェスティバル
　　14日間　　入園者数： 51,607人

【サブイベントの開催】
・早朝ハスまつり
　 　7/14～16  　　目標集客：  6,500人
・仲秋のあかり祭
　　 9/15～17、 9/22～24
                   目標集客： 26,500人

【各種コンテストの開催】
・第20回ガーデニングコンテスト
  　 5/23～6/3     目標応募数：   80点
・第13回フォトコンテスト
                   目標応募数：  300点
・四季を詠む俳句コンテスト
                   目標応募数：1,500点

【通常開園外のイベント開催推進】

【計画どおり開催】
・早朝ハスまつり
  　3日間　　入園者数：  4,611人
・仲秋のあかり祭
　  6日間　　入園者数： 32,439人
 

【計画どおり開催】
・第20回ガーデニングコンテスト
  　 5/23～6/3　　応募総数： 47点
・第13回フォトコンテスト
    応募総数：284点
・四季を詠む俳句コンテスト
    応募総数：491点

【通常開園外のイベント誘致を積極的に推
進】
・カウントダウンイベント
　　12/31 19:00～ 1/ 1  1:00
　  入園者数：2,857人

目  的

  安城産業文化公園及び道の駅デンパーク安城を活用し、都市農業の振興と市民園芸の
普及のための各種事業を提供することにより、都市と農村との交流の機会の充実を図
り、潤いとゆとりのある快適な社会環境の体感、体験を通して、地域社会の健全な発展
を目指す。

　交流をより促
進するための季
節イベントの開
催

運営企
画係
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区 分 担当 主な計画や取組等
※新たな取組には下線あり

実　績

　交流をより促
進するための季
節イベントの開
催

【その他イベント】
　 4月　フラワーマーケット(市内生産者と
　　　　の共催)
　 5月　デンマークコリング音楽学校演奏
　　　　会
　 7月　田んぼアート鑑賞会（無料開園）
　11月　あいち花フェスタ２０１８
　 2月　安城市民デンパーク駅伝（無料開
　　　　園）
　 3月　桜まつり(夜間無料開園・半場川陽
　　　　光桜)

【計画どおり開催】
・4/21～22　フラワーマーケット（市内生
産者との共催）
　入園者数  11,243人
・5/20　デンマークコリング音楽学校演奏
会
　入園者数   4,554人
・7/21 無料開園　田んぼアート鑑賞会
　入園者数   5,287人
・11/22～25　4日間無料開園　あいち花
フェスタ2018
　入園者数   37,592人
・2/10  無料開園安城市民デンパーク駅伝
　入園者数 11,804人
・ 3/23～24  夜間無料開園　桜まつり
　夜間入園者数　674人

事業係

・定例講座の開催
　　平日集客に寄与する、新講座開催及び
　新規受講者獲得

・定例講座の開催　17講座 171回
  　参加人数 1,605人
・新講座開催
　①フラワーギャザリング　 3回
　　参加人数　  19人
　②料理教室　　　         1回
  　参加人数　   3人

・市内団体（学校、企業及び公共施設等）
へ向けた緑化指導

・公民館、アイシンＡＷ及びアンデンにて4
回の緑化指導を実施

・デンパークの花木と植栽技術の冊子作
成、発行

・開園20周年記念誌「花とみどりの20年」
　　3/28発行

・デンパークが持つ知識と技術を伝える生
涯学習の実施 4回

・計画どおり実施（夏学習1回、秋学習2
回、春学習2回）

　交流をより促
進するための体
験講座等の開催

緑地係
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区 分 担当 主な計画や取組等
※新たな取組には下線あり

実　績

　展示会の開催
運営企
画係

・ 4月　春の山野草展
　　　  自閉症の子供を応援する展示会
　　　（ＮＰＯ法人主催）
・ 6月  ボタニカルアート展
・ 9月　アートフラワー展
　　　　あかりアート展
・10月  表装展、秋の山野草展
・11月  菊花展
・12月  写真展
・ 1月　新春ハンギングバスケット作品展
・ 2月　フォトコンテスト優秀作品展
・ 3月  創作帯結び展、押し花展

・ 3/31～ 4/ 2 「あとりえ・クレッシェ
　　　　　　　　ンド展」
                 障がいのある子たちが
　　　　　　　　製作した作品展
・ 4/ 4～ 9 　 「春の山野草展」
・ 9/12～24    「あかりアート展」
・10/17～22    「花の表装展」
・10/24～29    「秋の山野草展」
・10/31～11/5  「菊花展」
・11/14～19    「アートフラワー展」
・12/ 5～17    「写真展　わたしたちの
　　　　　　　　デンパーク2018」
・12/27～ 1/14 「新春ハンギングバスケ
　　　　　　　　ット展」
・ 2/13～24　　「フォトコンテスト優秀
　　　　　　　　作品展」
・ 3/ 6～10    「創作帯結び展」
・ 3/13～25    「安城サルビア会押し花
　　　　　　　　展」

　

目  的

  安城産業文化公園及び道の駅デンパーク安城を活用し、花とみどりとのふれあいなど
自然に親しむことにより、憩いと安らぎの機会を安定的に確保して、潤いとゆとりのあ
る快適な社会環境の体感を通して、地域社会の健全な発展を目指す。そのために、花と
みどりのある心豊かな暮らしを提案する展示会を開催する。

(3)　憩いと安らぎの機会の提供事業(公益目的事業１）
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区 分 担当 主な計画や取組等
※新たな取組には下線あり

実　績

・ 4月　地元園芸農家によるフラワーマー
   　　ケット開催

・4/21～22　デンパークフラワーマーケッ
　　　　　ト開催

・5/11  連合愛知三河西地域協議会　メー
　　　デーフェスタ2018開催　6,852人
　　　　キッチンカー10台によるグルメゾ
　　　ーンの設置

・10月　西三河地域を中心とした食と雑貨
　　　のイベント開催

・11月　ＪＡまつり共催
　　　　あいち花フェスタ２０１８開催

・2月～3月　安城農林高等学校実習梅園一
　　　　　般公開の開催

・2/ 9～ 3/15　安城農林高等学校実習梅園
　　　　　　 一般公開の開催

【通年開催】
・県内産の豚肉を使ったソーセージ体験教
室の開催
　　目標体験者数： 5,500人
・県内産小麦粉を使ったクッキー作り体験
教室の開催
　　目標体験者数：10,000人

【通年開催】
・ソーセージ作り体験教室
    参加人数： 4,151人
・クッキー作り体験教室
    参加人数：14,248人

【随時開催】
・当日募集型「お手軽ソーセージ体験教
室」の開催
　　目標体験者数：500人
・四季イベントに連動した「期間限定クッ
キー作り体験教室」の開催
　　目標体験者数：2,000人
・地元生産者を講師とし「季節の農産物を
使った料理教室」の開催
　　目標体験者数：100人

【随時開催】
・当日募集型ソーセージ体験実績
  　参加人数：1,404人
　（内ＧＷ期間 398人）
・期間限定クッキー作り体験実績
　　参加人数：5,424人
・料理教室実績
　　参加人数：　　3人

　地元農産物を
使用し、その良
さを知っていた
だく契機となる
体験教室の開催

　地域の産業振
興の活性化を図
るためのイベン
トの開催

運営企
画係他

事業係

目  的

(4)　農業を始めとする産業の振興に寄与するための機会の提供事業(公益目的事業１）

  安城産業文化公園及び道の駅デンパーク安城を活用し、農業を始めとする地元産業の
振興に寄与するための機会を提供することにより、地域社会の健全な発展を目指す。

・11/22～25　あいち花フェスタ2018開催
  　　　　   西三河グルメ祭り開催
　           入園者数 37,592人
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(5)～(8)　植物の育成と研究事業（公益目的事業２）

区 分 担当 主な計画や取組等
※新たな取組には下線あり

実　績

　地域の環境・
特性に合う新品
種導入に関する
研究

・花壇用植物の新品種導入にあたり、この
地域での適性を研究し、栽培可能な品種に
ついては、地元栽培農家に育成方法の情報
を提供

・地元栽培農家との情報交換会を4回行い、
本地域で栽培可能な品種の育成方法等につ
いて情報交換を実施

　地域の環境・
特性に合う植物
の改良・保存

・品種固定用エキウム５系統の播種及びシ
ザンサス４品種の採種と系統保存を実施

・デンパークオリジナル品種作出のため、
品種改良を継続して実施
　エキウム：交配種5系統の播種および育成
の実施
　シザンサス：特別展示「オリジナルコレ
クション」を行い、種子の少ない2品種の採
種用株育成を実施

　希少品種及び
オリジナル品種
の育成・研究

・エキウムの育種、ブルーアマリリス及び
ショクダイオオコンニャクの育成と開花調
査

・エキウムの育種、ブルーアマリリス及び
ショクダイオオコンニャクの育成と開花調
査
　エキウム：育種株が徐々に劣化。固定育
種について検討し直すことに
　ブルーアマリリス：9月29日に開花し、フ
ローラルプレイスで展示。取材を受け、
2018年9月30日の中日新聞県内版に掲載。
　ショクダイオオコンニャク：コンニャク
イモの公開植えつけを行い、開花見込株の
公開準備をしたが未開花。HP育成ブログに
て情報発信を実施。

　特定植物保全
拠点園としての
植物収集・保全

・特定植物保全拠点園としてサルビア属、
ガマズミ属、ヒイラギナンテン属、ギボウ
シ属の収集及び保全

・特定植物保全拠点園としてサルビア属、
ガマズミ属、ヒイラギナンテン属、ギボウ
シ属の収集及び保全
　サルビア属：保存親株の挿木更新を実施
　ガマズミ属：見本園植栽用苗の育成と導
入（6種類）を実施
　ギボウシ属：見本園への捕植実施

　市民園芸の普及を図り、花とみどりのまちづくりに資するため、また、農業の振興に
寄与するために、地域の環境、特性に合う植物の育成研究及び品種改良に関する事業を
実施することにより、地域社会の健全な発展を目指す。

緑地係

目  的
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区 分 担当 主な計画や取組等
※新たな取組には下線あり

実　績

・北欧、地元地域等に関連する魅力ある土
産品の提供

・トーベおばさんの食料品店で新商品「い
ちじくサブレ」を販売

・マーケット内直営店舗をキャラクター
ショップに転換
　　ＮＨＫ子ども向けキャラクター（おさ
　るのジョージ、ひつじのショーン他）、
　ゲゲゲの鬼太郎、ミッフィー等の商品を
　順次入替

・ＮＨＫキャラクターショップ営業
　4/ 1～ 5/27　期間売上：1,216千円
・ゲゲゲの鬼太郎ショップ営業
　6/16～ 9/ 2　期間売上：1,543千円
・ミッフィーショップ営業
  9/ 8～11/26　期間売上：2,023千円

・平成３１年度予定の大温室耐震補強工事
に合わせた店舗リニューアルプランの作成

・各店舗のコンセプト案の作成。

・自動販売機による飲食物等の販売売切れ
による機会損失を防ぐため、設置事業者と
集客予測及びイベント情報の共有を図る

・自動販売機実績：6,150千円
・ＧＷ期間はデンパーク周辺の駐車場に保
冷車で待機し売切れによる機会損失の防止
・設置事業者と集客予測及びイベント情報
の共有

・催事企画による販売
　　魅力ある催事企画により販売収入及び
　入園者数の増加を図る
　(「猫のダヤン展」、「スヌーピー展」等
　を計画)

・猫のダヤン展　　　　　　　4/ 1～ 7/ 2
　　期間売上： 7,969千円
・３Ｄお化け屋敷のヒミツ　　7/14～ 9/ 2
　　期間売上：   534千円
・思わず声が出ちゃう科学展　9/ 8～11/ 4
　　期間売上： 1,601千円
・スヌーピー展　　　　　　 11/10～ 1/14
　　期間売上：15,332千円

・販売委託(移動販売事業者・出店等)によ
る販売参加事業者、日数を増やすと同時に
魅力ある事業者を誘致し、販売手数料収入
だけではなく入園者の増加も図る

・イベントに応じて、移動販売車による賑
わいの創出。
　　キッチンカー手数料収入：4,708千円
・秋、冬、春の各イベントにて「クリエー
ターズマルシェ」を開催。
　　延べ86ブース出店。

　デンパーク内の施設を最大限に生かし、多様な利用者のニーズに応えるため、直営店
舗、自動販売機、販売委託(移動販売事業者)、催事企画による販売などデンパークの魅
力を高める収益事業を実施する。実施にあたっては、「買う楽しさ」の場を提供するこ
とで、入園者の増加にもつながる事業とする。

(9) (10)　物品販売に関する事業（収益事業）

目  的

　直営店舗での
販売事業

事業係

　販売委託事業
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５　諸実績の推移
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その他
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６　計算書類

平成31年3月31日 現在
(単位：円)

科      目 当年度 前年度 増減

Ⅰ  資産の部

  1　流動資産

       現金預金

　　　　 現金 14,453,812 8,856,859 5,596,953

　　　　 普通預金 98,918,432 74,643,445 24,274,987

　　　　 定期預金 80,000,000 80,000,000 0

       現金預金合計 193,372,244 163,500,304 29,871,940

       商品 3,934,628 5,747,486 △1,812,858

       未収金 17,341,459 16,070,749 1,270,710

       仮払金 600 3,600 △3,000

       貯蔵品 177,360 229,423 △52,063

     流動資産合計 214,826,291 185,551,562 29,274,729

  2　固定資産

    (1)基本財産

         定期預金 101,000,000 101,000,000 0

  　 　基本財産合計 101,000,000 101,000,000 0

    (2)特定資産

         退職給付引当預金 102,675,314 89,155,314 13,520,000

    　 特定資産合計 102,675,314 89,155,314 13,520,000

   　固定資産合計 203,675,314 190,155,314 13,520,000

 　 資産合計 418,501,605 375,706,876 42,794,729

Ⅱ　負債の部

  1　流動負債

       未払金 72,028,984 63,080,238 8,948,746

       預り金 6,725,559 6,664,106 61,453

       仮受金 46,669 733,982 △687,313

   　流動負債合計 78,801,212 70,478,326 8,322,886

  2　固定負債 0

       退職給付引当金 102,675,314 89,155,314 13,520,000

   　固定負債合計 102,675,314 89,155,314 13,520,000

　  負債合計 181,476,526 159,633,640 21,842,886

Ⅲ  正味財産の部

  1　指定正味財産 101,000,000 101,000,000 0

       基本財産 101,000,000 101,000,000 0

       （うち基本財産への充当額） (101,000,000) (101,000,000) 0

  2　一般正味財産 136,025,079 115,073,236 20,951,843

       （うち特定資産への充当額） (102,675,314) (89,155,314) 13,520,000

  　正味財産合計 237,025,079 216,073,236 20,951,843

    負債及び正味財産合計 418,501,605 375,706,876 42,794,729

１　貸借対照表
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(単位：円)

科　　目 当　年　度 前 年 度 増　　減

1 Ⅰ 一般正味財産増減の部

2  1.  経常増減の部

3     (1)経常収益

4        ①基本財産運用益 136,350 181,800 △45,450

5            基本財産受取利息 136,350 181,800 △45,450

6        ②特定資産運用益 108,002 104,475 3,527

7            特定資産受取利息 108,002 104,475 3,527

8        ③事業収益 693,273,432 673,298,338 19,975,094

9            管理運営委託料等収益 334,769,000 357,049,402 △22,280,402

10            　指定管理料収益 331,769,000 331,869,000 △100,000

11            　イベント受託収益 3,000,000 25,180,402 △22,180,402

12            施設利用等収益 220,813,012 189,851,987 30,961,025

13              入園料収益 186,047,871 171,800,015 14,247,856

14              研修室等利用料収益 1,829,091 2,608,851 △779,760

15              遊戯施設利用料収益 32,936,050 15,443,121 17,492,929

16          　教室講座受講料収益 44,516,027 45,766,263 △1,250,236

17            　教室講座受講料収益 44,516,027 45,766,263 △1,250,236

18          　物品販売等事業収益 93,175,393 80,630,686 12,544,707

19              販売事業収益 74,712,725 66,742,835 7,969,890

20              販売委託等事業収益 18,462,062 13,816,995 4,645,067

21              雑収益 606 70,856 △70,250

22        ④運営協力金等収益 14,154,643 13,997,907 156,736

23          　テナント運営協力金収益 13,659,943 13,459,907 200,036

24            その他協力金収益 494,700 538,000 △43,300

25        ⑤雑収益 25,339,622 26,024,828 △685,206

26            雑収益 25,339,622 26,024,828 △685,206

27        経常収益計 733,012,049 713,607,348 19,404,701

28     (2)経常費用

29        ①事業費 700,983,188 715,970,236 △14,987,048

30 　　　　　 諸謝金 2,629,280 2,663,508 △34,228

31 　　　　　 給料手当 129,465,780 127,274,671 2,191,109

32 　　　　　 福利厚生費 28,078,734 26,955,625 1,123,109

33 　　　　　 臨時雇賃金 83,114,201 78,348,702 4,765,499

34 　　　　　 被服費 1,364,397 438,623 925,774

35 　　　　　 旅費交通費 318,310 248,790 69,520

36 　　　　　 消耗品費 10,278,049 15,058,976 △4,780,927

37 　　　　　 消耗器具備品費 62,866 291,229 △228,363

38 　　　　　 光熱水料費 62,860,447 60,508,761 2,351,686

39 　　　　　 燃料費 1,146,667 1,161,202 △14,535

40 　　　　　 原材料費 21,601,428 23,730,043 △2,128,615

41 　　　　　 肥料農薬費 619,733 607,258 12,475

42 　　　　　 種苗費 21,439,709 29,021,666 △7,581,957

43 　　　　　 印刷製本費 9,863,398 9,609,920 253,478

44 　　　　　 集客促進費 0 36,031 △36,031

45 　　　　　 通信運搬費 1,689,768 1,708,700 △18,932

46 　　　　　 保険料 970,900 1,050,700 △79,800

47 　　　　　 広告料 23,798,112 29,684,416 △5,886,304

48 　　　　　 手数料 2,193,841 2,060,998 132,843

２　正味財産増減計算書

平成30年4月1日から平成31年3月31日まで
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科　　目 当　年　度 前 年 度 増　　減

49 　　　　　 委託費 177,507,308 200,110,174 △22,602,866

50 　　　　　 修繕費 16,460,863 18,217,794 △1,756,931

51 　　　　　 使用料及び賃借料 4,290,154 6,992,082 △2,701,928

52 　　　　　 租税公課 25,429,510 20,995,260 4,434,250

53 　　　　　 負担金 11,324,661 11,223,063 101,598

54 　　　　　 退職給付費用 13,151,000 6,810,000 6,341,000

55 　　　　　 売上原価 51,315,762 41,152,534 10,163,228

56 　　　　　 　期首商品棚卸高 4,844,921 4,650,672 194,249

57 　　　　　 　当期商品仕入高 49,843,201 41,346,783 8,496,418

58 　　　　　 　期末商品棚卸高 △3,372,360 △4,844,921 1,472,561

59 　　　　　 雑費 8,310 9,510 △1,200

60        ②管理費 11,069,508 9,359,886 1,709,622

61            役員報酬 247,500 217,500 30,000

62            諸謝金 401,000 436,000 △35,000

63            給料手当 4,164,344 3,817,140 347,204

64            福利厚生費 2,377,785 2,811,613 △433,828

65            被服費 50,000 100,000 △50,000

66            旅費交通費 1,540 0 1,540

67            消耗品費 159,585 152,598 6,987

68            消耗器具備品費 348,840 0 348,840

69            印刷製本費 4,860 0 4,860

70            保険料 88,080 0 88,080

71            手数料 86,518 48,615 37,903

72            委託費 995,760 73,872 921,888

73            使用料及び賃借料 519,696 259,848 259,848

74            租税公課 2,300 0 2,300

75            負担金 1,252,700 1,252,700 0

76            退職給付費用 369,000 190,000 179,000

77        経常費用計 712,052,696 725,330,122 △13,277,426

78      当期経常増減額 20,959,353 △11,722,774 32,682,127

79  2.　経常外増減の部

80     (1)経常外収益

81       　 過年度修正益 0 0 0

82        経常外収益計 0 0 0

83     (2)経常外費用

84          過年度修正損 7,510 0 7,510

85        経常外費用計 7,510 0 7,510

86      当期経常外増減額 △7,510 0 △7,510

87      他会計振替額 0 0 0

88      当期一般正味財産増減額 20,951,843 △11,722,774 32,674,617

89      一般正味財産期首残高 115,073,236 126,796,010 △11,722,774

90      一般正味財産期末残高 136,025,079 115,073,236 20,951,843

91 Ⅱ 指定正味財産増減の部

92      当期指定正味財産増減額 0 0 0

93      指定正味財産期首残高 101,000,000 101,000,000 0

94      指定正味財産期末残高 101,000,000 101,000,000 0

95 Ⅲ 正味財産期末残高 237,025,079 216,073,236 20,951,843

-19-



(単位：円)

公益目的事業1 公益目的事業2 共通 小計

1 Ⅰ 一般正味財産増減の部

2   1. 経常増減の部

3     (1)経常収益

4        ①基本財産運用益 136,350 0 0 136,350 0 0 136,350

5            基本財産受取利息 136,350 0 0 136,350 0 0 136,350

6        ②特定資産運用益 108,002 0 0 108,002 0 0 108,002

7            特定資産受取利息 108,002 0 0 108,002 0 0 108,002

8        ③事業収益 265,329,039 0 323,699,492 589,028,531 93,175,393 11,069,508 693,273,432

9            管理運営委託料等収益 0 0 323,699,492 323,699,492 0 11,069,508 334,769,000

10            　指定管理料収益 0 0 320,699,492 320,699,492 0 11,069,508 331,769,000

11            　イベント受託収益 0 3,000,000 3,000,000 0 0 3,000,000

12            施設利用等収益 220,813,012 0 0 220,813,012 0 0 220,813,012

13              入園料収益 186,047,871 0 0 186,047,871 0 0 186,047,871

14              研修室等利用料収益 1,829,091 0 0 1,829,091 0 0 1,829,091

15              遊戯施設利用料収益 32,936,050 0 0 32,936,050 0 0 32,936,050

16          　教室講座受講料収益 44,516,027 0 0 44,516,027 0 0 44,516,027

17            　教室講座受講料収益 44,516,027 0 0 44,516,027 0 0 44,516,027

18          　物品販売等事業収益 0 0 0 0 93,175,393 0 93,175,393

19              販売事業収益 0 0 0 0 74,712,725 0 74,712,725

20              販売委託等事業収益 0 0 0 0 18,462,062 0 18,462,062

21              雑収益 0 0 0 0 606 0 606

22        ④運営協力金等収益 14,154,643 0 0 14,154,643 0 0 14,154,643

23          　テナント運営協力金収益 13,659,943 0 0 13,659,943 0 0 13,659,943

24            その他協力金収益 494,700 0 0 494,700 0 0 494,700

25        ⑤雑収益 25,339,622 0 0 25,339,622 0 0 25,339,622

26            雑収益 25,339,622 0 0 25,339,622 0 0 25,339,622

27        経常収益計 305,067,656 0 323,699,492 628,767,148 93,175,393 11,069,508 733,012,049

28     (2)経常費用

29        ①事業費 607,533,081 8,706,421 0 616,239,502 84,743,686 700,983,188

内部取
引消去

公益目的事業会計

正味財産増減計算書（内訳表）

科      目 収益事業会計 法人会計 合計

   平成30年4月1日から平成31年3月31日まで
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公益目的事業1 公益目的事業2 共通 小計
内部取
引消去

公益目的事業会計
科      目 収益事業会計 法人会計 合計

30 　　　　　 諸謝金 2,629,280 0 0 2,629,280 0 2,629,280

31 　　　　　 給料手当 119,280,004 3,556,885 0 122,836,889 6,628,891 129,465,780

32 　　　　　 福利厚生費 25,262,129 640,119 0 25,902,248 2,176,486 28,078,734

33 　　　　　 臨時雇賃金 66,395,578 2,085,726 0 68,481,304 14,632,897 83,114,201

34 　　　　　 被服費 1,165,666 0 0 1,165,666 198,731 1,364,397

35 　　　　　 旅費交通費 261,720 37,800 0 299,520 18,790 318,310

36 　　　　　 消耗品費 9,597,169 46,859 0 9,644,028 634,021 10,278,049

37 　　　　　 消耗器具備品費 62,866 0 0 62,866 0 62,866

38 　　　　　 光熱水料費 60,667,872 0 0 60,667,872 2,192,575 62,860,447

39 　　　　　 燃料費 1,086,027 60,640 0 1,146,667 0 1,146,667

40 　　　　　 原材料費 21,319,695 281,733 0 21,601,428 0 21,601,428

41 　　　　　 肥料農薬費 548,528 71,205 0 619,733 0 619,733

42 　　　　　 種苗費 21,396,055 43,654 0 21,439,709 0 21,439,709

43 　　　　　 印刷製本費 9,366,598 496,800 0 9,863,398 0 9,863,398

44 　　　　　 集客促進費 0 0 0 0 0 0

45 　　　　　 通信運搬費 1,540,054 0 1,540,054 149,714 1,689,768

46 　　　　　 保険料 913,180 0 0 913,180 57,720 970,900

47 　　　　　 広告料 23,798,112 0 0 23,798,112 0 23,798,112

48 　　　　　 手数料 1,485,992 0 0 1,485,992 707,849 2,193,841

49 　　　　　 委託費 177,160,659 144,000 0 177,304,659 202,649 177,507,308

50 　　　　　 修繕費 16,436,887 0 0 16,436,887 23,976 16,460,863

51 　　　　　 使用料及び賃借料 3,855,215 0 0 3,855,215 434,939 4,290,154

52 　　　　　 租税公課 20,675,874 0 0 20,675,874 4,753,636 25,429,510

53 　　　　　 負担金 11,312,661 12,000 0 11,324,661 0 11,324,661

54 　　　　　 退職給付費用 11,307,000 1,229,000 0 12,536,000 615,000 13,151,000

55 　　　　　 売上原価 0 0 0 0 51,315,762 51,315,762

56 　　　　　 　期首商品棚卸高 0 0 0 0 4,844,921 4,844,921

57 　　　　　 　当期商品仕入高 0 0 0 0 49,843,201 49,843,201

58 　　　　　 　期末商品棚卸高 0 0 0 0 △3,372,360 △3,372,360

59 　　　　　 雑費 8,260 0 0 8,260 50 8,310

60        ②管理費 11,069,508 11,069,508

61            役員報酬 247,500 247,500

-21-



公益目的事業1 公益目的事業2 共通 小計
内部取
引消去

公益目的事業会計
科      目 収益事業会計 法人会計 合計

62            諸謝金 401,000 401,000

63            給料手当 4,164,344 4,164,344

64            福利厚生費 2,377,785 2,377,785

65            被服費 50,000 50,000

66            旅費交通費 1,540 1,540

67            消耗品費 159,585 159,585

68 　　　　　 消耗器具備品費 348,840 348,840

69 　　　　　 印刷製本費 4,860 4,860

70 　　　　　 保険料 88,080 88,080

71            手数料 86,518 86,518

72            委託費 995,760 995,760

73            使用料及び賃借料 519,696 519,696

74            租税公課 2,300 2,300

75            負担金 1,252,700 1,252,700

76            退職給付費用 369,000 369,000

77        経常費用計 607,533,081 8,706,421 0 616,239,502 84,743,686 11,069,508 712,052,696

78      当期経常増減額 △302,465,425 △8,706,421 323,699,492 12,527,646 8,431,707 0 20,959,353

79   2. 経常外増減の部

80     (1)経常外収益

81          過年度修正益 0 0 0 0 0 0 0

82        経常外収益計 0 0 0 0 0 0 0

83     (2)経常外費用

84          過年度修正損 1,472 0 0 1,472 6,038 0 7,510

85        経常外費用計 1,472 0 0 1,472 6,038 0 7,510

86      当期経常外増減額 △1,472 0 0 △1,472 △6,038 0 △7,510

87      他会計振替額 0 0 3,543,724 3,543,724 △3,543,724 0 0

88      当期一般正味財産増減額 △302,466,897 △8,706,421 327,243,216 16,069,898 4,881,945 0 20,951,843

89      一般正味財産期首残高 0 0 57,122,626 57,122,626 56,950,610 1,000,000 115,073,236

90      一般正味財産期末残高 △302,466,897 △8,706,421 384,365,842 73,192,524 61,832,555 1,000,000 136,025,079

91 Ⅱ 指定正味財産増減の部

92      当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0 0 0

93      指定正味財産期首残高 0 0 101,000,000 101,000,000 0 0 101,000,000

94      指定正味財産期末残高 0 0 101,000,000 101,000,000 0 0 101,000,000

95 Ⅲ 正味財産期末残高 △302,466,897 △8,706,421 485,365,842 174,192,524 61,832,555 1,000,000 237,025,079
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３ 財務諸表に対する注記 

 

１．継続事業の前提に関する注記 

 継続事業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況はない。 

２．重要な会計方針 

平成２５年度事業から「公益法人会計基準」（平成 20 年 4 月 11 日 平成 21 年 10 月 16

日改正内閣府公益認定等委員会）を採用している。 

（１） 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

商品・・・移動平均法に基づく原価法によっている。 

（２） 引当金の計上基準 

退職給付引当金・・・職員の退職給付の支給に備えるため、期末自己都合支給額に相

当する金額を計上している。 

（３） 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税込方式によっている。 

３．会計方針の変更 

該当なし。 

４．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。    (単位：円) 

科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

基本財産 

定期預金 

 

101,000,000 

 

0 

 

0 

 

101,000,000 

小  計 101,000,000 0 0 101,000,000 

特定資産     

  退職給付引当資産 89,155,314 13,520,000 0 102,675,314 

小  計 89,155,314 13,520,000 0 102,675,314 

合  計 190,155,314 13,520,000 0 203,675,314 

 

５．基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。      (単位：円) 

科 目 当期末残高 
（うち指定正味財産

からの充当額） 

（うち一般正味財

産からの充当額） 

（うち負債に対応す

る額） 

基本財産 

定期預金 

 

101,000,000 

 

(101,000,000) 

 

― 

 

― 

小  計 101,000,000 (101,000,000) ― ― 

特定資産     

  退職給付引当資産 102,675,314 ― ― (102,675,314) 

小  計 102,675,314 ― ― (102,675,314) 

合  計 203,675,314 （101,000,000） ― (102,675,314) 
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６．担保に供している資産 

該当なし 

７．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

該当なし 

８．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高 

貸倒引当金なし 

９．債務保証等の偶発債務 

該当なし 

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

    該当なし 

11. 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 

  該当なし 

12. 基金及び代替基金の増減額及びその残高 

  該当なし 

13. 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳 

  該当なし 

14. 関連当事者との取引内容 

  該当なし 

15. キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲及び重要な非資金取引 

  大規模法人に該当しないため、キャッシュ・フロー計算書の作成義務なし 

16. 重要な後発事象 

  該当なし 
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４ 附属明細書 

 

１．基本財産及び特定資産の明細 

(単位：円) 

 

 

２．引当金の明細 

(単位：円) 

科 目 期首残高 当期増加額 
当期減少額 

期末残高 
目的使用 その他 

退職給付

引当金 

 

89,155,314 

 

13,520,000 

 

0 

 

0 

 

102,675,314 

合 計 
 

89,155,314 

 

13,520,000 

 

0 

 

0 

 

102,675,314 

 

科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

基本財産 

定期預金 

 

101,000,000 

 

0 

 

0 

 

101,000,000 

小  計 101,000,000 0 0 101,000,000 

特定資産     

  退職給付引当資産 89,155,314 13,520,000 0 102,675,314 

小  計 89,155,314 13,520,000 0 102,675,314 

合  計 190,155,314 13,520,000 0 203,675,314 
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平成31年3月31日現在
（単位：円）

場所・物量等 使用目的等 金額

（流動資産）

現金 手元保管 運転資金 14,453,812

普通預金 98,918,432

　あいち中央農協　本店 運転資金 7,270,107

　あいち中央農協　本店 運転資金 30,227,153

　あいち中央農協　本店 運転資金 48,583,643

　あいち中央農協　本店 運転資金 7,496,912

　あいち中央農協　本店 運転資金 5,340,617

定期預金 　あいち中央農協　本店 運転資金 80,000,000

未収金 17,341,459

安城市 入園料、委託料の未収分（公益目的事業） 8,773,320

㈱ネクスト等テナント 運営協力金等の未収分（公益目的事業） 3,194,497

i･JTB･ｾﾌﾞﾝﾁｹｯﾄ等旅行社 入園料・教室講座受講料の未収分（公益目的事業） 3,454,649

トヨタファイナンス等 自販機・物販等の未収分（収益事業） 1,918,993

仮払金 ㈱ネクスト 安城市職員互助会 600

商品 3,934,628

販売用商品 在庫（収益事業） 3,372,360

体験用商品 在庫（公益事業） 562,268

貯蔵品 収入印紙・切手 公益目的事業 177,360

流動資産合計 214,826,291

（固定資産）

基本財産 101,000,000

　定期預金 あいち中央農協　本店 公益目的事業の保有財産 101,000,000

特定資産 102,675,314

　退職給付引当資産 定期預金 102,675,314

  あいち中央農協　本店 退職給付引当金に見合う引当資産 89,204,374

　碧海信用金庫　本店 退職給付引当金に見合う引当資産 13,470,940

固定資産合計 203,675,314

資産合計 418,501,605

（流動負債）

未払金 72,028,984

深津園芸株式会社等 施設保守点検業務委託等の未払金（公益目的事業） 56,947,265

㈱ワック、㈱ハンズプロ等 商品仕入れ、企画展等の未払金（収益事業） 14,260,197

㈱ネクスト等 共通商品券利用分等の未払金（法人会計） 821,522

預り金 6,725,559

職員、臨時職員等 所得税・社会保険料等 4,983,059

施設利用者等 共通商品券 1,742,500

仮受金 ㈱ネクスト、㈲安城の郷 旅行社からの売掛金の預かり等 46,669

流動負債合計 78,801,212

（固定負債）

退職給付引当金 職員の退職金支払いに備えたもの 102,675,314

固定負債合計 102,675,314

負債合計 181,476,526

正味財産 237,025,079

５　財産目録

貸借対照表科目
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監 査 報 告 書 

 

                      平成３１年４月２５日  

 

公益財団法人安城都市農業振興協会 

 理事長 神 谷  学 様 

 

 

公益財団法人安城都市農業振興協会 

 

               監 事  加 藤 新 一智  

 

               監 事  早 川 智 光   

 

 

私たち監事は、平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの事業年度の理

事の職務の執行を監査いたしました。その方法及び結果について、次のとおり報告し

ます。 

 

１ 監査の方法及びその内容 

  各監事は、理事等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境整備に努めると

ともに、理事会等の会議に出席し、理事等からその職務の執行状況について報告を

受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況

を調査いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告について

検討いたしました。 

  さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係る計算

書類（貸借対照表及び正味財産増減計算書）及びその附属明細書並びに財産目録に

ついて検討いたしました。 

２ 監査意見 

（１）事業報告等の監査結果 

  ア 事業報告は、法令及び定款に従い、法人の状況を正しく示しているものと認

めます。 

  イ 理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重

大な事実は認められません。 

（２）計算書類及びその附属明細書並びに財産目録の監査結果 

   計算書類及びその附属明細書並びに財産目録は、法人の財産及び損益の状況を

すべての重要な点において適正に示しているものと認めます。 
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令和元年度 

事業計画書 

及び 

収支予算書 

自 平成３１年 ４月 １日 

至 令和 ２年 ３月３１日 

公益財団法人安城都市農業振興協会 

-29-



令和元年度公益財団法人安城都市農業振興協会事業計画書

１ はじめに 

公益財団法人安城都市農業振興協会（以下「協会」という。）は、安城市の貴重な観光資

源であるデンパークを運営するに当たり、四季を通じた花とみどりの充実、市民の参加、

交流を促す各種イベントの開催や体験講座の充実及び安城市が目指す「健幸都市」実現に

関連する施策の一端を担うなど、行政と連携し、地域社会に貢献するという使命感を持っ

て取り組んでまいりました。

本年度は、デンパークの主要施設である花の大温室が耐震及び空調改修等の工事により

長期間閉鎖するため、入園者や直営店の閉鎖に伴う収益の落ち込みが懸念されますが、そ

れを補うべく新たな事業を展開するとともに、ジャブジャブ池のリニューアルといった新

たな経営資源を最大限活用することにより、幅広い世代の方々にとって魅力溢れる公園と

なるよう職員一同一丸となって取り組んでまいります。

２ 運営方針 

（１）全般

新たに設定した長期ビジョン「楽しく心豊かに過ごせるみんなのデンパーク」を目指

して、第５次中期計画の初年度としての事業を展開します。

（２）花とみどり

花の大温室担当の人員を屋外花壇や劣化エリアの改修に投入し、デンパークの植栽の

魅力を一段と向上させます。また、植物ガイドや園芸講座を積極的に開催し、花とみど

りの魅力を伝えます。

（３）イベント企画

四季イベント開催に加え、水あそび場としてリニューアルするジャブジャブ池を活用

したイベントを開催し、夏季入園者の獲得に取り組みます。また、企業・各種団体が行

う周年・福利厚生イベント等を積極的に誘致します。

（４）体験教室

お客様のニーズを捉えた魅力あるアウトドア体験教室を新たに提供するとともに、子

ども用屋内遊戯施設「あそボ～ネ」の利用促進に取り組みます。

（５）物品販売

花の大温室改修に併せて閉店する直営店舗の売り上げ減を補うために、ブランド力の

ある企画展に合わせたグッズの販売やデンパークの自然を活用した屋外型恐竜展示「デ

ィノランド」を通年開催することにより、売上及び手数料収入の増加に取り組みます。
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３ 事業体系図 

 

 

 

 

 

 

公
益

目
的
事
業 

(公益目的事業１) 

公の施設を活用

して、都市と農村

との交流の場と機

会及び憩いと安ら

ぎの場と機会を提

供するとともに、

農業を始めとする

産業の振興に寄与

するための機会を

提供する事業 

(1)都市と農村との交流

及び憩いと安らぎの場

の提供事業 

(公益目的事業２) 

地域の環境、特

性に合う植物の育

成研究及び品種改

良に関する事業 

(2)都市と農村との交流

の機会の提供事業 

(3)憩いと安らぎの機会

の提供事業 

(4)農業を始めとする産

業の振興に寄与するた

めの機会の提供事業 

(9)直営店舗での販売事業 

(5)地域の環境・特性に合う新品種導入

に関する研究 

(6)地域の環境・特性に合う植物の改

良・保存 

(7)希少品種及びオリジナル品種の育

成・研究 

(8)特定植物保全拠点園としての植物

収集・保全 

(10)販売委託事業 

（収益事業） 

物品販売に関す

る事業 

収
益
事
業 

・公園内の樹木、芝生及び建
物等の管理 

・道の駅の管理 
・屋外花壇、見本園及び大温

室等の花展示の設計施工管
理 

・公園の運営 

・交流をより促進するための
季節イベントの開催 

・交流をより促進するための
体験講座等の開催 

・展示会の開催 

・花とみどりに関する情報発

信と交流する機会を提供 

・地域の産業振興の活性化を
図るためのイベントの開催 

・地元農産物を使用し、その
良さを知っていただく契機
となる体験教室の開催 
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４　事業別計画書

(1) 都市と農村との交流及び憩いと安らぎの場の提供事業(公益目的事業１）

担当

施設係

事業係

・ジャブジャブ池水遊び場の維持管理

・正面ゲート及び道の駅周辺エリア等の樹木保全（高木剪定）

運営企
画係

・広告宣伝方法の見直し(愛知県内全域をカバーできるＰＲ方法）
新聞折込広告中心から情報誌等への転換

【見本園の管理】
・見本園（ナシ、ギボウシ、カンナ等）の維持管理
・トピアリーの作成管理

・植物の見ごろに合わせた植物情報の提供
見ごろの植物説明パネル設置：５０回（内新規設置１０回）

　道の駅の管理

目  的

区 分

緑地係

　公園内の樹木、芝生及
び建物等の管理

施設係

・建物及び設備の老朽化対策
花の大温室耐震改修等工事及び園路改修工事に係る工程等の

調整及び安全対策
トイレ洋式化及び中水配管設備強化の推進

・施設の保守点検、樹木及び芝生の適正維持管理等

・植物エリアの計画的な改修　１箇所（サマースノーボーダー）

・植物名のラベル作成、取付け（年間100枚）
・品種不明植物の調査及びラベル作成、取付け（年間20枚）

  指定管理者として受託した安城産業文化公園及び道の駅デンパーク
安城を広く市民に提供し、都市と農村との交流及び憩いと安らぎの場
を安定的に確保して、潤いとゆとりのある快適な社会環境を体感、体
験することによって、地域社会の健全な発展を目指す。

主な計画や取組等　※新たな取組には下線あり

・施設の保守点検等

・花壇や温室展示のコンセプトを伝える現地表示
屋外花壇：９回、温室５回

・子ども用屋内遊戯施設「あそボ～ネ」の運営
公園の開園時間に合わせた利用時間の延長

・デンパーク公式ウェブサイトのリニューアル
デザイン性、機能性に優れたウェブサイトに更新

・多言語案内マップ試作
外国人来園者増加に伴い、案内マップの多言語版を作成

・企業、各種団体の積極的な誘致
企業等の周年・福利厚生イベント及び展示会等での利用を提案

　屋外花壇、見本園及び
大温室等の花展示の設計
施工管理

緑地係

公園の運営
・入園業務全般のＩＴ化推進

チケット発券から売上集計まで一連業務のシステム化調査

【花の大温室でのフラワーショーの開催】
・アーリーサマーフラワーショー　  4/ 8～ 5/ 6
・花の大温室閉鎖                  5/ 7～ 3/13
・リニューアルフラワーショー 2020/3/14～ 6/ 1
・ガーデンルームの企画展示等（３回）
　　華やかな春のツバキ展     2019/3/16～ 4/15

エキウム展 4/20～ 5/ 6
シークレットガーデン     2020/3/15～ 4/13
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担当

運営企
画係・
緑地係

緑地係

・花とみどりで囲まれたエリアで期間限定の飲食ゾーンの設置

目  的

事業係

　交流をより促進するた
めの体験講座等の開催

区 分 主な計画や取組等　※新たな取組には下線あり

・団体（学校、企業及び公共施設等）へ向けた緑化指導

(2)  都市と農村との交流の機会の提供事業(公益目的事業１）

  安城産業文化公園及び道の駅デンパーク安城を活用し、都市農業の
振興と市民園芸の普及のための各種事業を提供することにより、都市
と農村との交流の機会の充実を図り、潤いとゆとりのある快適な社会
環境の体感、体験を通して、地域社会の健全な発展を目指す。

　交流をより促進するた
めの季節イベントの開催

運営企
画係

・定例講座の開催
　　平日集客に寄与する、新講座開催及び新規受講者獲得
　　自然を活用したアウトドア体験講座（ツリークライミング、
　バーベキュー等）の開催

・幼児、児童向けの体験プログラム及びイベントの立案・試行
　　あそボ～ネで親子で楽しめる機会を提供

　

【四季イベントの開催】
・フラワーフェスティバル
　　 4/ 1～ 5/26　   目標集客：137,000人
 

・サマーフェスティバル
　　 7/13～ 9/ 1　   目標集客： 67,800人
　（早朝ハスまつり　7/13～15　目標集客： 4,500人含む）
　

・秋穫祭
　　 9/14～11/ 4　   目標集客：110,600人
　（仲秋のあかり祭　9/21～23　目標集客：18,000人含む）
　

・ウインターフェスティバル
　　11/23～ 1/27　　 目標集客：117,900人
 

・フラワーフェスティバル
　　 3/14～ 3/31 　　目標集客： 45,300人
　

【各種コンテストの開催】
・第２１回ガーデニングコンテスト
  　 5/22～6/2       目標応募数：   80点
　

・第１４回フォトコンテスト
                     目標応募数：  300点

・四季を詠む俳句コンテスト
　　　　　　　　　　 目標応募数：1,500点
　
【その他イベント】
・メーデーフェスタ                    　　5月
・田んぼアート鑑賞会（無料開園）　 　 　　7月
・安城市民デンパーク駅伝（無料開園）  　　2月
・桜まつり(夜間無料開園・半場川陽光桜)　　3月
・恋人の聖地を活かしたイベントの企画立案
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(3) 憩いと安らぎの機会の提供事業(公益目的事業１）

担当

運営企
画係・
緑地係

事業係
緑地係

(4) 農業を始めとする産業の振興に寄与するための機会の提供事業(公益目的事業１）

担当

（４）次ページへ

運営企
画係

・園内植物ガイドの実施方法を立案・試行

・2月  フォトコンテスト優秀作品展

区 分 主な計画や取組等　※新たな取組には下線あり

主な計画や取組等　※新たな取組には下線あり

  安城産業文化公園及び道の駅デンパーク安城を活用し、花とみどり
とのふれあいなど自然に親しむことにより、憩いと安らぎの機会を安
定的に確保して、潤いとゆとりのある快適な社会環境の体感を通し
て、地域社会の健全な発展を目指す。

・4月　春の山野草展
自閉症の子供を応援する展示会（ＮＰＯ法人主催）

・11月 菊花展

　展示会の開催

区 分

・1月  新春ハンギングバスケット作品展

　地域の産業振興の活性
化を図るためのイベント
の開催

運営企
画係他

　花とみどりに関する情
報発信と交流する機会を
提供

・ 5月　西三河地域を中心とした食と雑貨のイベント開催
労働組合(連合愛知メーデーフェスタ)家族ふれあいイベ
ント開催

目  的

・クリスマスガーデンニングコンテストの企画

・11月　ＪＡまつり共催

・初心者向け園芸講座の試行

・子どもを対象とした園芸講座及び教育プログラムの実施 ４回
園内多種植物を教材に園芸や植物に関する知識を教育

・珍しい植物・話題性のある植物の展示を企画緑地係

目  的

・地元企業製品の展示会
企業の新製品や新技術を宣伝する場の提供

・ 4月　地元園芸農家によるフラワーマーケット開催

  安城産業文化公園及び道の駅デンパーク安城を活用し、農業を始め
とする地元産業の振興に寄与するための機会を提供することにより、
地域社会の健全な発展を目指す。

・2月～3月　安城農林高等学校実習梅園一般公開の開催

・10～11月　（仮称）デンパーク花フェスタ開催

・10月　西三河地域を中心とした食と雑貨のイベント開催
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担当

(5)～(8)　植物の育成と研究事業（公益目的事業２）

担当

　特定植物保全拠点園と
しての植物収集・保全

【通年開催】
・県内産の豚肉を使ったソーセージ体験教室の開催

目標体験者数：5,500人

・県内産小麦粉を使ったクッキー作り体験教室の開催
目標体験者数：10,000人

・県内産の豚肉を使ったソーセージ入りパン作り体験教室の開催
目標体験者数：9,000人

・品種固定用エキウム５系統の播種及びシザンサス４品種の採種と
系統保存を実施

区 分 主な計画や取組等　※新たな取組には下線あり

（４）前ページより

緑地係

・特定植物保全拠点園としてサルビア属、ガマズミ属、ヒイラギナ
ンテン属、ギボウシ属の収集、保全及び展示

事業係

　地域の環境・特性に合
う植物の改良・保存

区 分

　地元農産物を使用し、
その良さを知っていただ
く契機となる体験教室の
開催

目  的

・デンパークで植栽実績のある優良品種のうち、樹木に関する情報を
まとめ、公開方法を検討

　地域の環境・特性に合
う新品種導入に関する研
究

　希少品種及びオリジナ
ル品種の育成・研究

・エキウムの育種、ブルーアマリリス及びショクダイオオコンニャ
クの育成と開花調査

【随時開催】
・当日募集型「お手軽ソーセージ体験教室」の開催

目標体験者数：500人

・四季イベントに連動した「期間限定クッキー作り体験教室」の開催
目標体験者数：2,000人

・地元の農産物を使った体験教室の開催
目標体験者数：50人

・地元栽培農家を講師とした園芸教室の開催
目標体験者数：100人

　市民園芸の普及を図り、花とみどりのまちづくりに資するため、ま
た、農業の振興に寄与するために、地域の環境、特性に合う植物の育
成研究及び品種改良に関する事業を実施することにより、地域社会の
健全な発展を目指す。

主な計画や取組等　※新たな取組には下線あり

・新品種への取り組み・公開
新品種を５品種選定し育成。環境適応する植物を公開
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(9) (10)　物品販売に関する事業（収益事業）

担当

・飲食など新分野進出の研究
　　来園者ニーズが高いグルメを充実させるべく飲食経営手法を
　調査、研究

目  的

区 分 主な計画や取組等　※新たな取組には下線あり

・販売委託(移動販売事業者・出店等)による販売
　　出店場所を風車の広場エリアやクラブハウス周辺および花木園
　エリアへ変更。マルシェ形式の出店方法により販売手数料のみで
　なく入園者の増加も図る

・花の大温室耐震補強等工事に合わせた既存店舗の閉店及び
　リニューアル後の新店舗オープンの準備

・催事企画による販売
　　魅力ある催事企画により販売収入及び入園者数の増加を図る
　　(「不思議の国のアリス展」、「猫のダヤン展」等を計画)

・ジャブジャブ池周辺でウォーターパークを開催　(7月～8月）
  　夏季集客対策

・長期間開催の屋外催事による販売
　　不思議の森で開催する屋外型恐竜展示「ディノランド」の管理
　運営を行い、収益と集客の向上を図る

・自動販売機による飲食物等の販売
  　設置事業者の見直しにより収益の向上を図るとともに、飲食物
　等の売切れによる機会損失を防ぐため、設置事業者と集客予測及
　びイベント情報の共有を図る

　販売委託事業

　直営店舗での販売事業

事業係

　デンパーク内の施設を最大限に生かし、多様な利用者のニーズに応
えるため、直営店舗、自動販売機、販売委託(移動販売事業者)、催事
企画による販売などデンパークの魅力を高める収益事業を実施する。
実施にあたっては、「買う楽しさ」の場を提供することで、入園者の
増加にもつながる事業とする。
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５　諸実績の推移　（平成30年度は推計）

1-3月　

10-12月　

7-9月　

4-6月　

その他

教室講座受講料収益

物品販売等事業収益

入園料収益

その他委託料収益

入園者数の推移（直近５年間）

経常収益の推移（直近５年間）

331 331 336 357 335

171 173 173
172

181

86 75 80
81 88

26 32
48

46 45
61 66

55
57 72

675 677
692

713 721

0
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800

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

経常収益の推移（直近５年間）【単位：百万円】

161,748 150,978 146,807 155,074
185,087

98,583 110,414
91,784

106,415

103,033

170,679 174,755
187,489

180,114

416,641

88,964 97,871 109,565
118,484

95,459519,974
534,018 535,443

560,085

600,000

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

入園者数の推移（直近５年間）【単位：人】

管理運営委託料

等収益

（推計）

（推計）
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その他

委託費

一般正味財産

指定正味財産

給料、福利厚
生及び賃金

経常費用の推移（直近５年間）

正味財産期末残高の推移（直近５年間）

225 231 235 239 248

153
183 177

200 177

67

61 59
61

6344
35 45

41 52
24

28 26
29 21

24
25 27

30 32
113

120 118

125
109

650
683 687

725
702
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平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

経常費用の推移（直近５年間）【単位：百万円】

101 101 101 101 101 

147 141 146
115 117
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平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

正味財産期末残高の推移（直近５年間）【単位：百万円】

444

光熱水料費

売上原価

418
448 447

416

種苗費

広告料

（推計）

（推計）
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（単位：円）

1

2

3

4 112,000 130,000 △ 18,000

5 　 基本財産受取利息 112,000 130,000 △ 18,000

6 100,000 111,000 △ 11,000

7 　 特定資産受取利息 100,000 111,000 △ 11,000

8 634,044,000 667,359,000 △ 33,315,000

9 管理運営委託料等収益 329,180,000 331,769,000 △ 2,589,000

10 　 指定管理料収益 329,180,000 331,769,000 △ 2,589,000

11 施設利用等収益 212,144,000 204,520,000 7,624,000

12 　 入園料収益 179,000,000 178,000,000 1,000,000

13 　　　　　 研修室等利用料収益 2,290,000 2,220,000 70,000

14 　　　　　 遊戯施設利用料収益 30,854,000 24,300,000 6,554,000

15 教室講座受講料収益 43,650,000 50,000,000 △ 6,350,000

16 　　　　　 教室講座受講料収益 43,650,000 50,000,000 △ 6,350,000

17 物品販売等事業収益 49,070,000 81,070,000 △ 32,000,000

18 販売事業収益 29,000,000 66,000,000 △ 37,000,000

19 販売委託等事業収益 20,000,000 15,000,000 5,000,000

20 雑収益 70,000 70,000 0

21 14,400,000 15,400,000 △ 1,000,000

22 　　　　　 テナント運営協力金収益 14,000,000 15,000,000 △ 1,000,000

23 　　　　　 その他協力金収益 400,000 400,000 0

24 24,500,000 25,000,000 △ 500,000

25 24,500,000 25,000,000 △ 500,000

26 673,156,000 708,000,000 △ 34,844,000

　　　②特定資産運用益

　　　経常収益計

　　　④運営協力金等収益

　　

予　算　額
(A)

　　　⑤雑収益

　　　　雑収益

備　　考
増　　減
(A)-(B)

前年度
予算額(B)

　　　③事業収益

　科　   目

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１　経常増減の部

　　(１)経常収益

　　　①基本財産運用益

令和元年度公益財団法人安城都市農業振興協会収支予算書
　〔平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで〕
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（単位：円）

27

28 659,755,000 695,822,000 △ 36,067,000

29 2,370,000 2,650,000 △ 280,000

30 135,200,000 129,057,000 6,143,000

31 29,075,000 28,649,000 426,000

32 78,283,000 85,300,000 △ 7,017,000

33 1,490,000 1,240,000 250,000

34 537,000 387,000 150,000

35 12,610,000 10,730,000 1,880,000

36 0 263,000 △ 263,000

37 62,040,000 63,240,000 △ 1,200,000

38 1,200,000 1,200,000 0

39 21,070,000 22,020,000 △ 950,000

40 1,003,000 778,000 225,000

41 17,000,000 23,650,000 △ 6,650,000

42 8,240,000 8,709,000 △ 469,000

43 1,880,000 1,860,000 20,000

44 1,036,000 990,000 46,000

45 24,252,000 24,252,000 0

46 1,730,000 2,024,000 △ 294,000

47 169,890,000 172,761,000 △ 2,871,000

48 14,890,000 14,390,000 500,000

49 5,089,000 6,788,000 △ 1,699,000

50 24,828,000 23,820,000 1,008,000

51 11,342,000 11,543,000 △ 201,000

52 9,730,000 13,151,000 △ 3,421,000

53 24,800,000 46,200,000 △ 21,400,000

54 170,000 170,000 0

　　　　　使用料及び賃借料

　　　　　臨時雇賃金

　　　　　通信運搬費

　　　　　消耗器具備品費

　　(２)経常費用

　　　①事業費

　　　　　手数料

　　　　　給料手当

　　　　　被服費

　　

　　　　　種苗費

　　　　　原材料費

　　　　　光熱水料費

予　算　額
(A)

前年度
予算額(B)

　　　　　諸謝金

　科　   目

　　　　　負担金

　　　　　商品仕入費

　　　　　退職給付費用

　　　　　福利厚生費

　　　　　旅費交通費

　　　　　消耗品費

　　　　　肥料農薬費

　　　　　印刷製本費

　　　　　燃料費

　　　　　広告料

　　　　　雑費

　　　　　修繕費

増　　減
(A)-(B)

備　　考

　　　　　保険料

　　　　　租税公課

　　　　　委託費
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55 13,401,000 12,178,000 1,223,000

56 450,000 450,000 0

57 410,000 410,000 0

58 4,522,000 4,326,000 196,000

59 2,431,000 2,889,000 △ 458,000

60 50,000 50,000 0

61 36,000 29,000 7,000

62 20,000 19,000 1,000

63 171,000 171,000 0

64 0 357,000 △ 357,000

65 4,000 11,000 △ 7,000

66 20,000 20,000 0

67 89,000 105,000 △ 16,000

68 140,000 85,000 55,000

69 3,006,000 1,110,000 1,896,000

70 525,000 520,000 5,000

71 4,000 4,000 0

72 1,253,000 1,253,000 0

73 270,000 369,000 △ 99,000

74 673,156,000 708,000,000 △ 34,844,000

75 0 0 0

76

77

78 0 0 0

79

80 0 0 0

81 0 0 0

82 0 0 0

83 0 0 0

84 115,073,236 126,796,010 △ 11,722,774

85 115,073,236 126,796,010 △ 11,722,774

86

87 0 0 0

88 101,000,000 101,000,000 0

89 101,000,000 101,000,000 0

90 216,073,236 227,796,010 △ 11,722,774

　　　　　通信運搬費

　　　　　旅費交通費

　　　　　交際費

　　　　　被服費

　　　　　給料手当　　　

　　　　　福利厚生費

　　　②管理費

　　　　　負担金

　　　経常費用計

　　　当期経常増減額

　２　経常外増減の部

　　（１）経常外収益

　　　　　手数料　

　　　　　退職給付費用

　　　　　使用料及び賃借料

　　　　経常外収益計

　　（２）経常外費用

　　　　経常外費用計

　　　　当期経常外増減額

　　　　当期一般正味財産増減額

　　　　一般正味財産期首残高

　　　　法人税、住民税及び事業税

　　　　指定正味財産期末残高

Ⅲ　正味財産期末残高

　　　　一般正味財産期末残高

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　　　　当期指定正味財産増減額

　　　　指定正味財産期首残高

　　　　　消耗器具備品費

　　　　　保険料

　　　　　委託費　

　　　　　租税公課

　　　　　諸謝金

　　　　　消耗品費

　　　　　印刷製本費

　　　　　役員報酬

　科　   目
予　算　額

(A)
前年度

予算額(B)
増　　減
(A)-(B)

備　　考
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　　　　　令和元年度公益財団法人安城都市農業振興協会収支予算書（内訳表） 　　

（単位：円）

公益目的事業１ 公益目的事業２ 共通 小計

1

2

3

4 112,000 0 0 112,000 0 0 112,000 130,000 △ 18,000

5 112,000 0 0 112,000 0 0 112,000 130,000 △ 18,000

6 100,000 0 0 100,000 0 0 100,000 111,000 △ 11,000

7 100,000 0 0 100,000 0 0 100,000 111,000 △ 11,000

8 255,794,000 0 315,779,000 571,573,000 49,070,000 13,401,000 634,044,000 667,359,000 △ 33,315,000

9 0 0 315,779,000 315,779,000 0 13,401,000 329,180,000 331,769,000 △ 2,589,000

10 0 0 315,779,000 315,779,000 0 13,401,000 329,180,000 331,769,000 △ 2,589,000

11 212,144,000 0 0 212,144,000 0 0 212,144,000 204,520,000 7,624,000

12 179,000,000 0 0 179,000,000 0 0 179,000,000 178,000,000 1,000,000

13 2,290,000 0 0 2,290,000 0 0 2,290,000 2,220,000 70,000

14 30,854,000 0 0 30,854,000 0 0 30,854,000 24,300,000 6,554,000

15 43,650,000 0 0 43,650,000 0 0 43,650,000 50,000,000 △ 6,350,000

16 43,650,000 0 0 43,650,000 0 0 43,650,000 50,000,000 △ 6,350,000

17 0 0 0 0 49,070,000 0 49,070,000 81,070,000 △ 32,000,000

18 0 0 0 0 29,000,000 0 29,000,000 66,000,000 △ 37,000,000

19 0 0 0 0 20,000,000 0 20,000,000 15,000,000 5,000,000

20 0 0 0 0 70,000 0 70,000 70,000 0

21 14,400,000 0 0 14,400,000 0 0 14,400,000 15,400,000 △ 1,000,000

22 14,000,000 0 0 14,000,000 0 0 14,000,000 15,000,000 △ 1,000,000

23 400,000 0 0 400,000 0 0 400,000 400,000 0

24 24,500,000 0 0 24,500,000 0 0 24,500,000 25,000,000 △ 500,000

25 24,500,000 0 0 24,500,000 0 0 24,500,000 25,000,000 △ 500,000

26 294,906,000 0 315,779,000 610,685,000 49,070,000 13,401,000 673,156,000 708,000,000 △ 34,844,000

前年度予算額 差額

　　　　　　　雑収益

　　　　    　その他協力金収益

　　　　　　　研修室等利用料収益

　科　   目

　　　　　    特定資産受取利息

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１　経常増減の部

　　(１)経常収益

　　　　　　〔平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで〕

収益事業会計

　　　②特定資産運用益

　　　④運営協力金等収益

　　　　　    テナント運営協力金収益

　　

　　　③事業収益

　　　　　　　販売事業収益

　　　　　施設利用等収益

　　　　　教室講座受講料収益

　　　①基本財産運用益

　　　　    　基本財産受取利息

　　　　　　　遊戯施設利用料収益

　　　　　　　教室講座受講料収益

　　　　  管理運営委託料等収益

　　　経常収益計

　　　　　　　指定管理料収益

　　　　　　　入園料収益

　　　　　　　販売委託等事業収益

　　　　　物品販売等事業収益

　　　⑤雑収益

　　　　   　雑収益

３１年度予算額計
公益目的事業会計

法人会計
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公益目的事業１ 公益目的事業２ 共通 小計
前年度予算額 差額　科　   目 収益事業会計 ３１年度予算額計

公益目的事業会計
法人会計

27

28 602,038,000 8,647,000 0 610,685,000 49,070,000 0 659,755,000 695,822,000 △ 36,067,000

29 2,370,000 0 0 2,370,000 0 0 2,370,000 2,650,000 △ 280,000

30 124,626,000 3,813,000 0 128,439,000 6,761,000 0 135,200,000 129,057,000 6,143,000

31 26,121,000 721,000 0 26,842,000 2,233,000 0 29,075,000 28,649,000 426,000

32 65,784,000 2,320,000 0 68,104,000 10,179,000 0 78,283,000 85,300,000 △ 7,017,000

33 1,490,000 0 0 1,490,000 0 0 1,490,000 1,240,000 250,000

34 400,000 38,000 0 438,000 99,000 0 537,000 387,000 150,000

35 12,041,000 69,000 0 12,110,000 500,000 0 12,610,000 10,730,000 1,880,000

36 0 0 0 0 0 0 0 263,000 △ 263,000

37 61,000,000 40,000 0 61,040,000 1,000,000 0 62,040,000 63,240,000 △ 1,200,000

38 1,120,000 80,000 0 1,200,000 0 0 1,200,000 1,200,000 0

39 20,770,000 300,000 0 21,070,000 0 0 21,070,000 22,020,000 △ 950,000

40 932,000 71,000 0 1,003,000 0 0 1,003,000 778,000 225,000

41 16,940,000 60,000 0 17,000,000 0 0 17,000,000 23,650,000 △ 6,650,000

42 8,240,000 0 0 8,240,000 0 0 8,240,000 8,709,000 △ 469,000

43 1,720,000 10,000 0 1,730,000 150,000 0 1,880,000 1,860,000 20,000

44 976,000 0 0 976,000 60,000 0 1,036,000 990,000 46,000

45 24,252,000 0 0 24,252,000 0 0 24,252,000 24,252,000 0

46 1,402,000 0 0 1,402,000 328,000 0 1,730,000 2,024,000 △ 294,000

47 169,580,000 180,000 0 169,760,000 130,000 0 169,890,000 172,761,000 △ 2,871,000

48 14,790,000 0 0 14,790,000 100,000 0 14,890,000 14,390,000 500,000

49 4,829,000 0 0 4,829,000 260,000 0 5,089,000 6,788,000 △ 1,699,000

50 22,828,000 0 0 22,828,000 2,000,000 0 24,828,000 23,820,000 1,008,000

51 11,307,000 35,000 0 11,342,000 0 0 11,342,000 11,543,000 △ 201,000

　　　　　  委託費

　　　　    諸謝金

　　　　　  消耗品費

　　　　　  印刷製本費

　　　　　  種苗費

　　　　　  燃料費

　　　　　  通信運搬費

　　　　　  保険料

　　　　　  福利厚生費

　　　　　  臨時雇賃金

　　　　　  光熱水料費

　　　①事業費

　　　　　  給料手当

　　　　　  消耗器具備品費

　　　　  　手数料

　　(２)経常費用

　　　　　  旅費交通費

　　　　　  原材料費

　　　　　  被服費

　　　　　  肥料農薬費

　　　  　　広告料

　　　　　  修繕費

　　　　　  負担金

　　　　　  使用料及び賃借料

　　　　  　租税公課
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公益目的事業１ 公益目的事業２ 共通 小計
前年度予算額 差額　科　   目 収益事業会計 ３１年度予算額計

公益目的事業会計
法人会計

52 8,370,000 910,000 0 9,280,000 450,000 0 9,730,000 13,151,000 △ 3,421,000

53 0 0 0 0 24,800,000 0 24,800,000 46,200,000 △ 21,400,000

54 150,000 0 0 150,000 20,000 0 170,000 170,000 0

55 0 0 0 0 0 13,401,000 13,401,000 12,178,000 1,223,000

56 0 0 0 0 0 450,000 450,000 450,000 0

57 0 0 0 0 0 410,000 410,000 410,000 0

58 0 0 0 0 0 4,522,000 4,522,000 4,326,000 196,000

59 0 0 0 0 0 2,431,000 2,431,000 2,889,000 △ 458,000

60 0 0 0 0 0 50,000 50,000 50,000 0

61 0 0 0 0 0 36,000 36,000 29,000 7,000

62 0 0 0 0 0 20,000 20,000 19,000 1,000

63 0 0 0 0 0 171,000 171,000 171,000 0

64 0 0 0 0 0 0 0 357,000 △ 357,000

65 0 0 0 0 0 4,000 4,000 11,000 △ 7,000

66 0 0 0 0 0 20,000 20,000 20,000 0

67 0 0 0 0 0 89,000 89,000 105,000 △ 16,000

68 0 0 0 0 0 140,000 140,000 85,000 55,000

69 0 0 0 0 0 3,006,000 3,006,000 1,110,000 1,896,000

70 0 0 0 0 0 525,000 525,000 520,000 5,000

71 0 0 0 0 0 4,000 4,000 4,000 0

72 0 0 0 0 0 1,253,000 1,253,000 1,253,000 0

73 0 0 0 0 0 270,000 270,000 369,000 △ 99,000

74 602,038,000 8,647,000 0 610,685,000 49,070,000 13,401,000 673,156,000 708,000,000 △ 34,844,000

75 △ 307,132,000 △ 8,647,000 315,779,000 0 0 0 0 0 0　　　当期経常増減額

　　　②管理費

　　　　　  退職給付費用

　　　　  　旅費交通費

　　　　  　消耗器具備品費

　　　　  　商品仕入費

　　　　  　雑費

　　　　  　諸謝金

　　　　　  交際費

　　　　  　通信運搬費

　　　　  　委託費

　　  　　　租税公課

　　　　  　保険料

　  　　　　負担金

　　  　　　使用料及び賃借料

　　　　  　消耗品費

　　　  　　印刷製本費

　　　　  　手数料

　　　  　　役員報酬

　　　　  　給料手当

　　　　  　退職給付費用

　　　経常費用計

　　　　  　福利厚生費

　　　  　　被服費
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公益目的事業１ 公益目的事業２ 共通 小計
前年度予算額 差額　科　   目 収益事業会計 ３１年度予算額計

公益目的事業会計
法人会計

76

77

78 0 0 0 0 0 0 0 0 0

79

80 0 0 0 0 0 0 0 0 0

81 0 0 0 0 0 0 0 0 0

82 0 0 0 0 0 0 0 0 0

83 △ 307,132,000 △ 8,647,000 315,779,000 0 0 0 0 0 0

84 0 0 0 0 0 0 0 0 0

85 △ 307,132,000 △ 8,647,000 315,779,000 0 0 0 0 0 0

86 0 0 57,122,626 57,122,626 56,950,610 1,000,000 115,073,236 126,796,010 △ 11,722,774

87 △ 307,132,000 △ 8,647,000 372,901,626 57,122,626 56,950,610 1,000,000 115,073,236 126,796,010 △ 11,722,774

88  

89 0 0 0 0 0 0 0 0 0

90 0 0 0 0 0 0 0 0 0

91 0 0 101,000,000 101,000,000 0 0 101,000,000 101,000,000 0

92 0 0 101,000,000 101,000,000 0 0 101,000,000 101,000,000 0

93 △ 307,132,000 △ 8,647,000 473,901,626 158,122,626 56,950,610 1,000,000 216,073,236 227,796,010 △ 11,722,774

　　　    経常外収益計

　　　　    当期一般正味財産増減額

　　　　    一般正味財産期首残高

　　　　     税引前当期一般正味財産増減額

　　　　    法人税、住民税及び事業税

　２　経常外増減の部

　　　      指定正味財産期末残高

　　　      一般正味財産期末残高

　　（１）経常外収益

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　　　　    一般正味財産への振替額

　　　 　   他会計振替額

　　（２）経常外費用

　　  　  経常外費用計

　　　　  　当期経常外増減額

Ⅲ　正味財産期末残高

　　　    　当期指定正味財産増減額

　　　　    指定正味財産期首残高
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資金調達及び設備投資の見込みを記載した書類 

（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで） 

 

 

 

１ 資金調達の見込みについて 

 

  令和元年度中における資金調達の予定はありません。 

 

 

 

２ 設備投資の見込みについて 

 

  令和元年度中における設備投資の予定はありません。 
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報告第８号 

 

   公益財団法人安城市学校給食協会の経営状況の報告について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定に基づき、

公益財団法人安城市学校給食協会の平成３０年度事業報告及び決算並びに令和元年

度事業計画及び予算を別紙のとおり報告する。 

 

令和元年６月７日提出 

 

安城市長 神 谷  学     

 

 



公益財団法人安城市学校給食協会

経営状況報告書

平成３０年度事業報告書及び決算報告書

令和元年度事業計画書及び収支予算書
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 1１　平成３０年度事業報告書及び決算報告書

２　令和元年度事業計画書及び収支予算書






































































	055 市民税課・資産税課 安城市税条例等の一部を改正する条例の制定について（改め文）
	056 資産税課 安城市都市計画税条例の一部を改正する条例について（改め文）
	057 財政課 安城市行政財産目的外使用料条例の一部を改正する条例について（改め文）
	058 社会福祉課 安城市福祉センターの設置及び管理に関する条例（改め文6）
	059 社会福祉課 安城市社会福祉会館の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の制定について（改め文2）
	060 子育て支援課 安城市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（改め文）
	061 ごみゼロ推進 安城市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例の一部を改正する条例について
	062 健康推進課 安城市休日夜間急病診療所の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例について（改め文）
	063 国保年金課 安城市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について（改め文）
	064 高齢福祉課 安城市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について（改め文）
	065 市民課 安城市総合斎苑の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の制定について（改め文2）
	066 市民協働課 安城市民交流センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の制定について（改め文）
	067 アンフォーレ課 安城市中心市街地拠点施設条例の一部を改正する条例の制定について（改め文2）
	068 アンフォーレ課 安城市図書館の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の制定について（改め文）
	069 生涯学習課 安城市公民館の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例について（改め文）
	070 生涯学習課 安城市青少年の家の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例について（改め文）
	071 文化振興課 安城市民ギャラリーの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の制定について（改め文）
	072 文化振興課 丈山苑の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の制定について（改め文）
	073 生涯学習課 安祥閣の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例について（改め文）
	074 生涯学習課 安城市民会館条例の一部を改正する条例の制定について（改め文）
	075 スポーツ課 安城市体育施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の制定について（改め文）
	076 維持管理課 安城市有料駐車場の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の制定について（改め文）
	077 維持管理課 安城市道路占用料条例の一部を改正する条例の制定について（改め文）
	078 維持管理課 安城市法定外公共用物の管理に関する条例の一部を改正する条例の制定について（改め文）
	079 公園緑地課 安城市都市公園条例の一部を改正する条例について
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